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第１章 総合戦略の概要                          
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第１節 総合戦略策定の背景と目的 

これまで長い間増加傾向にあった日本の総人口は、平成20（2008）年をピークに長期的な減少局

面に移行し、このまま新たな対策を講じなければ、減少スピードは今後加速度的に高まるものと予

想されています。国立社会保障・人口問題研究所の平成24年１月の推計 によると、2020年代初めは

毎年60万人程度の減少であるが、2040年代頃には毎年100万人程度の減少スピードにまで加速するも

のと見込まれています。こうした人口急減は、経済規模の縮小を引き起こし、それに伴って住民の

生活に必要な社会生活サービスの低下を招く恐れがあります。 

こうした人口減少の背景には、1970年代後半以降に急速に低下した合計特殊出生率が大きく関わ

っており、人口規模を長期的に維持できる人口置換水準を下回る状況が、今日まで約40年間続いて

いる状況にあります。将来にわたって「活力ある日本社会」を維持するためには、人口減少に歯止

めをかけなければならず、出生率を人口置換水準まで回復させるための対策が急務となっています。 

この現状を打破すべく、平成26（2014）年11月に地方創生の理念等を定めた「まち・ひと・しご

と創生法」が可決・成立、政府は平成26（2014）年12月に、国と地方が総力を挙げて地方創生・人

口減少克服に取り組む上での指針となる「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び、地方創生

のための施策の基本的方向や具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議

決定しました。各地方公共団体においても「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、地域の実情に

応じた地方版の総合戦略の策定に努めることとされています。 

これを受け、本市においても国及び埼玉県の定める「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案

しながら、これまでの人口の動向や将来展望等の調査・分析を行い、「日高市まち・ひと・しごと

創生総合戦略（地方人口ビジョン・地方版総合戦略）」を策定します。 

 

 

第２節 総合戦略の対象期間 

平成27（2015）年度～平成31（2019）年度までを戦略の対象期間として設定します。 

 

 

第３節 総合戦略の位置付け 

（１）総合戦略の位置付け 

本市では、平成23年３月に平成32年度までの10年間のまちづくり計画として、将来都市像『笑

顔と元気を 未来
あ し た

へつなぐ 緑きらめくまち 日高』の実現を目指す「第５次日高市総合計画」

を策定しました。 

本計画の前期５年間では、少子高齢化という人口構造の変化を踏まえ、将来都市像の実現をリ

ードし、重点的、誘導的に進めるべき施策を「戦略プロジェクト（高麗郡建郡1300年プロジェク

ト、かわせみの里プロジェクト、みんなの健康プロジェクト）」と位置付け、多分野にわたる複
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数の主要施策を一体的に捉え直し、連携を図って計画的に取り組んできました。 

こうした中、国では平成26年11月に「まち・ひと・しごと創生法（以下「法」という。）」が

施行され、同年12月には「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」「まち・ひと・しごと創生総

合戦略」が策定・公表されました。 

このため、本市では、日高市まち・ひと・しごと創生総合戦略を、将来都市像の実現に向けた

「戦略プロジェクト」として位置付け、法第10条第1項に基づき、国の「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」及び「埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案して、本市の人口の現状及び

将来の見通しを示すとともに、本市の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策につい

ての基本的な計画として策定するものです。 

 

 

（２）近隣市町との広域連携 

人口の構造的な変化による課題には、本市単独で解決できないものが多く、本戦略の実施に当

たっては、埼玉県とともに地域的な条件や課題を同じくする近隣市町と連携した取組を推進しま

す。 
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第２章 人口ビジョン＜抜粋版＞ 
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第１節 人口等の動向分析 

 本市の人口は、昭和40～50年代の大規模住宅団地開発を背景とした都心部からの人口流入、平成

17(2005)年～平成23(2011)年までの土地利用の誘導や土地区画整理事業の推進による人口急増な

どを経て、大きく拡大してきました。しかしながら、それまで増加傾向にあった人口は、平成

24(2012)年以降減少に転じています。 

図表 人口・世帯数の長期的推移（各年１月１日現在） 

（出典）平成16年までは埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」、平成17年以降は日高市住民基本台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27(2015)年１月１

日現在の本市の年齢３

区分別の人口構成比は、

年 少 人 口 が 13.1 ％

（7,475人）、生産年齢

人口が59.6％（15,633

人）、老年人口が27.3％

（15,633人）となってい

ます。 

 平成17(2005)年から平

成27(2015)年までに年
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（6,794人増）の大幅増となっています。地域経済を支える生産年齢人口比率は県内40市中39位と

低く、高齢化も他市に比べて進行しています。 

図表 年齢３区分別人口割合（平成27年１月１日）の都市間比較 

（出典）埼玉県統計課「埼玉県町（丁）字別人口調査」 

 
 

 

 本市の年齢５歳階級別・男女別の人口ボリュームを見ると、平成27(2015)年時点では特に30歳代

後半から40歳代までのいわゆる団塊ジュニアを中心とする昭和40年代に生まれた世代と、60歳代

から70歳代前半までの団塊世代を中心とする昭和20年代に生まれた世代が特に人口ボリュームが

大きい状況にあります。県内他市と比べると、本市は特に、60歳代から70歳代前半の団塊世代に

よる人口ボリュームゾーンが、より大きな比重を占めています。 

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

1 戸田市    15.6 1 戸田市    69.1 1 秩父市    29.5 1 秩父市 15.6
2 吉川市    15.5 2 和光市    69.0 2 幸手市    28.5 2 羽生市 11.8
3 和光市    14.4 3 朝霞市    67.3 3 蓮田市    28.1 行田市 11.6
4 朝霞市    14.3 4 蕨  市    66.5 4 日高市    27.3 飯能市 11.6
5 ふじみ野市 13.8 5 川口市    65.3 飯能市    27.0 本庄市 11.6
6 新座市    13.7 6 さいたま市 64.8 狭山市    27.0 6 蓮田市 11.5

さいたま市 13.6 7 八潮市    64.4 行田市    26.7 7 熊谷市 11.3
八潮市    13.6 8 草加市    64.0 北本市    26.7 8 桶川市 11.0
越谷市    13.5 9 志木市    63.9 9 春日部市  26.6 加須市 10.8
志木市    13.5 10 吉川市    63.7 10 桶川市    26.1 深谷市 10.8

11 富士見市  13.4 越谷市    63.5 11 羽生市    25.8 北本市 10.8
12 草加市    13.3 富士見市  63.5 久喜市    25.6 幸手市 10.8

坂戸市    13.2 所沢市    63.4 坂戸市    25.6 13 狭山市 10.7
深谷市    13.2 加須市    63.4 14 熊谷市    25.3 東松山市 10.4
川口市    13.2 15 鶴ヶ島市  63.2 本庄市    25.1 蕨市 10.4
鶴ヶ島市  13.1 東松山市  63.1 鴻巣市    25.1 所沢市 10.2
日高市    13.1 三郷市    63.1 17 東松山市  24.8 鴻巣市 10.2
上尾市    13.0 白岡市 63.1 18 深谷市    24.7 久喜市 10.2
川越市    13.0 19 鴻巣市    62.9 19 入間市    24.6 日高市 10.2

20 三郷市    12.9 20 新座市    62.8 加須市    24.5 ふじみ野市 10.2
白岡市 12.7 川越市    62.7 上尾市    24.5 春日部市 10.1
入間市    12.7 入間市    62.7 22 川越市    24.3 上尾市 10.1

23 所沢市    12.5 久喜市    62.6 23 白岡市 24.2 入間市 10.0
24 桶川市    12.4 ふじみ野市 62.6 24 所沢市    24.1 白岡市 10.0
24 本庄市    12.4 25 上尾市    62.5 25 三郷市    24.0 25 川越市 9.9
26 熊谷市    12.3 熊谷市    62.4 鶴ヶ島市  23.6 26 新座市 9.6

加須市    12.1 本庄市    62.4 ふじみ野市 23.6 27 坂戸市 9.5
鴻巣市    12.1 28 羽生市    62.3 28 新座市    23.5 さいたま市 9.4
東松山市  12.1 29 深谷市    62.1 越谷市    23.1 志木市 9.4

30 秩父市    12.0 30 飯能市    62.0 富士見市  23.1 富士見市 9.4
31 羽生市    11.9 行田市    61.6 31 草加市    22.7 川口市 9.1

久喜市    11.8 春日部市  61.6 蕨  市    22.6 越谷市 9.1
春日部市  11.8 北本市    61.6 志木市    22.6 33 草加市 9.0
蓮田市    11.8 34 桶川市    61.5 34 八潮市    22.0 34 三郷市 8.3
行田市    11.7 35 狭山市    61.4 35 さいたま市 21.6 八潮市 8.1
北本市    11.7 36 坂戸市    61.2 36 川口市    21.5 鶴ヶ島市 8.1

37 狭山市    11.6 37 幸手市    60.5 37 吉川市    20.8 37 朝霞市 7.9
幸手市    11.0 38 蓮田市    60.1 38 朝霞市    18.4 38 吉川市 7.2
飯能市    11.0 39 日高市    59.6 39 和光市    16.6 39 和光市 7.0

40 蕨  市    10.9 40 秩父市    58.5 40 戸田市    15.3 40 戸田市 6.4
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 平成17(2005)年時点で15歳から24歳までの世代は、平成27(2015)年までの10年間に1,000人規模で

減っています。一方、平成17(2005)年時点で25歳から39歳までの世代と、その子ども世代である

０歳から９歳までは、平成27(2015)年までの10年間で大幅に増えています。また、人口ボリュー

ムを形成している、平成17(2005)年時点で50歳から60歳代前半の団塊世代を中心とする世代が、

着実に年齢層が高まってきています。 

図表 ５歳階級別人口ピラミッド（上：平成17年 下：平成27年） 

（出典）日高市住民基本台帳 各年１月１日現在 
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 本市の人口動態の長期的な流れを見ると、これまで昭和40～50年代の東急こま武蔵台団地や日本

住宅公団こま川団地、西武飯能日高団地などの宅地開発により次々に住宅地の開発が進み、転入

者が急増しました。その後、社会増は緩やかになり、平成７(1995)年度には転出者数が転入者数

を上回る、社会減に転じています。 

 こうした状況を受け、平成15(2003)年度に都市計画法の規制緩和による市街化調整区域の住居系

及び工業系土地利用の誘導制度を導入するとともに、土地区画整理事業を推進し、平成17(2005)

年度から平成22(2010)年度までは人口減少に歯止めをかけることができました。しかしながら、

平成23(2011)年度以降は、概ね死亡数が出生数を上回る自然減とともに、転出者数が転入者数を

上回る社会減の状況にあります。 

図表 自然動態及び社会動態の推移 

（出典）統計ひだか（市民課） 

 
 

 

 自然動態の背景として、１人の女性が生涯に産む子どもの数を表す合計特殊出生率の推移を見る

と、本市は平成８(1996)年以降、年による変動があるものの概ね1.14前後で推移しています。一

方、全国では、平成８(1996)年から平成26(2014)年まで平均は1.36、埼玉県では1.27であり、本

市の合計特殊出生率は、いずれの年においても全国及び県を下回る状況にあります。 

 本市では近年、20歳代後半から30歳代にかけて、子どもを市外で出産し、その子どもと一緒に転

入してくるファミリー層が多い状況にあります。第１子の出生率は低いものの、第２子、第３子

と出産するにあたり、おそらく住宅の住み替えなどのため市内に転入してくることで、第２子及
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図表 合計特殊出生率の推移（全国／埼玉県／日高市） 

（出典）埼玉県保健医療政策課「埼玉県の合計特殊出生率」 

 
注）合計特殊出生率は、出生率計算の際の分母の人口数を、出産可能年齢（15～49歳）の女性に限定し、各年齢の出生

率を足し合わせ、一人の女性が生涯何人の子どもを産むのかを推計したもの 

 

図表 出生順位別の出生率及び母親の平均年齢の比較 

（第３子以降の出生率高位順、県内上位10市） 

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部「地域少子化・働き方指標（第１版）」 

 

注）合計特殊出生率は、厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」による平成20～24年の数値（ベイズ推定値）。

また、母の年齢階級別内訳は、同統計の母の年齢階級別出生率（ベイズ推定値）に５を乗じて作成。 

注）出生順位別内訳は、合計特殊出生率を厚生労働省「人口動態統計」（平成25年）の特別集計による出生順位別出生

数で按分して作成。 

注）出生順位ごとの母の平均年齢は、厚生労働省「人口動態統計」（平成25年）の特別集計による。 
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 社会動態の背景として、直近３か年における人口流入及び流出の推移を見ると、平成24(2012)年

と平成26(2014)年はそれぞれ105人、122人の流出超過、平成25年は40人の流入超過となっていま

す。これまで、人口の流入拡大を牽引していた県内市町村からの人の流れは、平成26(2014)年に

は11人の流出超過に転じています。また、県外についても平成24(2012)年から平成26(2014)年に

かけて、流出超過が続いています。 

 県内市区町村間との関係を見ると、本市との人口移動が多いのは、流入・流出の合計人数が多い

順に、川越市、飯能市、入間市、狭山市、坂戸市、所沢市が挙げられます。本市と川越市間での

人口移動は、平成24(2012)年から流出超過となっていましたが、平成26(2014)年に流入超過に転

じています。また、所沢市間での人口移動は、平成25(2013)年に流入超過に転じており、流入数

の増加及び流出数の減少が見られます。さらに、本市と飯能市間及び狭山市間での人口移動につ

いては、平成24(2012)年から平成26(2014)年にかけて流入超過が続いていますが、流入超過数は

減少傾向にあります。 

図表 日高市における市別流入・流出人口（平成24年～平成26年） 

（出典）住民基本台帳人口移動報告（埼玉県） 

 
注）平成26（2014）年の住民基本台帳移動数に外国人は含まない 

 

 年齢階級別に人口移動を見ると、本市ではこれまで、15～29歳までの若い世代が大学等への進学

や就職などにより、一度は市外に転出する傾向にありましたが、平成17(2005)年から平成22(2010)

年の人口移動では、それらの転出超過の状況が緩和されると同時に、特に０～４歳の子どもを持

つファミリー層がこれまでになく多数転入してきている状況が見られます。こうした好機を捉え、

新たに転入してこられたファミリー層の定住、進学や就職で一度は市外に出るであろう、その子

どもたちのＵターンを促す流れを創り出していく必要があります。 

 また、本市は県内他市に比べても高齢化率が高く、今後も着実に進行するものと見込まれる中、

現在は人口ボリュームの少ない40～50代が親の介護などにより市内に戻ってくるといった新たな

流れも期待されます。 

 全国の市町村で人口の流出を抑制し流入人口を増やす対策が講じられようとしている中で、本市

においても出生率の改善と合わせて、的確な施策を講じていかなければなりません。 

（単位：人）

流入 流出 流入-流出 流入 流出 流入-流出 流入 流出 流入-流出
H24→
H25

H25→
H26

H24→
H25

H25→
H26

総数 1,748 1,853 ▲ 105 1,796 1,756 40 1,649 1,771 ▲ 122 48 ▲ 147 ▲ 97 15
県内総数 1,068 1,060 8 1,121 1,059 62 1,016 1,027 ▲ 11 53 ▲ 105 ▲ 1 ▲ 32

川越市 160 210 ▲ 50 151 193 ▲ 42 169 162 7 ▲ 9 18 ▲ 17 ▲ 31
飯能市 167 139 28 176 119 57 149 124 25 9 ▲ 27 ▲ 20 5
入間市 95 118 ▲ 23 82 90 ▲ 8 72 97 ▲ 25 ▲ 13 ▲ 10 ▲ 28 7
狭山市 106 70 36 153 65 88 78 71 7 47 ▲ 75 ▲ 5 6
坂戸市 65 86 ▲ 21 90 78 12 69 76 ▲ 7 25 ▲ 21 ▲ 8 ▲ 2
所沢市 70 77 ▲ 7 73 66 7 84 59 25 3 11 ▲ 11 ▲ 7
鶴ヶ島市 52 56 ▲ 4 54 72 ▲ 18 56 86 ▲ 30 2 2 16 14
さいたま市 55 54 1 54 55 ▲ 1 48 62 ▲ 14 ▲ 1 ▲ 6 1 7
東松山市 17 13 4 19 22 ▲ 3 16 24 ▲ 8 2 ▲ 3 9 2
ふじみ野市 12 21 ▲ 9 9 14 ▲ 5 13 21 ▲ 8 ▲ 3 4 ▲ 7 7
その他県内 269 216 53 260 285 ▲ 25 262 245 17 ▲ 9 2 69 ▲ 40

県外総数 680 793 ▲ 113 675 697 ▲ 22 633 744 ▲ 111 ▲ 5 ▲ 42 ▲ 96 47
東京都 272 353 ▲ 81 258 326 ▲ 68 250 346 ▲ 96 ▲ 14 ▲ 8 ▲ 27 20
神奈川県 50 74 ▲ 24 66 68 ▲ 2 56 76 ▲ 20 16 ▲ 10 ▲ 6 8
千葉県 52 45 7 47 48 ▲ 1 49 53 ▲ 4 ▲ 5 2 3 5
その他の都道府県 306 321 ▲ 15 304 255 49 278 269 9 ▲ 2 ▲ 26 ▲ 66 14

流入数前年差 流出数前年差平成24（2012）年 平成25（2013）年 平成26年（2014）年
都道府県
市区町村
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 しかしながら、そうした施策は、一朝一夕に効果が得られるものではなく、着実に、また継続的

に取り組んでいく必要があります。 

図表 平成22（2010）年における性別・年齢階級別の人口移動（純移動数）の状況 

（出典）総務省「平成22年国勢調査」 

 
注1) 5歳未満については、出生後にふだん住んでいた場所による。 

注2) 5年前の常住地「不詳」で、当地に現住している者を含む。 

注3）純移動数は、（転入数）-（転出数）で算出 
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第２節 将来人口の推計 

 日本の総人口は長期の減少局面を迎える中、本市の将来人口もこのまま新たな対策を講じられな

い場合は減少が続くものと見込まれます。平成27年時点の総人口は57,249人、10年後の平成37年

には対平成27年比で1.4％減（▲815人）の56,434人、20年後の平成47年には同11.2％減（▲6,423

人）の50,826人、平成57年には同22.3％減（▲12,735人）の44,514人、平成67年には同32.3％減

（▲18,490人）の38,759人に減少するものと見込まれます。 

 年齢区分別の内訳をみると、生産年齢人口及び年少人口は減少が続くものと見込まれます。平成

27年時点における生産年齢人口の割合は59.6％であるのに対し、平成72年には46.2％と13.4ポイ

ント減少し、実数ベースでは半数以下に縮小するものと推計されます。また、年少人口の割合は、

平成27年時点で13.1％であるのに対し、平成72年には9.5％と3.6ポイント減少し、実数ベースで

は約４割程度に縮小するものと見込まれます。 

 一方、老年人口のうち65歳から74歳までの人口は、平成29年をピークに減少するものと見込まれ

ますが、本市の人口ボリュームゾーンを形成している団塊世代が後期高齢期に入るとともに、75

歳以上の人口は急増し、平成43年をピークに減少に転じると見込まれます。75歳以上の老年人口

の割合は、平成27年時点で10.2％程度であるのに対し、平成72年時点では31.6％を占めるものと

見込まれます。 

 社会保障制度が変わらないものと仮定した場合、平成27年時点では65歳以上の高齢者１人に対し、

15歳から64歳までの生産年齢世代２人で支えている状態であるのに対し、平成72年時点では生産

年齢世代１人が高齢者１人を支える肩車型構造となるものと考えられます。 

 

図表 平成72年までの年齢４区分別将来人口の見込み 
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図表 平成72年までの年齢４区分別将来人口の見込み 各年詳細 

 
 

  

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年

総数 57,666 57,881 57,817 57,554 57,505 57,249 57,235 57,214 57,183 57,421 57,462 57,366 57,266
0～14歳 7,703 7,704 7,738 7,715 7,583 7,475 7,381 7,323 7,224 7,144 7,010 6,816 6,638
15～64歳 37,779 37,564 37,026 35,937 35,142 34,141 33,541 32,964 32,555 32,443 32,195 31,993 31,892
65歳～74歳 7,693 7,931 8,136 8,669 9,251 9,819 10,068 10,203 10,169 10,029 9,995 10,014 9,859
75歳以上 4,491 4,682 4,917 5,233 5,529 5,814 6,245 6,724 7,235 7,805 8,263 8,543 8,877
0～14歳 13.4% 13.3% 13.4% 13.4% 13.2% 13.1% 12.9% 12.8% 12.6% 12.4% 12.2% 11.9% 11.6%
15～64歳 65.5% 64.9% 64.0% 62.4% 61.1% 59.6% 58.6% 57.6% 56.9% 56.5% 56.0% 55.8% 55.7%
65歳～74歳 13.3% 13.7% 14.1% 15.1% 16.1% 17.2% 17.6% 17.8% 17.8% 17.5% 17.4% 17.5% 17.2%
75歳以上 7.8% 8.1% 8.5% 9.1% 9.6% 10.2% 10.9% 11.8% 12.7% 13.6% 14.4% 14.9% 15.5%
総数 ― 0.4% -0.1% -0.5% -0.1% -0.4% 0.0% 0.0% -0.1% 0.4% 0.1% -0.2% -0.2%
0～14歳 ― 0.0% 0.4% -0.3% -1.7% -1.4% -1.3% -0.8% -1.4% -1.1% -1.9% -2.8% -2.6%
15～64歳 ― -0.6% -1.4% -2.9% -2.2% -2.8% -1.8% -1.7% -1.2% -0.3% -0.8% -0.6% -0.3%
65歳～74歳 ― 3.1% 2.6% 6.6% 6.7% 6.1% 2.5% 1.3% -0.3% -1.4% -0.3% 0.2% -1.5%
75歳以上 ― 4.3% 5.0% 6.4% 5.7% 5.2% 7.4% 7.7% 7.6% 7.9% 5.9% 3.4% 3.9%

平成35年 平成36年 平成37年 平成38年 平成39年 平成40年 平成41年 平成42年 平成43年 平成44年 平成45年 平成46年 平成47年

総数 57,160 56,806 56,434 55,865 55,349 54,861 54,358 53,852 53,182 52,592 51,992 51,422 50,826
0～14歳 6,450 6,216 6,067 5,857 5,659 5,475 5,354 5,297 5,121 5,005 4,874 4,804 4,756
15～64歳 31,876 31,673 31,447 31,241 30,988 30,806 30,547 30,150 29,784 29,513 29,032 28,533 27,992
65歳～74歳 9,299 8,736 8,115 7,557 7,137 6,775 6,525 6,342 6,211 6,090 6,263 6,371 6,564
75歳以上 9,536 10,182 10,804 11,210 11,565 11,805 11,931 12,063 12,067 11,984 11,824 11,715 11,513
0～14歳 11.3% 10.9% 10.8% 10.5% 10.2% 10.0% 9.8% 9.8% 9.6% 9.5% 9.4% 9.3% 9.4%
15～64歳 55.8% 55.8% 55.7% 55.9% 56.0% 56.2% 56.2% 56.0% 56.0% 56.1% 55.8% 55.5% 55.1%
65歳～74歳 16.3% 15.4% 14.4% 13.5% 12.9% 12.3% 12.0% 11.8% 11.7% 11.6% 12.0% 12.4% 12.9%
75歳以上 16.7% 17.9% 19.1% 20.1% 20.9% 21.5% 21.9% 22.4% 22.7% 22.8% 22.7% 22.8% 22.7%
総数 -0.2% -0.6% -0.7% -1.0% -0.9% -0.9% -0.9% -0.9% -1.2% -1.1% -1.1% -1.1% -1.2%
0～14歳 -2.8% -3.6% -2.4% -3.5% -3.4% -3.3% -2.2% -1.1% -3.3% -2.3% -2.6% -1.4% -1.0%
15～64歳 0.0% -0.6% -0.7% -0.7% -0.8% -0.6% -0.8% -1.3% -1.2% -0.9% -1.6% -1.7% -1.9%
65歳～74歳 -5.7% -6.1% -7.1% -6.9% -5.6% -5.1% -3.7% -2.8% -2.1% -1.9% 2.8% 1.7% 3.0%
75歳以上 7.4% 6.8% 6.1% 3.8% 3.2% 2.1% 1.1% 1.1% 0.0% -0.7% -1.3% -0.9% -1.7%

平成48年 平成49年 平成50年 平成51年 平成52年 平成53年 平成54年 平成55年 平成56年 平成57年 平成58年 平成59年 平成60年

総数 50,105 49,488 48,851 48,247 47,614 46,903 46,300 45,715 45,118 44,514 43,849 43,295 42,754
0～14歳 4,672 4,637 4,579 4,565 4,563 4,513 4,493 4,447 4,433 4,420 4,352 4,313 4,246
15～64歳 27,358 26,615 25,862 25,073 24,209 23,508 22,741 22,161 21,502 20,971 20,514 20,003 19,608
65歳～74歳 6,837 7,187 7,611 8,048 8,465 8,654 9,030 9,059 9,138 9,100 8,870 8,627 8,291
75歳以上 11,238 11,049 10,799 10,562 10,378 10,229 10,035 10,047 10,045 10,023 10,113 10,352 10,608
0～14歳 9.3% 9.4% 9.4% 9.5% 9.6% 9.6% 9.7% 9.7% 9.8% 9.9% 9.9% 10.0% 9.9%
15～64歳 54.6% 53.8% 52.9% 52.0% 50.8% 50.1% 49.1% 48.5% 47.7% 47.1% 46.8% 46.2% 45.9%
65歳～74歳 13.6% 14.5% 15.6% 16.7% 17.8% 18.5% 19.5% 19.8% 20.3% 20.4% 20.2% 19.9% 19.4%
75歳以上 22.4% 22.3% 22.1% 21.9% 21.8% 21.8% 21.7% 22.0% 22.3% 22.5% 23.1% 23.9% 24.8%
総数 -1.4% -1.2% -1.3% -1.2% -1.3% -1.5% -1.3% -1.3% -1.3% -1.3% -1.5% -1.3% -1.2%
0～14歳 -1.8% -0.7% -1.2% -0.3% 0.0% -1.1% -0.4% -1.0% -0.3% -0.3% -1.5% -0.9% -1.6%
15～64歳 -2.3% -2.7% -2.8% -3.1% -3.4% -2.9% -3.3% -2.6% -3.0% -2.5% -2.2% -2.5% -2.0%
65歳～74歳 4.2% 5.1% 5.9% 5.7% 5.2% 2.2% 4.3% 0.3% 0.9% -0.4% -2.5% -2.7% -3.9%
75歳以上 -2.4% -1.7% -2.3% -2.2% -1.7% -1.4% -1.9% 0.1% 0.0% -0.2% 0.9% 2.4% 2.5%

平成61年 平成62年 平成63年 平成64年 平成65年 平成66年 平成67年 平成68年 平成69年 平成70年 平成71年 平成72年

総数 42,202 41,646 41,000 40,445 39,880 39,326 38,759 38,074 37,472 36,853 36,256 35,634
0～14歳 4,198 4,155 4,066 3,998 3,899 3,827 3,766 3,669 3,597 3,502 3,437 3,384
15～64歳 19,197 18,798 18,508 18,226 17,968 17,709 17,438 17,255 17,095 16,900 16,671 16,473
65歳～74歳 7,909 7,494 7,078 6,645 6,347 5,979 5,751 5,455 5,123 4,911 4,723 4,515
75歳以上 10,898 11,198 11,348 11,577 11,666 11,811 11,804 11,695 11,657 11,540 11,425 11,263
0～14歳 9.9% 10.0% 9.9% 9.9% 9.8% 9.7% 9.7% 9.6% 9.6% 9.5% 9.5% 9.5%
15～64歳 45.5% 45.1% 45.1% 45.1% 45.1% 45.0% 45.0% 45.3% 45.6% 45.9% 46.0% 46.2%
65歳～74歳 18.7% 18.0% 17.3% 16.4% 15.9% 15.2% 14.8% 14.3% 13.7% 13.3% 13.0% 12.7%
75歳以上 25.8% 26.9% 27.7% 28.6% 29.3% 30.0% 30.5% 30.7% 31.1% 31.3% 31.5% 31.6%
総数 -1.3% -1.3% -1.6% -1.4% -1.4% -1.4% -1.4% -1.8% -1.6% -1.7% -1.6% -1.7%
0～14歳 -1.1% -1.0% -2.1% -1.7% -2.5% -1.8% -1.6% -2.6% -2.0% -2.6% -1.9% -1.5%
15～64歳 -2.1% -2.1% -1.5% -1.5% -1.4% -1.4% -1.5% -1.1% -0.9% -1.1% -1.4% -1.2%
65歳～74歳 -4.6% -5.2% -5.6% -6.1% -4.5% -5.8% -3.8% -5.2% -6.1% -4.1% -3.8% -4.4%
75歳以上 2.7% 2.8% 1.3% 2.0% 0.8% 1.2% -0.1% -0.9% -0.3% -1.0% -1.0% -1.4%
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 将来人口（パターン４1）の年齢階層別の人口動態を見ると、出生率を人口置換水準の2.07に引き

上げたシミュレーション１では、０～14歳人口の平成22(2010)年に対する減少率を、平成52（2040）

年時点で約９分の１程度に、平成72（2060）年時点で約７分の１程度まで抑えることができるも

のと考えられます。 

 社会移動が均衡するものと仮定したシミュレーション２では、平成52(2040)年時点の０～14歳人

口は平成22(2010)年に比べて2.4％増、うち０～４歳人口では6.1％増となるものと見込まれます。

この０～４歳人口は、平成72（2060）年時点でも3.6％増とプラスで推移するものと見込まれます。

また、15～64歳人口は、パターン４及びシミュレーション１と同様に、平成22(2010)年に比べて

マイナスとなりますが、その減少率はパターン４に比べて平成52(2040)年時点で7.9ポイント低く、

平成72（2060）年時点では22.4ポイント低くなるものと見込まれ、減少率の大幅な抑制につなが

ると考えられます。この背景として、20～39歳女性人口の減少抑制が大きく寄与するものと考え

られます。 

図表 パターン別・年齢区分別の推計結果（単位：人） 

 
 

図表 平成22（2010）年に対する人口増減率の年齢区分別比較（単位：％） 

 

  

                                                

 
1 他の人口推計パターンと区別するため、本書においては、市独自の推計結果を「パターン４」としている。推計パター

ンとしては、「パターン１（国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠）」、「パターン２（日本創生会議の推計に

準拠）」、「パターン３（埼玉県の提供する人口推計ツールを活用）」、「パターン４（独自推計）」の４つ。各パタ

ーンの詳細は、「第４章 資料編：人口ビジョン＜詳細版＞ 第２節 将来人口の推計」を参照。 

うち0～4歳
人口

うち75歳以
上人口

現状値 7,703 2,499 37,779 12,184 4,491 7,455

パターン４ 4,563 1,424 24,209 18,843 10,378 4,165

シミュレーション１ 7,363 2,361 25,133 18,843 10,378 4,328

シミュレーション２ 7,890 2,651 27,215 18,311 10,582 4,921

パターン４ 3,384 958 16,473 15,778 11,263 2,776

シミュレーション１ 7,115 2,276 20,716 15,778 11,263 4,318

シミュレーション２ 7,445 2,589 24,919 15,582 10,810 5,162

将来推計

平成52
（2040）年

平成72
（2060）年

平成22（2010）年

住民基本台帳ベース
0～14歳人口

15～64
歳人口

65歳以上人口 20～39
歳女性
人口

うち0～4歳
人口

うち75歳以
上人口

パターン４ ▲ 40.8 ▲ 43.0 ▲ 35.9 54.6 131.1 ▲ 44.1

シミュレーション１ ▲ 4.4 ▲ 5.5 ▲ 33.5 54.6 131.1 ▲ 41.9

シミュレーション２ 2.4 6.1 ▲ 28.0 50.3 135.6 ▲ 34.0

パターン４ ▲ 56.1 ▲ 61.7 ▲ 56.4 29.5 150.8 ▲ 62.8

シミュレーション１ ▲ 7.6 ▲ 8.9 ▲ 45.2 29.5 150.8 ▲ 42.1

シミュレーション２ ▲ 3.4 3.6 ▲ 34.0 27.9 140.7 ▲ 30.8

将来推計

平成52
（2040）年

平成72
（2060）年

0～14歳人口
15～64
歳人口

65歳以上人口 20～39
歳女性
人口

住民基本台帳ベース
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 こうした状況を踏まえ、人口流出の抑制に向けた取組は喫緊の課題であり、市民がここに住み続

けたいと思えるまちづくりが望まれます。平成26年度の市民意識調査によると、今後のまちづく

りの重点方向として、「人にやさしい保健・医療・福祉の充実した健康・福祉のまち」、「快適

で安心・安全な住環境の整備を優先する快適住環境のまち」、「自然の保護や環境の保全・創造

を優先する環境保全のまち」に対する期待が最も高い状況にあります。人口の流出抑制に向けて

は、こうした市民意向を十分に捉えたまちづくりを推進していかなければなりません。 

 

図表 今後のまちづくりの重点方向 

（出典）日高市市民意識調査 

  

 

  

41.3

33.7

31.9

22.7

14.6

11.6

9.8

7.5

6.8

6.0

0.9

2.8

46.8 

36.4 

36.1 

21.1 

11.8 

11.7 

8.5 

6.2 

5.2 

7.1 

1.3 

2.1 

0% 20% 40% 60%

人にやさしい保健・医療・福祉の

充実した健康・福祉のまち

快適で安心・安全な住環境の整備を

優先する快適住環境のまち

自然の保護や環境の保全・創造を

優先する環境保全のまち

子育て環境や子どもの保育・教育環境

が充実した子育て・教育のまち

豊かな自然に囲まれた田園都市のまち

商業の振興や地場産業の育成、

企業立地による商工業のまち

地域資源を活用し、観光や交流事業

を進める観光・交流のまち

生涯学習活動や文化芸術・スポーツ活動

が活発な生涯学習・文化のまち

歴史的遺産を大切にし、

まちづくりに生かす歴史のまち

市民と行政が協力してまちづくりを

行う市民参画・協働のまち

その他

無回答

平成26年度（N=1,129）

平成21年度（N=998）
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第３節 人口の将来展望 

 目指すべき方向性 ３－１．

前項で整理した本市の現状と課題を踏まえ、本市が今後目指すべき方向性を、次の４つにまと

めます。 

 

（１）人口流出の抑制とまちの魅力発信を通じた新たな人の呼び込み 

 近年の転出超過の状況を脱し、人口減少に歯止めをかけていくためには、本市の持つ固有

の魅力を改めて見つめなおし、その魅力及び価値を市民に広く浸透を図り、本市への郷土

愛を深めていくことが望まれます。 

 近年、規制緩和や土地区画整理事業により、若いファミリー世帯の流入が見られますが、

その方々が今後も本市に住み続け、さらにその子どもたちが将来にわたって本市に愛着を

持ち、進学で一旦は市外に出ても、就職や結婚で市内に戻ってきてもらえるよう、そのた

めの受け皿を用意しておくことが大切です。 

 本市の魅力を市外にも積極的に、かつ幅広くアピールすることで、何度も本市を訪れてく

れる、市外からも応援してくれるファンを増やします。 

 まちの魅力づくりや情報発信にあたっては、近隣市町村と連携することで、本市単独で実

施するよりも効率的・効果的である場合は、積極的に広域連携を図っていくことも必要で

す。 

 

（２）生涯を通じ、安心・快適に住み続けられる生活環境の整備 

 東日本大震災をはじめ全国各地に想像を超える大規模災害が発生していることに加え、子

どもや高齢者等を狙った悪質な犯罪などの急増を背景として、安心して・安全に暮らせる

生活環境づくりが強く求められています。災害時の被害を最小限に抑え、犯罪が起きにく

い環境整備に努めていく必要があります。 

 市民の暮らしを支える重要な移動手段である、バスや鉄道などの公共交通機関の利便性確

保を図っていくことが必要です。 

 人口減少及び高齢化の進行が見込まれる中、公共施設の総量削減や機能の見直しなどに積

極的に取り組んでいくことが必要です。 

 市民一人一人が、健康で生きがいを持って、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、

環境の充実に努めることが必要です。 

 

（３）安心して出産・子育てができる環境づくり 

 少子高齢化の進行と将来人口の減少が見込まれる中、安心して子どもを産み育てられる環

境の整備・充実を図り、「子育てするなら日高市で」と若い世代の方々に選ばれるまちを
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目指します。そのためには、首都近郊にありながら自然豊かな本市の魅力を最大限に生か

し、子どもの知性と感性を育む場として理想的な子育て環境の充実を図るとともに、その

魅力を市内外に積極的にアピールしていくことが必要です。 

 子育てや教育にかかる経済的負担に対する不安をなくし、健康上の理由でなかなか子ども

ができない家族に対するサポートなど、子どもを産み育てることのできる環境づくりや各

種サポートが望まれます。 

 市内企業で働く市民等が子どもを産み育てながらも生き生きと働き続けられるよう、保育

や育児のサポート機能を強化していくことが大切です。 

 本市で育った子どもたちが、まちに愛着を持って住み続け、まちの未来を切り拓く人材と

して活躍できるよう、地域全体で子どもの健やかな成長を支える環境づくりが必要です。 

 

（４）多様な世代が活躍できる働く機会の創出 

 市内で就職したいと思っている方々が、働くことのできる雇用の受け皿づくりを強化して

いくことが大切です。また、就職希望者と採用側の市内企業とのマッチングの機会を充実

し、市内居住者の雇用機会の拡充・拡大を促していくことが望まれます。 

 平成10年からの企業誘致により多様な企業が立地しています。また従来から市内で営業し

ている企業が事業活動を継続できるよう、引き続きサポートしていく体制が重要となりま

す。また、それらの企業が事業の拡大を図ることは市内での雇用拡大にもつながることが

期待できることから、企業側のニーズを常に注視しながら、ニーズに合った支援を図って

いく必要があります。 
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 人口の将来展望 ３－２．

独自推計に基づく本市の人口見込みとしては、今後微増した後、平成32（2020）年の57,462

人をピークに長期の減少傾向に移行し、平成52（2040）年には47,614人（対平成27年比▲16.8％）、

平成72（2060）年には35,634人（同▲37.8％）となるものと予想されます。 

これに対して今後、子育て世代の出生率向上に向けた施策を講じ、合計特殊出生率を平成52

（2040）年に1.80、平成67（2055）年に2.07まで引き上げることで、【将来展望１】として、平

成52（2040）年の人口を49,479人、独自推計に比べて1,865人の人口減少を抑制、また、平成72

（2060）年の人口を40,652人、同5,018人の人口減少を抑制できるよう目指します。 

さらに転出抑制の取組により、【将来展望２】として、特に20歳代～30歳代の子育て世代が住

み続けられる環境整備によって転出抑制を図り、平成52（2040）年の人口を51,056人、独自推計

に比べて3,442人の人口減少を抑制、また、平成72（2060）年の人口46,070人を確保し、同10,436

人の人口減を抑制できるよう目指します。 

 

 合計特殊出生率：平成52（2040）年に1.80となるよう設定します。その後も合計特殊出生

率の伸び率は変わらないものとし、国の目標値である2.07に達する平成67（2055）年時点

で、以降一定となるよう設定します。 

 純移動率： ＜将来展望１＞ 本市における住民基本台帳人口の平成27年１月１日までの直

近５年間の純移動率が今後も続くものとして仮定します。＜将来展望２＞ 20歳代～30歳代

の子育て世代が住み続けられる環境整備により、転出抑制につなげていくことと仮定し、

20歳代～30歳代までの純移動率がマイナスとなっている年代について、平成42（2030）年

以降、均衡（純移動率がゼロ）するものと仮定します。 

 

図表 人口の将来展望 
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第３章 日高市まち・ひと・しごと総合戦略 
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第１節 総合戦略の体系 

人口ビジョンに掲げる課題解決に向け、限りある経営資源を重点的に投じるべき戦略の柱を４つ

にまとめます。本市のまち・ひと・しごと創生総合戦略の体系は次のとおりです。 

 

図表 日高市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
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第２節 各基本戦略の具体的な内容 

【戦略１】 日本一を誇る500万本の曼珠沙
ま ん じ ゅ し ゃ

華
げ

・高麗郡建郡
1300年からつながる“魅力ある観光づくり” 

 

◇目指すべき方向性から・・・ 

近年の転出超過の状況を脱し、人口減少に歯止めをかけていくことが喫緊の課題となっていま

す。そのためには、本市の持つ固有の魅力や価値を市内外に積極的にアピールし、まずは「埼玉

県日高市」がどのようなまちなのかを知ってもらい、住まう場・訪れる場としての魅力を感じて

もらうことが何より大切です。 

それにより、市民が「住み続けたい」、一度は市外に出ても「戻りたい」と思えるようにまち

に対する郷土愛を醸成していく必要があります。それとともに、市外の方々にもまずは本市に実

際に訪れて、魅力や価値を体感してもらい、「何度も訪れてくれる」「応援してくれる」ファン

を増やしていくことが重要です。 

 

 

 

◇戦略の内容 

本市は、都心にアクセスしやすい立地にありながら、関東百名山の日和田山や500万本の曼珠

沙華が咲き誇る巾着田、清流高麗川など、豊かで美しい自然に恵まれています。こうした自然に

囲まれ、心豊かに生き生きとした生活を送ることのできる場所であることが、本市の自慢です。 

市民の方々が本市に住み続けたいという思いを高め、こうした環境での暮らしの豊かさを享受

できるよう、本市の魅力をもっと身近に味わうことのできる機会を創出し、併せて、子どもたち

が進学等で一旦は市外に出ても、市外でさまざまな知識や知見を身につけ、就職や結婚を期に再

び本市に戻ってきてもらえるよう、まちに対する郷土愛の醸成を図ります。 

また、本市の魅力を最大限に生かして市外にも積極的にＰＲを行い、一度訪れたら、また来た

くなるような何度も訪れるファンづくりを図ります。 

日本一を誇る500万本の曼珠沙華や高麗郡建郡1300年を契機として、本市の恵まれた自然と歴

史ある地域資源を生かし、国内外からの観光客の誘致に向けた取組を、近隣市の観光スポットや

誘客施設との連携を図ることにより広域的に推進します。 

 

指  標 基準値 目標値 

入込観光客数 3,562,922人（平成26年度） 
3,741,000人 

（平成31年度） 
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◆具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

＜施策１－１＞”高麗郷”の魅力や価値の発見・発信 

 平成28（2016）年は、高麗郡が霊亀２（716）年に設置されてから、建郡1300年となる節目

の年です。これを契機に、市民が地域の歴史や文化に触れ、郷土の財産としてその価値や

魅力を再認識できるよう、郷土の歴史、文化を学ぶ機会の創出を図ります。 

 本市の豊かな自然を遠足の聖地としてＰＲするとともに、子どもたちが伸び伸びと成長し、

豊かな知性や感性を身に付け、さらに、住んでみたい、住み続けたいと思える郷土愛の醸

成を図ることができるよう、自然体験の機会の創出を図ります。 

 奥武蔵自然公園などに、憩いとやすらぎを求めて訪れる多くの行楽客が、何度も足を運び

たくなるような環境を守るため、また、身近な憩いの場として利用する市民とともにふる

さとを守るため、市民との協働により観光地の美化を図ります。 

 “高麗郷”の魅力を最大限に生かし、年間を通じて国内外からもより多くの観光客を誘致

できるよう、鉄道網や圏央道等の交通ネットワークを効果的に活用します。また、近隣の

観光スポットや誘客施設との広域による連携を深め、魅力あるコンテンツづくりと効果的

なシティプロモーションを推進します。 

図表 広域連携による観光体制のイメージ 

  
 

 

【関連施策・事業】 

☆歴史と文化を生かした観光振興事業（高麗郡建郡1300年プレイベント開催・多言語表

記パンフレット作成及び指導標設置）【地方創生先行型】 

☆よみがえる古代高麗郷のすがた伝承事業 

◎遠足の聖地“高麗郷”の創出 

・観光地の美化推進 

◎高麗郡建郡1300年観光誘客・宣伝 

※「☆」：先行交付金等による事業、 「◎」：目玉事業 

 

ＫＰＩ設定 
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＜施策１－２＞民間活力を生かした観光による経済効果の拡大 

 巾着田や日和田山、清流高麗川などを訪れる観光客に自然を満喫してもらいつつ、市内で

の飲食、農産物や特産品の購入などにつなげられるよう、日高野菜などの地場産品を生か

した商品づくりや積極的なＰＲにより、販売力の拡大を支援します。また、高麗郷ブラン

ドとしての認証制度を活用して、商品の高付加価値化による「稼ぐ力」の強化を図ります。 

 サイボクハムや農産物直売所など市内外からの集客力の高い民間企業等との連携を図るこ

とで、リピート客の獲得・拡充を図ります。 

 飯能市内における「ムーミン」をテーマとした「メッツァ」の開設に協力するとともに、

飯能市と連携を図り、新たな人の流れや賑わいを創出します。 

 本市の恵まれた自然環境や地の利を生かし、ロケ地としての受入強化や各種メディアに対

する積極的な働きかけにより、より効果的かつ幅広に本市の魅力をアピールし、集客拡大

を図ります。 

 
 

【関連施策・事業】 

・高麗郷ブランドの創出 

◎農産物直売所等を活用したグリーンツーリズムの支援 

・市民、商工会、ＪＡ等との連携による日高市民まつりの開催 

・市内外の観光資源と連携した高麗郷おもてなしの推進 

・ロケーションサービスの強化 
※「◎」：目玉事業 

 

 

 

＜施策１－３＞スポーツ世界大会の開催を好機とした観光客の誘致 

 平成31(2019)年に開催されるラグビーワールドカップ、平成32（2020）年に開催される東

京オリンピック・パラリンピックを地域活性化の契機として、国内外からの観光客の誘致

を図ります。特に東京オリンピック・パラリンピックでは、本市と川越市及び狭山市に跨

る霞ヶ関カンツリー倶楽部がゴルフ競技の会場となるため、周辺自治体と連携しながら、

埼玉県西部地域の賑わい創出を図ります。 

 各スポーツ世界大会をきっかけに訪れた人に、過ごしやすいまち、楽しめるまちとして何

度も訪れていただけるよう、観光案内板やパンフレットに加え、観光デジタルコンテンツ

の多言語表記など、観光客の受入基盤の充実・強化を図ります。 

 
 

 

ＫＰＩ設定 
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【関連施策・事業】 

・日高の魅力発信 

☆歴史と文化を生かした観光振興事業（高麗郡建郡1300年プレイベント開催・多言語表

記パンフレット作成及び指導標設置）【地方創生先行型】（再掲） 

・観光地の美化推進（再掲） 

・高麗郷ブランドの創出（再掲） 

・市内外の観光資源と連携した高麗郷おもてなしの推進（再掲） 

※「☆」：先行交付金等による事業 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 指標の算出方法・説明 基準値 目標値 

高麗郷来訪者数 

巾着田、高麗神社、 

高麗郷古民家の来訪者

の合計 

1,160,486人 

（平成26年度） 

1,500,000人 

（平成31年度） 

日高市ホームページの 

外国人利用件数 

ホームページのアクセ

スカウント数 

20,000件 

（平成26年度） 

50,000件 

（平成31年度） 

高麗の郷ブランド認証数 
高麗の郷ブランドに 

認証された数 

56点 

（平成26年度） 

66点 

（平成31年度） 

 

  

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 
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【戦略２】 日高に住み続けたくなる”住環境づくり” 
 

◇目指すべき方向性から・・・ 

人口減少の抑制に向けては、市民が「住み続けたい」と思える住環境づくりを図っていくこと

も重要です。全国各地で想像を超える大規模災害が発生していることに加え、子どもや高齢者等

を狙った悪質な犯罪などが急増する中、市民が安全に安心して暮らせる環境づくりに努めていく

必要があります。さらに、交通インフラや公共施設などの市民の生活を支えるまちの基盤を、限

られた予算の中で、いかに快適に利活用できるよう維持・改善していくかは、本市の大きな課題

です。 

そうしたまちの基盤づくりとともに、市民が住み慣れた地域で安心して「住み続けられる」よ

うにするため、市民一人一人の健康づくりを図っていくことも必要です。 

 

 

 

◇戦略の内容 

安全に安心して住み続けることができるよう、災害による被害が少なく、犯罪が起きにくい生

活環境づくりを進めます。 

また、買い物や通院などの移動手段に困らず、生涯にわたって快適に暮らすことのできるよう

公共交通の利便性の確保に努めます。 

市民一人一人が健康で生きがいを持ち、住み慣れた地域に住み続けることができるようなまち

づくりを進めます。 

 
 

指  標 基準値 目標値 

まちへの愛着度 70.4％（平成26年度） 71％（平成31年度） 
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◆具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

＜施策２－１＞市民の定住促進に向けた支援 

 安心して、快適に暮らせる住環境を整えるため、施行中の土地区画整理事業等を着実に推

進し、良好な住宅地の確保を図ります。また、新たな住宅地が市内外から多くの人に選ば

れるよう、災害が少ないなどの本市の強みを効果的にアピールしていきます。 

 市民の定住化の促進と三世代同居又は近居の促進を図るため、住宅の購入等に係る費用の

助成を行います。 

 市内金融機関と連携して、住宅建築に係る優遇措置の情報提供など、定住に対する支援を

実施します。 
 

【関連施策・事業】 

◎武蔵高萩駅北土地区画整理事業の推進 

◎高麗川駅東口の開設 

・生活排水への対策 

◎次世代を担う世帯が安心できる住まい建築の支援 

◎金融機関と連携した定住への支援 

※「◎」：目玉事業 

 

 

＜施策２－２＞生涯にわたり、安心安全に暮らせる環境づくり 

 市民が安心安全に暮らし続けることができるよう、東日本大震災のように想像を超える大

規模災害にも備えた災害対策の強化を図るとともに、犯罪や交通事故等を防ぐための環境

づくりを進めます。 

 高齢者を狙った悪質な犯罪や高齢ドライバーによる自動車事故の増加などを受け、歳をと

っても安心安全に暮らせるよう、犯罪に巻き込まれないような注意喚起を図るとともに、

交通事故等の防止策を講じます。 

 健康で生きがいを持って住み慣れた地域に住み続けられるよう、健康教室や各種スポーツ

イベントの開催等により、市民一人一人の健康づくりをサポートします。また、サイボク

ハム等との連携協力のもと、健康づくりに対する機会を提供し、市民の健康寿命の延伸を

図ります。 
 

【関連施策・事業】 

・災害用資機材の整備 

◎自主防災組織の充実支援 

◎LED照明など交通安全施設の整備 

・高齢者を狙った犯罪の防止 

・高齢者の交通事故防止 

◎生き生きできる健康づくりへの支援 

ＫＰＩ設定 
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・ひだかワンデーウォーキングの開催 

・サイボクハムと連携した健康づくりの推進 

※「◎」：目玉事業 

 

 

＜施策２－３＞公共交通機関の利便性の向上 

 市内路線バスや鉄道などの利便性の維持・向上を図るため、市民の公共交通の利用促進を

図るとともに、路線の拡充や増便などを事業者に要望します。 

 公共交通が不足している地域や高齢者等の移動手段の確保を図るため、交通手段の検討を

行います。 
 

【関連施策・事業】 

◎高麗川駅東口の開設（再掲） 

・公共交通の利用促進 

◎高齢者等の移動手段の確保 

※「◎」：目玉事業 

 

 

＜施策２－４＞公共施設の最適化 

 超少子高齢化社会による人口構成の変化や、公共施設の利用者のニーズの変化を踏まえな

がら、老朽化が進行している施設など（公共建築物、土木構造物等）について、安全性を

保ちつつ、財政負担の軽減を図り、時代に即した最適化を図るため、日高市公共施設等総

合管理計画に基づき、長期的かつ総合的な対策を推進します。 
 

【関連施策・事業】 

・公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等の最適化の推進 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 指標の算出方法・説明 基準値 目標値 

建築支援における定住人口

数 

耐震化をするため建築

支援を受け、市内に定

住した人の割合 

（新規）人 

（平成26年度） 

292人 

（平成31年度） 

自主防災組織の組織率 

自主防災組織設立行政

区域内世帯数／市内総

世帯数 

88.1％ 

（平成26年度） 

100％ 

（平成31年度） 
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【戦略３】 笑顔あふれる”子育て環境づくり” 
 

◇目指すべき方向性から・・・ 

少子化の進行が見込まれる中、出生率の向上を図るとともに、「子育てするなら日高市で」と

若い世代の方々に選ばれ続ける環境の整備・充実を図る必要があります。本市は、首都近郊にあ

りながら豊かな自然にも恵まれており、その特徴を上手に生かすことで、学校や書籍からだけで

はなく、自然との触れ合いやそれをともに体験する周囲の人々との関わりなどを通じ、子どもの

知性と感性を育む、理想的な環境となるものと考えます。 

また、出産や子育てをする親の不安や負担の軽減を図るとともに、子育てしながら社会での活

躍を希望する方々に対する適切なサポートをしていくことが必要です。 

 

 

 

◇戦略の内容 

少子化に歯止めをかけるため、次世代の子どもたちを安心して産み育てることができるよう、

結婚、出産、育児、教育など、一貫した切れ目のない支援を図ります。 

近年、子育て世代を中心に多くの方々が転入してきました。こうして日高市を選んでくれた

方々に、理想的な子育ての場として住み続けてもらえるよう、また市内で育った子どもたちにも

将来の子育ての場として選んでもらえるよう、安心して働き、希望にかなった子育てができる環

境の充実を図ります。 

 
 

指  標 基準値 目標値 

合計特殊出生率 1.05（平成26年） 1.44（平成31年） 
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◆具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

＜施策３－１＞結婚、妊娠、出産、子育てまでの一貫した支援 

 近年、社会環境の変化により晩婚化が進み、結婚や出産を取り巻く環境は大きく変化して

います。妊娠・出産時の健康面からの不安、出産後の育児に対する負担感などを軽減する

ことで、子どもを産み育てたいという希望を後押しし、安心・充実した子育てができるよ

う一貫した支援を図ります。 

 子育てにかかる経済的負担が大きいことは、希望する子どもの数に比べて実際に産む子ど

もの数が少ない要因の一つと考えられます。出生率の向上につながるよう、多子世帯への

支援など子育て家庭の経済的基盤の安定と強化を図ります。 

 経済的支援とともに、保護者の子育てに対する不安や負担の軽減を図るため、気軽に子育

ての悩み相談ができる場の充実を図るとともに、子育てに関する分かりやすい情報を提供

します。 

【関連施策・事業】 

・結婚を希望する未婚者への出会いの機会提供支援 

☆安心出産事業（妊婦歯科健康診査の助成）【地方創生先行型】 

・不妊治療への支援 

・子ども医療費の助成 

◎子育て世代包括支援センターの設置 

◎産前産後の育児、家事への支援 

※「☆」：先行交付金等による事業、 「◎」：目玉事業 

 

 

＜施策３－２＞子育て応援拠点の拡充 

 地域で子育てを支援する体制が構築できるよう、子育て中の親子や就学児童、高齢者等が

集える場を確保し、子育ての不安解消や児童の居場所づくりを推進します。 

 子育て中の保護者等が気軽に悩みを相談し合うことができるよう、子育てサークル等の活

動を積極的に支援します。 

 これから出産を迎える妊婦や子育て世代が安心して公共施設を利用できるよう、優先して

駐車できるスペースや安心して乳幼児を遊ばせることのできるキッズスペースの設置など、

子育てしやすい環境づくりを図ります。 
 

 

【関連施策・事業】 

・地域子育て支援拠点の充実 

◎地域交流ひろばの開設 

・子育て支援団体への支援 

◎子育て世代の公共施設利便性の向上 
※「◎」：目玉事業 

 

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 
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＜施策３－３＞子育てと仕事の両立支援（ワーク・ライフ・バランスの推進） 

 子育てと仕事の両立のためには、親が安心して子どもを預けられるように、夜間保育や病

児・病後児保育、ショートステイなどを含む、多様な保育サービスを提供できる環境整備

が不可欠です。子どもを含めた家族の体調や仕事の状況に応じて、子どもを安心して預け

られる場をつくります。 

 保育需要に応えるため、企業を含め、低年齢児の受け入れ枠を中心とした保育定員の拡大

を進めます。 

 男性と女性が共同して家事や育児に参加できるよう、男性の意識醸成を図っていくととも

に、市内事業所等に対しては、男性も女性もともに育児休暇を取得しやすく、職場復帰し

やすい環境の整備を促進します。また、出産、育児等で離職した女性の再就職に役立つ講

習、訓練や相談、情報提供等の充実を図ります。 
 

【関連施策・事業】 

◎ファミリー・サポート・センター等の利用促進 

◎産前産後の育児、家事への支援（再掲） 

◎地域交流ひろばの開設（再掲） 

・男女共同参画を進める意識づくり 

・女性の活躍推進 
※「◎」：目玉事業 

 

 

＜施策３－４＞確かな学力と豊かな心を育む教育環境の提供 

 豊かな自然環境に囲まれた良好な子育て環境のもと、子どもたちがさまざまな体験を通じ、

心身ともに伸びやかに成長できるよう支援するとともに、本市の将来を支える子どもたち

の生命を守ります。 

 本市での子育てを希望し、定住や流入につながるよう、本市ならではの特色ある教育を推

進します。また、子どもたちが進学等で一旦は市外に出ても、就職や結婚を期に再び戻っ

てきてもらえるよう、本市の自然や歴史、産業、文化などの魅力を学ぶ機会を設け、郷土

愛の醸成を図ります。 

 核家族化や地域的なつながりの希薄化などを背景として、家庭や地域における教育力の低

下が指摘されています。本市独自の教育方針を掲げ、教職員の指導力強化と併せて、家庭

や地域の教育力の向上を図り、子どもの学力の向上を目指します。また、親も子どもと一

緒に学びや経験を通じて育っていくことができるよう、学習機会の提供などを図ります。 
 

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 
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【関連施策・事業】 

・自然の満喫体験（川ガキ山ガキの育成） 

・小学校社会科副読本の作成 

☆よみがえる古代高麗郷のすがた伝承事業（再掲） 

・中学生キャリア教育の推進 

◎英語教育やＩＣＴを駆使した特色ある教育環境の整備 

☆「ひと」の創出を目指した学校教育の支援（学力向上対策事業・子どもの安心安全啓発

事業）【地方創生先行型】 

◎学力向上対策の推進（日高塾の開講） 

・教職員指導力の向上 

※「☆」：先行交付金等による事業、 「◎」：目玉事業 

 

 

 

重要業績評価指標

（KPI） 
指標の算出方法・説明 基準値 目標値 

歯科健康診査を受診し

た妊婦数 

歯科健康診査を受けた妊婦

の人数 

（新規）-人 

（平成26年度） 

100人 

（平成31年度） 

子育て世代包括支援セ

ンターの利用者数 

子育て世代包括支援センタ

ーの年間利用者延べ人数 

（新規）-人 

（平成26年度） 

1,000人 

（平成31年度） 

地域交流ひろばの利用

者数 

地域交流ひろばの年間利用

者延べ人数 

（新規）-人 

（平成26年度） 

540人 

（平成31年度） 

ファミリー・サポート・

センターの会員数 

ファミリー・サポート・セ

ンターの会員に登録した人

数 

130人 

（平成26年度） 

320人 

（平成31年度） 

児童生徒の授業以外で

の1日の勉強時間 

埼玉県学力学習状況調査に

おける小学6年生の1日の

勉強時間が1時間以上の割

合 

（新規）％ 

（平成26年度） 

７０％ 

（平成31年度） 

学力検査（CRT検査）

の「評定２及び３」の割

合 

学力検査（CRT検査）にお

ける「評定２及び３」の評

価を得た児童の割合 

（新規）％ 

（平成26年度） 

80％ 

（平成31年度） 

 

  

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 
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【戦略４】 元気な未来につながる “しごとづくり” 
 

◇目指すべき方向性から・・・ 

国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方に示されているように、“「しご

と」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む”といった好循環を確立し、地域経済

の活力向上及び人口減少抑制を図っていく必要があります。 

本市では、平成10年からの企業誘致により、多様な企業が立地しています。それらを含めて、

市内企業の事業継続・拡大を支援することで、ひいては、市内の雇用機会の拡充にもつなげてい

くことが望まれます。 

 

 

 

◇戦略の内容 

人との交流やまちを支えるさまざまな活動を通じ、多様な世代が生き生きと笑顔に満ちた暮ら

しを送ることができるよう、活躍の機会や場の拡充を図ります。 

また、多彩なスキルを持った人材、豊かな自然や歴史・文化的資源、充実した広域道路網など

の多様な資源を生かし、市内企業にとって安定した競争力のある事業展開を図ることができるよ

う支援します。 

 
 

 

指  標 基準値 目標値 

市内従業者数 20,193人（平成24年） 20,400人（平成31年） 

 

 

◆具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

＜施策４－１＞就業、就農の支援 

 企業活動に必要な都市基盤整備を行うとともに、圏央道の整備効果を的確に捉え、高萩北

部地域における産業用地の創出などの土地活用を図ります。 

 市民の雇用機会の拡充を図るとともに、市内の新規立地企業及び既存企業の人材確保を図

るため、ハローワークや商工会と連携し、企業と就職希望者とのマッチング機会を提供し

ます。これにより、企業の新規ビジネス拡大や新たな企業誘致の促進につなげます。 

 農業においては、新規就農や経営継承が図りやすいよう、技術の習得や所得の確保等に向

けた研修受講を支援します。また、認定農業者の農地拡大や新たな農業の担い手として企

業等の農業参入を促進できるよう、遊休農地の積極的な活用を図ります。 
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【関連施策・事業】 

・企業誘致の推進 

・企業活動に必要な都市基盤の整備 

・産業用地の創出 

・企業合同説明会の開催（雇用機会の促進） 

・青年就農者への支援 

・耕作放棄地の活用促進 

 

 

＜施策４－２＞元気な高齢者（アクティブシニア）の活躍支援 

 就労を希望する中高齢者がこれまで培ってきた知識や経験を生かせるよう、再就職に向け

た相談窓口の開設やセミナー等の情報提供を行うことにより、就労の支援をします。 

 元気な高齢者が新たな活躍の場を広げられるよう、シルバー人材センターの事業内容を拡

充するとともに、その事業を支援します。 

 高齢者の地域での仲間づくりや地域コミュニティの活性化を図り、生き生きとした生活を

送ることができるよう、交流の場づくり等を支援します。 
 

【関連施策・事業】 

・中高齢者の再就職支援 

・シルバー人材センターの充実支援 

・シニア世代の交流支援 

 

 

 

＜施策４－３＞若者世代の人材活用 

 若く豊かな感性を市政や事業に生かすため、市内の埼玉女子短期大学及び埼玉医科大学と

近隣の城西大学及び駿河台大学並びに飯能青年会議所と連携して、賑わいと活力のあるま

ちづくりを推進します。 

 市内のボランティアに関する情報を一本化し、ボランティアの力を必要としている市民や

地域団体とのマッチングを図ることで、ボランティアの活躍機会の拡大を図ります。 
 

【関連施策・事業】 

・4大学との包括的な連携協定の活用 

・飯能青年会議所（ＪＣ）との連携協定の活用 

・ボランティアデータバンク事業 

 

 

 

  

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 

ＫＰＩ設定 
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＜施策４－４＞地域拠点の活性化 

 高齢者や子ども、子育て中の保護者など多様な人が交流できる場づくりを行い、それによ

り各世代の地域参加の促進を図ります。 

 地域のリーダーとして活躍できる人材育成を図るため、市民が各種講演会や研修等に参加

できる機会を創出します。また、そこで修得した知識や技術は、地域のまちづくりや他の

市民への情報提供を通じて地域に還元するよう促すことで、幅広い市民に対する知識及び

技術の普及を図るとともに、活力あるまちづくりにつなげます。 

 市内中小企業等の経営安定化や新規事業への積極的なチャレンジを後押しできるよう、金

融機関との連携により、資金の貸付あっせんを行います。 
 

【関連施策・事業】 

◎地域交流ひろばの設置（再掲） 

・シニア世代の交流支援（再掲） 

・地域のリーダー養成（人づくり）の支援 

◎中小企業事業資金の貸付あっせん 

※「◎」：目玉事業 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 指標の算出方法・説明 基準値 目標値 

竣工企業の立地件数 
企業誘致により竣工し

た企業数の累計 

84件 

（平成26年度） 

90件 

（平成31年度） 

企業合同説明会参加企業数 
企業合同説明会に参加

した企業の数 

１社 

（平成26年度） 

20社 

（平成31年度） 

大学・ＪＣとの連携事業数 
大学やJCと連携して実

施した事業の数 

58件 

（平成26年度） 

73件 

（平成31年度） 

コミュニティカフェ設置数 

市内でコミュニティカ

フェを開設している箇

所数 

０箇所 

（平成26年度） 

54箇所 

（平成31年度） 

 

  

ＫＰＩ設定 



 
 

37 
 

第３節 総合戦略の推進に向けて 

 総合戦略のＰＤＣＡサイクルの確立と運用 ３－１．

 

まち・ひと・しごと創生の実現に向けては、Plan（計画）⇒Do（実施）⇒Check（評価）⇒Action

（改善）の４つの視点を戦略推進のプロセスに取り込む、ＰＤＣＡサイクルを確立することが必

要です。具体的には、まず、効果的な総合戦略を策定し、着実に実施していくとともに、設定し

た数値目標（重要業績評価指標（KPI）＝Key Performance Indicators）を基に、実施した施策・

事業の効果を検証し、必要に応じて総合戦略を改訂するという一連のプロセスを実行していくこ

ととなります。 

総合戦略は、人口減少の緩和のために重点的に取り組むべき施策・事業等を整理したものであ

ることから、総合戦略のみ特別な進捗管理を行うのではなく、総合計画のＰＤＣＡサイクルと一

体的に進捗管理を進めることとします。 

 

 

 検証機関による効果検証と総合戦略の見直し ３－２．

 

総合戦略の効果検証に際しては、その妥当性・客観性を担保するため、庁内だけで行うのでは

なく、外部有識者等の参画を得ることが重要です。また、この総合戦略に基づく各種の取組等の

推進に当たっては、地方創生先行型交付金等の国の財政的支援制度や「地方創生コンシェルジュ」

制度などの人的支援制度を含め、国の支援制度を積極的に活用します。 

なお、総合戦略は平成27（2015）年度からの５年間を計画期間としますが、県の総合戦略、広

域連携の観点では周辺市町村の取組を考慮しつつ、総合計画との整合を図りながら、随時、必要

な見直しを行うこととします。 
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第１節 国及び埼玉県の人口ビジョンと総合戦略 

 国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方と５つの政策 １－１．

（１）基本的な考え方 

１．人口減少と地域経済縮小の克服 

○地方は、人口減少を契機に「人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口

減少を加速させる」という、負のスパイラルに陥るリスクが高い。 

○人口減少克服・地方創生のためには、３つの基本的視点から取り組むことが重要。 

①「東京一極集中」の是正 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 

③地域の特性に即した地域課題の解決 

 

２．まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 

○「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立するとと

もに、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻す。 

①しごとの創生 

・若い世代が安心して働ける「相応の賃金、安定した雇用形態、やりがいのあるし

ごと」という「雇用の質」を重視した取組が重要。 

②ひとの創生 

・地方への新しい人の流れをつくるため、若者の地方での就労を促すとともに、地

方への移住・定着を促進する。 

・安心して結婚・出産・子育てができるよう、切れ目ない支援を実現する。 

③まちの創生 

・地方で安心して暮らせるよう、中山間地域等、地方都市、大都市圏等の各地域の

特性に即して課題を解決する。 

 

（２）５つの政策 

○人口減少克服・地方創生を実現するため、５つの政策原則に基づき施策を展開する。 

①自立性 

・構造的な問題に対処し、地方公共団体、民間事業者、個人等の自立につながる。 

②将来性 

・地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する。 

③地域性 

・各地域の実態に合った施策を支援。国は支援の受け手側の視点に立って支援。 

④直接性 

・最大眼の成果をあげるため、直接的に支援する施策を集中的に実施する。 

⑤結果重視 

・PDCAメカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果検証と改善を実施する。 
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図表 まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像 
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 埼玉県の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 １－２．

国立社会保障・人口問題研究所の推計では、今後、埼玉県では生産年齢人口の減少の加速や急

激な高齢化の進行が見込まれます。 

 平成52（2040）年の生産年齢人口は、ピーク時の平成12（2000）年の501万人から348万人へ

と31％減少する。 

 平成22（2010）年から平成37（2025）年にかけて、埼玉県の高齢者（65歳以上）は約50万人

増加し、高齢化率は28％に上昇すると見込まれる。 

 平成22（2010）年から平成37（2025）年にかけての高齢者の増加率は35％と推計され、全国

２位となる。特に75歳以上の高齢者の増加率は100％で、全国１位となる。 

 

図表 埼玉県の将来人口の見通し 

（出典）埼玉県「埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案）／平成27年10月」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした人口の将来見通しを踏まえ、次のような基本目標及び施策を展開することとして総合

戦略に掲げています。  
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図表 埼玉県の総合戦略の概要 

（出典）埼玉県「埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案）／平成27年10月」 
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 総合戦略における都道府県及び市町村の役割について １－３．
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第２節 人口等の動向分析 

 時系列による人口動向分析 ２－１．

（１）人口の推移 

―各種事業の推進により、近年減少に歯止めをかけてきた本市の人口は、 

平成24年以降減少に転じています― 

 平成27(2015)年１月１日時点の住民基本台帳に基づく、本市の総人口は５万7,249人、世帯

数は23,255世帯であり、１世帯あたりの人員は2.5人となっています。昭和54(1979)年に比

べると総人口は約1.5倍まで増加しています。 

 本市の人口の長期的な推移とその背景を見ると、まず高度成長期以降の都市部の地価高騰

に伴う、都心部から郊外への人口流出の流れと同様、平成７(1995)年までは人口増加が続

いています。しかしながらその後、バブル崩壊以降の地価下落などを背景に、都心部に不

動産を買い求める人が増え、都心への人口回帰が起こります。本市も例外なく、平成８

(1996)年に人口が減少に転じました。 

 本市では人口減対策の一環として、平成15(2003)年度に都市計画法の規制緩和による市街

化調整区域の住居系及び工業系土地利用の誘導制度を導入するとともに土地区画整理事業

を推進し、平成17(2005)年度から平成23(2011)年度までは、人口減少に歯止めがかかりま

した。しかしながら、平成24(2012)年以降は再び減少に転じ、現在に至っています。 

 

図表 人口・世帯数の長期的推移（各年１月１日現在） 

（出典）平成16年までは埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」、平成17年以降は日高市住民基本台帳 
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 県内40市で人口増減の状況を比較すると、本市の平成17(2005)年から平成22(2010)年にか

けて５年間の人口増加率は6.0％と、40市中５番目に高い状況にありました。しかしながら、

平成22(2010)年から平成27(2015)年にかけては人口が減少に転じており、増加率は▲

0.72％、24番目と大きく順位が下がっています。 

 

図表 埼玉県内他市との人口増減の比較 （各年１月１日現在） 

（平成22年から平成27年の人口増加率の高位順） 

（出典）埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」 

 
注）さいたま市は、平成13年に合併した浦和市、大宮市、与野市、平成17年に編入した岩槻市の合算値 

川口市は、平成23年に合併した旧川口市、鳩ヶ谷市の合算値 

ふじみ野市は、平成17年に合併した上福岡市、大井町の合算値 

鴻巣市は、平成17年に合併した旧鴻巣市、吹上町、川里町の合算値 

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
平成７
→12年

平成12
→17年

平成17
→22年

平成22
→27年

1 戸田市 94,464 106,491 115,186 122,251 132,880 12.7 8.2 6.1 8.7
2 吉川市 52,668 56,923 60,514 65,839 69,871 8.1 6.3 8.8 6.1
3 ふじみ野市 97,213 100,534 102,655 106,601 111,921 3.4 2.1 3.8 5.0
4 八潮市 74,185 74,940 76,166 82,346 85,556 1.0 1.6 8.1 3.9
5 朝霞市 106,444 117,353 125,364 129,340 134,132 10.2 6.8 3.2 3.70
6 三郷市 133,566 132,216 129,998 131,940 136,798 ▲ 1.0 ▲ 1.7 1.5 3.68
7 志木市 64,523 65,043 67,023 70,865 73,443 0.8 3.0 5.7 3.6
8 和光市 60,165 66,657 72,959 77,618 79,992 10.8 9.5 6.4 3.1
9 さいたま市 1,071,667 1,130,734 1,181,025 1,223,740 1,260,879 5.5 4.4 3.6 3.0
10 川越市 317,933 327,094 332,755 339,811 349,378 2.9 1.7 2.1 2.8
11 白岡市 42,741 47,482 48,681 50,314 51,688 11.1 2.5 3.4 2.7
12 新座市 141,593 149,310 152,383 159,156 163,153 5.5 2.1 4.4 2.5
13 越谷市 296,601 308,077 317,731 325,862 333,736 3.9 3.1 2.6 2.4
14 川口市 511,596 521,081 548,880 576,511 589,205 1.9 5.3 5.0 2.2
15 富士見市 96,687 102,092 105,047 106,884 109,164 5.6 2.9 1.7 2.1
16 草加市 215,543 226,511 237,535 242,177 245,389 5.1 4.9 2.0 1.3
17 上尾市 206,889 214,539 222,189 226,597 227,897 3.7 3.6 2.0 0.6
18 蕨市 72,223 71,507 70,662 72,031 72,288 ▲ 1.0 ▲ 1.2 1.9 0.357
19 所沢市 317,891 328,418 336,976 341,865 343,083 3.3 2.6 1.5 0.356
20 鶴ヶ島市 65,295 66,747 68,962 69,945 70,184 2.2 3.3 1.4 0.3
21 坂戸市 97,553 98,217 99,292 101,240 101,203 0.7 1.1 2.0 ▲ 0.0
22 東松山市 91,500 91,840 90,762 89,486 89,402 0.4 ▲ 1.2 ▲ 1.4 ▲ 0.1
23 入間市 142,886 146,671 150,191 150,914 149,952 2.6 2.4 0.5 ▲ 0.6
24 日高市 55,576 54,848 54,423 57,666 57,249 ▲ 1.3 ▲ 0.8 6.0 ▲ 0.72
25 桶川市 72,798 74,476 74,426 75,775 75,207 2.3 ▲ 0.1 1.8 ▲ 0.75
26 春日部市 239,666 244,276 243,647 240,672 237,723 1.9 ▲ 0.3 ▲ 1.2 ▲ 1.2
27 深谷市 144,056 147,700 148,361 147,721 145,695 2.5 0.4 ▲ 0.4 ▲ 1.4
28 鴻巣市 116,721 120,857 120,768 121,084 119,301 3.5 ▲ 0.1 0.3 ▲ 1.5
29 久喜市 152,742 156,298 157,376 157,399 154,694 2.3 0.7 0.0 ▲ 1.7
30 蓮田市 63,677 64,986 64,538 64,068 62,773 2.1 ▲ 0.7 ▲ 0.7 ▲ 2.0
31 熊谷市 205,677 208,124 207,689 205,980 201,612 1.2 ▲ 0.2 ▲ 0.8 ▲ 2.1
32 加須市 115,180 119,660 118,081 117,579 114,963 3.9 ▲ 1.3 ▲ 0.4 ▲ 2.2
33 狭山市 163,365 162,739 161,340 157,932 154,288 ▲ 0.4 ▲ 0.9 ▲ 2.1 ▲ 2.31
34 羽生市 55,972 58,003 57,807 57,215 55,886 3.6 ▲ 0.3 ▲ 1.0 ▲ 2.32
35 北本市 70,401 70,063 71,240 70,398 68,657 ▲ 0.5 1.7 ▲ 1.2 ▲ 2.5
36 飯能市 82,653 85,863 84,982 83,181 80,829 3.9 ▲ 1.0 ▲ 2.1 ▲ 2.8
37 幸手市 58,517 57,355 55,259 54,662 53,096 ▲ 2.0 ▲ 3.7 ▲ 1.1 ▲ 2.9
38 本庄市 81,859 82,942 82,783 81,974 79,464 1.3 ▲ 0.2 ▲ 1.0 ▲ 3.1
39 行田市 86,939 87,217 86,788 87,912 84,363 0.3 ▲ 0.5 1.3 ▲ 4.0
40 秩父市 76,728 75,389 73,109 69,751 66,073 ▲ 1.7 ▲ 3.0 ▲ 4.6 ▲ 5.3

― 毛呂山町 38,084 37,681 37,079 36,783 35,304 ▲ 1.1 ▲ 1.6 ▲ 0.8 ▲ 4.0

実人口（人） ５年間増減率（％）

市名
順
位
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秩父市は、平成17年に合併した旧秩父市、吉田町、大滝村、荒川村の合算値 

本庄市は、平成18年に合併した旧本庄市、児玉町の合算値 

深谷市は、平成18年に合併した旧深谷市、岡部町、川本町、花園町の合算値 

加須市は、平成22年に合併した旧加須市、騎西町・北川辺町・大利根町の合算値 

春日部市は、平成17年10月1日に合併した旧春日部市、庄和町の合算値 

久喜市は、平成22年に合併した旧久喜市、鷲宮町、栗橋町、菖蒲町の合算値 

白岡市は、平成24年10月１日から市制施行 

飯能市は、平成17年に合併した旧飯能市、名栗村の合算値 

 

 

 人口密度の高さを県内40市の中で、本市は第34位となっています。本市よりも人口密度が

低い自治体は、羽生市を除き、市町村合併により行政区域面積の広がった地域であること

を考慮すると、本市はコンパクトな市域でありながら、県内でも特に人口密度が低い状況

にあると言えます。 

 

図表 埼玉県内40市の人口密度の比較（人口密度の高位順） 

（出典）人口は、行政区域面積は国土交通省国土地理院「平成26年全国都道府県市区町村別面積調」（平成26

年10月１日時点）、人口は埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」（平成27年１月１日時点） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

人口密度 行政区域面積 人口 人口密度 行政区域面積 人口

（人／ｋ㎡） （ｋ㎡） （人） （人／ｋ㎡） （ｋ㎡） （人）

1 蕨市 14,146.4 5.11 72,288 21 川越市 3,201.5 109.13 349,378
2 川口市 9,511.0 61.95 589,205 22 狭山市 3,149.4 48.99 154,288
3 草加市 8,936.2 27.46 245,389 23 桶川市 2,966.7 25.35 75,207
4 志木市 8,115.2 9.05 73,443 24 坂戸市 2,467.2 41.02 101,203
5 ふじみ野市 7,644.9 14.64 111,921 25 蓮田市 2,301.1 27.28 62,773
6 朝霞市 7,313.6 18.34 134,132 26 吉川市 2,206.9 31.66 69,871
7 戸田市 7,305.1 18.19 132,880 27 白岡市 2,074.2 24.92 51,688
8 和光市 7,245.7 11.04 79,992 28 久喜市 1,877.1 82.41 154,694
9 新座市 7,162.1 22.78 163,153 29 鴻巣市 1,769.0 67.44 119,301
10 さいたま市 5,799.0 217.43 1,260,879 30 幸手市 1,564.9 33.93 53,096
11 越谷市 5,540.1 60.24 333,736 31 東松山市 1,368.0 65.35 89,402
12 富士見市 5,521.7 19.77 109,164 32 熊谷市 1,261.5 159.82 201,612
13 上尾市 5,007.6 45.51 227,897 33 行田市 1,250.0 67.49 84,363
14 所沢市 4,757.8 72.11 343,083 34 日高市 1,205.7 47.48 57,249
15 八潮市 4,747.8 18.02 85,556 35 深谷市 1,052.9 138.37 145,695
16 三郷市 4,540.3 30.13 136,798 36 羽生市 953.0 58.64 55,886
17 鶴ヶ島市 3,976.4 17.65 70,184 37 本庄市 886.0 89.69 79,464
18 春日部市 3,601.9 66.00 237,723 38 加須市 862.4 133.30 114,963
19 北本市 3,464.0 19.82 68,657 39 飯能市 418.7 193.05 80,829

20 入間市 3,355.4 44.69 149,952 40 秩父市 114.3 577.83 66,073

順
位

市名
順
位

市名
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 本市の１世帯あたりの人員は、平成27(2015)年１月１日時点で2.5人となっています。核家

族化や単身世帯の増加等を背景として、減少が続いており、昭和54(1979)年の3.8人から、

1.3人の減少しています。 

 平成27年時点の１世帯あたりの人口は、県内40市の中では11番目となっています。 

 

図表 世帯数の都市間比較（平成27年１月１日時点） 

（１世帯あたり人口の高位順） 

（出典）埼玉県市町村課 

 

 

  

白岡市 2.59 19,936 51,688 22 上尾市 2.37 96,136 227,897
加須市 2.59 44,342 114,963 春日部市 2.34 101,376 237,723
羽生市 2.56 21,845 55,886 越谷市 2.34 142,907 333,736
深谷市 2.56 57,010 145,695 狭山市 2.33 66,173 154,288

5 吉川市 2.54 27,492 69,871 川越市 2.33 149,861 349,378
6 鴻巣市 2.52 47,391 119,301 三郷市 2.33 58,694 136,798
7 秩父市 2.51 26,343 66,073 坂戸市 2.33 43,496 101,203

さいたま市 2.49 33,640 83,882 29 新座市 2.31 70,651 163,153
行田市 2.49 33,893 84,363 八潮市 2.30 37,149 85,556

10 久喜市 2.47 62,572 154,694 ふじみ野市 2.30 48,719 111,921
11 日高市 2.46 23,255 57,249 32 志木市 2.28 32,203 73,443
12 桶川市 2.44 30,854 75,207 33 富士見市 2.26 48,354 109,164
13 本庄市 2.42 32,838 79,464 34 所沢市 2.25 152,262 343,083

飯能市 2.41 33,499 80,829 35 草加市 2.24 109,575 245,389
熊谷市 2.41 83,557 201,612 36 朝霞市 2.22 60,525 134,132
蓮田市 2.41 26,022 62,773 戸田市 2.21 59,998 132,880
北本市 2.41 28,470 68,657 川口市 2.21 266,902 589,205
幸手市 2.41 22,056 53,096 39 和光市 2.09 38,345 79,992

東松山市 2.40 37,180 89,402 40 蕨市 2.01 36,003 72,288

入間市 2.40 62,439 149,952 ― 毛呂山町 2.24 15,751 35,304
21 鶴ヶ島市 2.38 29,502 70,184
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（２）年齢区分別人口の推移 

―地域経済を支える生産年齢人口比率は県内40市中39位と低く、 

高齢化も他市に比べて進行しています― 

 平成27(2015)年１月１日現在の本市の年齢３区分別の人口構成比は、年少人口（０～14歳）

が13.1％（7,475人）、生産年齢人口（15～64歳）が59.6％（15,633人）、老年人口（65歳

以上）が27.3％（15,633人）となっています。 

 各年齢区分別に平成17(2005)年以降の推移を見ると、年少人口は平成27(2015)年までに517

人増（＋7.4％）となっているものの、平成25(2013)年以降は減少傾向となっています。生

産年齢人口は減少が続いており、平成27(2015)年までに4,485人減（▲11.6％）となってい

ます。その一方、老年人口は増加が続いており、平成27(2015)年までに6,794人増（＋76.9％）

と約1.8倍の大幅増となっています。 

 年齢３区分別の人口構成比を県内40市で比べると、平成27(2015)年１月１日時点で生産年

齢人口の割合は第39位と秩父市に次いで低く、40市の平均と比べて3.4ポイント低い状況に

あります。一方、老年人口の比率は第４位であり、40市の平均と比べて3.1ポイント高く、

県内他市に比べて高齢化が進んでいる状況にあります。 

図表 年齢区分別人口の推移 

（出典）日高市住民基本台帳（各年１月１日現在） 

 

  

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

54,423 54,766 55,581 56,362 57,243 57,666 57,881 57,817 57,554 57,505 57,249
実数（人） 6,958 7,017 7,238 7,423 7,577 7,703 7,704 7,738 7,715 7,583 7,475

増減率（％） ― 0.8 3.1 2.6 2.1 1.7 0.0 0.4 ▲ 0.3 ▲ 1.7 ▲ 1.4
構成比（％） 12.8 12.8 13.0 13.2 13.2 13.4 13.3 13.4 13.4 13.2 13.1
実数（人） 38,626 38,325 38,254 38,121 38,113 37,779 37,564 37,026 35,937 35,142 34,141

増減率（％） ― ▲ 0.8 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.0 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 1.4 ▲ 2.9 ▲ 2.2 ▲ 2.8
構成比（％） 71.0 70.0 68.8 67.6 66.6 65.5 64.9 64.0 62.4 61.1 59.6
実数（人） 8,839 9,424 10,089 10,818 11,553 12,184 12,613 13,053 13,902 14,780 15,633

増減率（％） ― 6.6 7.1 7.2 6.8 5.5 3.5 3.5 6.5 6.3 5.8
構成比（％） 16.2 17.2 18.2 19.2 20.2 21.1 21.8 22.6 24.2 25.7 27.3
実数（人） 3,521 3,711 3,886 4,069 4,282 4,491 4,682 4,917 5,233 5,529 5,814

増減率（％） ― 5.4 4.7 4.7 5.2 4.9 4.3 5.0 6.4 5.7 5.2
構成比（％） 6.5 6.8 7.0 7.2 7.5 7.8 8.1 8.5 9.1 9.6 10.2

総数（人）

年少人口
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生産年齢人口
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図表 年齢３区分別人口割合（平成27年１月１日）の都市間比較 

（出典）埼玉県統計課「埼玉県町（丁）字別人口調査」 

 

 

 本市の年齢５歳階級別・男女別の人口ボリュームを見ると、平成27(2015)年時点では特に

30歳代後半から40歳代までのいわゆる団塊ジュニアを中心とする昭和40年代に生まれた世

代と、60歳代から70歳代前半までの団塊世代を中心とする昭和20年代に生まれた世代が特

に人口ボリュームが大きい状況にあります。 

 県内 40市で比べると、65歳以上の人口割合は 27.3％と４番目に高い状況にありますが、

75歳以上の人口割合は 10.2％と、16番目まで順位が下がります。このことから見て、県内

他市と比べてみても、本市は特に 60歳代から 70歳代前半の団塊世代による人口ボリュー

ムゾーンが、より大きな比重を占めていることが分かります。  

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

順
位

市名
割合
(％）

1 戸田市    15.6 1 戸田市    69.1 1 秩父市    29.5 1 秩父市 15.6
2 吉川市    15.5 2 和光市    69.0 2 幸手市    28.5 2 羽生市 11.8
3 和光市    14.4 3 朝霞市    67.3 3 蓮田市    28.1 行田市 11.6
4 朝霞市    14.3 4 蕨  市    66.5 4 日高市    27.3 飯能市 11.6
5 ふじみ野市 13.8 5 川口市    65.3 飯能市    27.0 本庄市 11.6
6 新座市    13.7 6 さいたま市 64.8 狭山市    27.0 6 蓮田市 11.5

さいたま市 13.6 7 八潮市    64.4 行田市    26.7 7 熊谷市 11.3
八潮市    13.6 8 草加市    64.0 北本市    26.7 8 桶川市 11.0
越谷市    13.5 9 志木市    63.9 9 春日部市  26.6 加須市 10.8
志木市    13.5 10 吉川市    63.7 10 桶川市    26.1 深谷市 10.8

11 富士見市  13.4 越谷市    63.5 11 羽生市    25.8 北本市 10.8
12 草加市    13.3 富士見市  63.5 久喜市    25.6 幸手市 10.8

坂戸市    13.2 所沢市    63.4 坂戸市    25.6 13 狭山市 10.7
深谷市    13.2 加須市    63.4 14 熊谷市    25.3 東松山市 10.4
川口市    13.2 15 鶴ヶ島市  63.2 本庄市    25.1 蕨市 10.4
鶴ヶ島市  13.1 東松山市  63.1 鴻巣市    25.1 所沢市 10.2
日高市    13.1 三郷市    63.1 17 東松山市  24.8 鴻巣市 10.2
上尾市    13.0 白岡市 63.1 18 深谷市    24.7 久喜市 10.2
川越市    13.0 19 鴻巣市    62.9 19 入間市    24.6 日高市 10.2

20 三郷市    12.9 20 新座市    62.8 加須市    24.5 ふじみ野市 10.2
白岡市 12.7 川越市    62.7 上尾市    24.5 春日部市 10.1
入間市    12.7 入間市    62.7 22 川越市    24.3 上尾市 10.1

23 所沢市    12.5 久喜市    62.6 23 白岡市 24.2 入間市 10.0
24 桶川市    12.4 ふじみ野市 62.6 24 所沢市    24.1 白岡市 10.0
24 本庄市    12.4 25 上尾市    62.5 25 三郷市    24.0 25 川越市 9.9
26 熊谷市    12.3 熊谷市    62.4 鶴ヶ島市  23.6 26 新座市 9.6

加須市    12.1 本庄市    62.4 ふじみ野市 23.6 27 坂戸市 9.5
鴻巣市    12.1 28 羽生市    62.3 28 新座市    23.5 さいたま市 9.4
東松山市  12.1 29 深谷市    62.1 越谷市    23.1 志木市 9.4

30 秩父市    12.0 30 飯能市    62.0 富士見市  23.1 富士見市 9.4
31 羽生市    11.9 行田市    61.6 31 草加市    22.7 川口市 9.1

久喜市    11.8 春日部市  61.6 蕨  市    22.6 越谷市 9.1
春日部市  11.8 北本市    61.6 志木市    22.6 33 草加市 9.0
蓮田市    11.8 34 桶川市    61.5 34 八潮市    22.0 34 三郷市 8.3
行田市    11.7 35 狭山市    61.4 35 さいたま市 21.6 八潮市 8.1
北本市    11.7 36 坂戸市    61.2 36 川口市    21.5 鶴ヶ島市 8.1

37 狭山市    11.6 37 幸手市    60.5 37 吉川市    20.8 37 朝霞市 7.9
幸手市    11.0 38 蓮田市    60.1 38 朝霞市    18.4 38 吉川市 7.2
飯能市    11.0 39 日高市    59.6 39 和光市    16.6 39 和光市 7.0

40 蕨  市    10.9 40 秩父市    58.5 40 戸田市    15.3 40 戸田市 6.4

12.8 63.0 24.2 10.040市平均
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 平成17(2005)年時点で15歳から24歳までの世代は、平成27 (2015)年までの約10年に、転出

超過等により1,000人規模で減少しています。一方、平成17(2005)年時点で25歳から39歳ま

での世代と、その子ども世代である０歳から９歳までは、平成27(2015)年までの10年間で

大幅に増えています。また、人口ボリュームを形成している、平成17(2005)年時点で50歳

から60歳代前半の団塊世代を中心とする世代が、着実に年齢層が高まってきています。 

図表 ５歳階級別人口ピラミッド（上：平成17年 下：平成27年） 

（出典）日高市住民基本台帳 各年１月１日現在 
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（３）出生・死亡、転入・転出の推移 

―直近３年間では、飯能・狭山・所沢及び県内町村からの転入は多い一方、 

東京都を中心とした県外への転出が目立ちます― 

 本市は、昭和30(1955)年に高麗村と高麗川村が合併して日高町となり、昭和31(1956)年の

高萩村を編入し現在の市域となり、平成３(1991)年の市政施行により現在の「日高市」と

なりました。これまでの人口動態を見ると、昭和40～50年代の東急こま武蔵台団地や日本

住宅公団こま川団地、西武飯能日高団地などの宅地開発により次々に住宅地の開発が進み、

転入者が急増しました。その後、社会増は緩やかになり、平成７(1995)年度には転出者数

が転入者数を上回る、社会減に転じています。 

 こうした状況を受け、平成15(2003)年度に都市計画法の規制緩和による市街化調整区域の

住居系及び工業系土地利用の誘導制度を導入するとともに、土地区画整理事業を推進し、

平成17(2005)年度から平成22(2010)年度までは人口減少に歯止めをかけることができまし

た。しかしながら、平成23(2011)年度以降再び、社会減の状況が続いています。 

 

図表 自然動態及び社会動態の推移 

（出典）統計ひだか（市民課） 
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＜出生・死亡＞ 

 １人の女性が生涯に産む子どもの数を表す合計特殊出生率の推移を見ると、本市は平成８

(1996)年以降、年による変動があるものの概ね1.14前後で推移しています。一方、全国で

は、平成８(1996)年から平成26(2014)年まで平均は1.36、埼玉県では1.27であり、本市の

合計特殊出生率は、いずれの年においても全国及び県を下回る状況にあります。 

 出生順位別の出生率を県内40市で比較すると、第１子の出生率は40市平均0.61に対し、本

市は0.45と最も低い状況にあります。しかしながら、第２子の出生率は、平均0.49に対し

て本市は0.51で12番目、さらに第３子以降になると、平均0.20に対して本市は0.30と最も

高い状況にあります。 

 出生順位ごとの母親の平均年齢をみると、第１子については、40市平均30.4歳に対して本

市は30.3歳であり、出産年齢が低い方から16番目となっています。第２子については、平

均32.4歳に対して本市は31.9歳で７番目に低く、第３子については、平均33.5歳に対して

本市も同様の状況となっています。 

 本市では近年、20歳代後半から30歳代にかけて、子どもを市外で出産し、その子どもと一

緒に転入してくるファミリー層が多い状況にあります。第１子の出生率は低いものの、第

２子、第３子と出産するにあたり、おそらく住宅の住み替えなどのため市内に転入してく

ることで、第２子及び第３子の出生率が高くなっていることなども少なからず影響してい

るものと予想されます。そのため、市内での出生数以上に子どもの人口が多い状況にあり

ます。仮に、転入してきた子どもも全て市内で生まれたものと仮定し、合計特殊出生率を

算定し直した場合、平成25(2013)年時点で実質1.3～1.4程度となるものと考えられます。 

 

図表 合計特殊出生率の推移（全国／埼玉県／日高市） 

（出典）埼玉県保健医療政策課「埼玉県の合計特殊出生率」 

 
注）合計特殊出生率は、出生率計算の際の分母の人口数を、出産可能年齢（15～49歳）の女性に限定し、各年齢の出生

率を足し合わせ、一人の女性が生涯何人の子どもを産むのかを推計したもの  
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図表 出生順位別の出生率及び母親の平均年齢の比較 

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部「地域少子化・働き方指標（第１版）」 

 

注）合計特殊出生率は、厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」による平成20～24年の数値（ベイズ推定値）。

また、母の年齢階級別内訳は、同統計の母の年齢階級別出生率（ベイズ推定値）に５を乗じて作成。 

注）出生順位別内訳は、合計特殊出生率を厚生労働省「人口動態統計」（平成25年）の特別集計による出生順位別出生

数で按分して作成。 

注）出生順位ごとの母の平均年齢は、厚生労働省「人口動態統計」（平成25年）の特別集計による。 
   

第１子 第２子 第３子以降 総数 第１子 第２子 第３子

1 日高市 0.453 0.507 0.300 31.8 30.3 31.9 33.5
2 秩父市 0.613 0.620 0.297 30.4 28.7 31.0 32.5
3 羽生市 0.571 0.425 0.274 30.6 29.2 31.1 32.7
4 坂戸市 0.561 0.441 0.268 31.8 30.4 32.8 32.5
5 深谷市 0.613 0.542 0.256 31.2 29.4 32.2 33.3
6 東松山市 0.543 0.463 0.244 31.6 30.3 32.4 32.7
7 吉川市 0.634 0.536 0.240 31.4 30.0 32.3 33.3
8 桶川市 0.592 0.450 0.228 31.7 30.7 32.1 33.3
9 八潮市 0.760 0.503 0.227 31.5 30.5 32.2 33.2
10 行田市 0.529 0.466 0.2248 30.9 29.3 31.8 33.3
11 本庄市 0.590 0.545 0.2247 31.3 29.9 31.8 33.3
12 狭山市 0.548 0.491 0.221 31.6 30.0 32.2 34.0
13 幸手市 0.479 0.464 0.218 30.8 28.9 31.8 32.2
14 春日部市 0.584 0.459 0.217 31.5 30.1 32.2 33.1
15 入間市 0.570 0.447 0.213 31.5 30.0 32.1 33.9
16 加須市 0.488 0.552 0.2098 31.1 29.6 31.8 32.2
17 三郷市 0.631 0.459 0.2097 31.3 30.1 32.0 32.7
18 新座市 0.623 0.513 0.204 32.1 30.7 32.9 34.2
19 川越市 0.617 0.500 0.203 31.8 30.6 32.5 33.6
20 久喜市 0.541 0.448 0.201 31.8 30.5 32.4 33.3
21 熊谷市 0.606 0.494 0.200 31.6 30.1 32.6 33.1
22 飯能市 0.481 0.481 0.199 31.7 30.2 32.5 33.0
23 白岡市 0.595 0.490 0.1944 32.2 31.2 32.4 34.8
24 鶴ヶ島市 0.605 0.472 0.1935 31.9 30.6 33.1 33.2
25 ふじみ野市 0.661 0.502 0.187 32.6 31.5 33.2 34.2
26 川口市 0.726 0.508 0.186 32.0 30.7 33.0 33.9
27 蓮田市 0.617 0.454 0.179 31.8 31.2 32.2 33.3
28 越谷市 0.610 0.512 0.178 31.8 30.6 32.5 33.6
29 草加市 0.648 0.506 0.176 31.8 30.8 32.4 33.4
30 鴻巣市 0.562 0.453 0.175 32.0 30.5 33.3 33.4
31 上尾市 0.620 0.496 0.174 32.0 30.7 32.7 33.9
32 所沢市 0.609 0.489 0.172 32.3 31.2 33.1 33.9
33 富士見市 0.712 0.467 0.171 32.2 31.3 32.8 34.1
34 朝霞市 0.778 0.536 0.166 32.5 31.6 33.2 34.0
35 北本市 0.594 0.435 0.1611 31.3 29.7 32.3 33.7
36 さいたま市 0.662 0.517 0.1608 32.4 31.3 33.1 34.3
37 志木市 0.634 0.490 0.136 32.1 30.9 33.0 34.5
38 戸田市 0.829 0.589 0.132 32.2 31.3 33.0 33.7
39 和光市 0.729 0.452 0.130 32.5 31.7 33.1 34.5
40 蕨市 0.731 0.366 0.123 32.1 31.6 32.3 34.1
― 全国 0.645 0.509 0.226 31.6 30.4 32.3 33.4

出生順位ごとの母の平均年齢（H25）出生順位別出生率
市名

順
位
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＜転入・転出＞ 

 ここ30年間にわたり、本市の社会動態は、転入超過と転出超過が波を打つように、大きく

変動してきました。その背景には、特に東京都心部への人口移動と近隣市町村からの人口

流入が大きく関わっているものと考えられます。 

 バブル景気が崩壊する90年代前半以降、東京都心部の地価下落に伴い、不動産価格が低位

で推移してきたことから、都心部に住居取得する人が増加しました。特に90年代半ばから

は、都心部で分譲マンションが大量供給されたことで、いわゆる都心回帰が本格化してい

ます。東京都区部のマンション供給戸数は、90年代終わりから2000年代前半にかけて増加

してきました。このことは、本市の社会動態にも少なからず影響を及ぼしていると考えら

れます。都心部への人口移動が増加した時期とほぼ期を同じくして、それまで転入超過が

続いてきた本市の人口は、平成７（1995）年を境に、平成15（2003）年まで転出超過が続

いてきました。本市の場合、昭和60（1985）年から平成２（1990）年にかけての人口移動

と、平成７（1995）年から平成12（2000）年にかけての人口移動を比べると、東京都区部

の他、横浜市や川崎市などの都心部近郊への流出規模が拡大し、流入が縮小している状況

にあります。 
 

図表 東京圏におけるマンション供給戸数の推移 

（出典）国土交通省「平成21年度首都圏整備に関する年次報告」第174回国会（常会）提出 

 

注）株式会社不動産経済研究所資料に基づき国土交通省計画局作成 

 

 その後、平成17(2005)年度から平成22(2010)年度までは、規制緩和による土地利用の誘導

制度や土地区画整理事業の推進により、転入超過となりました。この時期の人口移動を見

ると、都心部への人口流出は続いているものの、その一方、狭山市や飯能市、川越市、入

間市といった県内近隣市から新たな住宅を求めた人口流入が拡大している状況が伺えます。 
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図表 転出先市町村別の転出者数上位20位までの動き 

（出典）各年国勢調査 

 

図表 ５年前常住地別の転入者数上位20位までの動き 

（出典）各年国勢調査 

 

  

転出先
転出者数

（人）
転出先

転出者数
（人）

転出先
転出者数

（人）
第１位 川越市 467 川越市 660 飯能市 553

第２位 飯能市 455 飯能市 652 川越市 474
第３位 入間市 329 入間市 362 入間市 297
第４位 毛呂山町 307 狭山市 351 坂戸市 242
第５位 坂戸市 256 坂戸市 336 狭山市 240
第６位 狭山市 217 所沢市 302 鶴ヶ島市 216
第７位 鶴ヶ島市 216 毛呂山町 236 所沢市 206
第８位 所沢市 178 鶴ヶ島市 224 毛呂山町 169

第９位 東松山市 99 さいたま市 169 さいたま市 165

第１０位 越生町 94 練馬区 118 横浜市 96

第１１位 さいたま市 84 横浜市 102 練馬区 71
第１２位 小川町 77 越生町 94 東松山市 56
第１３位 練馬区 56 宇都宮市 92 ふじみ野市 43
第１４位 ときがわ町 53 板橋区 77 川崎市 42
第１５位 鳩山町 47 ふじみ野市 68 世田谷区 36
第１６位 横浜市 44 東松山市 64 北区 36
第１７位 吉見町 43 富士見市 63 板橋区 36
第１８位 宇都宮市 42 杉並区 56 東村山市 36

第１９位 板橋区 41 八王子市 53 上尾市 35

第２０位 川崎市 33 川崎市 51 鳩山町 35

昭和60年→平成２年 平成７年→平成12年 平成17年→平成22年

期間始点
での常住地

転入者数
（人）

期間始点
での常住地

転入者数
（人）

期間始点
での常住地

転入者数
（人）

第１位 狭山市 935 飯能市 674 狭山市 914
第２位 川越市 677 川越市 566 飯能市 901
第３位 飯能市 659 狭山市 521 川越市 893
第４位 所沢市 654 入間市 404 入間市 674
第５位 入間市 570 坂戸市 266 所沢市 439
第６位 練馬区 261 所沢市 259 鶴ヶ島市 400
第７位 さいたま市 174 鶴ヶ島市 205 坂戸市 360
第８位 坂戸市 156 毛呂山町 143 毛呂山町 240
第９位 横浜市 150 さいたま市 141 さいたま市 173

第１０位 鶴ヶ島市 149 練馬区 101 ふじみ野市 87

第１１位 東村山市 147 横浜市 93 練馬区 86
第１２位 毛呂山町 142 青梅市 89 青梅市 80
第１３位 東久留米市 127 東松山市 53 横浜市 73
第１４位 八王子市 117 板橋区 51 富士見市 69
第１５位 板橋区 108 八王子市 47 新座市 58
第１６位 新座市 101 東村山市 42 越生町 58
第１７位 小平市 99 越生町 42 東松山市 57
第１８位 川崎市 89 秩父市 38 板橋区 55
第１９位 杉並区 87 小平市 37 秩父市 53

第２０位 中野区 79 川崎市 35 八王子市 52

昭和60年→平成２年 平成７年→平成12年 平成17年→平成22年
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 住宅等の新築件数が増え、人口は大きく増加してきました。平成元(1989)年から平成７

(1995)年にかけては、年平均500棟程度の新築があったことで、人口は約4,000人増となり

ましたが、その後新築件数が減るととともに人口も減少傾向となっています。直近では、

平成17(2005)年から平成21(2009)年まで新築件数が増えたことで人口も急増しましたが、

新築件数の減少に伴い平成22(2010)年以降人口の伸びが鈍化しています。 
 

図表 固定資産課税による新築及び増築家屋の件数と人口動態 

（出典）人口は平成16年までは埼玉県統計課「町（丁）字別人口調査」、 

平成17年以降は日高市住民基本台帳 

 

 

 平成23(2011)年度に、本市は再び転出超過に転じています。平成24(2012)年から平成

26(2014)年までの人口流入及び流出の推移を見ると、平成24(2012)年と平成26(2014)年は

それぞれ105人、122人の流出超過、平成25年は40人の流入超過となっています。人口の流

入拡大を牽引していた、県内市町村からの人の流れも、平成26(2014)年には11人の流出超

過に転じています。また、県外についても平成24(2012)年から平成26(2014)年にかけて、

それぞれ113人、22人、111人と、流出超過が続いています。 

 県内市区町村間との関係を見ると、本市との人口移動が多いのは、流入・流出の合計人数

が多い順に、川越市、飯能市、入間市、狭山市、坂戸市、所沢市が挙げられます。 

 本市と川越市間での人口移動については、平成24(2012)年と平成25(2013)年は流出超過と

なっていますが、流出数が年々減少しており、平成26(2014)年には流入超過に転じていま

す。また、所沢市間での人口移動については、平成24(2012)年と平成26(2014)年には流入

数が増加、流出数が減少しており、平成25(2013)年は流入超過に転じています。 

 本市と飯能市間及び狭山市間での人口移動については、平成24(2012)年から平成26(2014)

年にかけて流入超過が続いていますが、流入超過数は減少傾向にあります。 
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図表 日高市における市別流入・流出人口（平成24年～平成26年） 

（出典）住民基本台帳人口移動報告（埼玉県） 

 
注）平成26（2014）年の住民基本台帳移動数に外国人は含まない 

 

  

平成24（2012）年 単位：人 平成25（2013）年 単位：人 平成26年（2014）年 単位：人
都道府県
市区町村

流入 流出
都道府県
市区町村

流入 流出
都道府県
市区町村

流入 流出

総数 1,748 1,853 総数 1,796 1,756 総数 1,649 1,771
県内総数 1,068 1,060 県内総数 1,121 1,059 県内総数 1,016 1,027
川越市 160 210 川越市 151 193 川越市 169 162
飯能市 167 139 飯能市 176 119 飯能市 149 124
入間市 95 118 入間市 82 90 入間市 72 97
狭山市 106 70 狭山市 153 65 狭山市 78 71
坂戸市 65 86 坂戸市 90 78 坂戸市 69 76
所沢市 70 77 所沢市 73 66 所沢市 84 59
鶴ヶ島市 52 56 鶴ヶ島市 54 72 鶴ヶ島市 56 86
さいたま市 55 54 さいたま市 54 55 さいたま市 48 62
東松山市 17 13 東松山市 19 22 東松山市 16 24
ふじみ野市 12 21 ふじみ野市 9 14 ふじみ野市 13 21
朝霞市 7 8 朝霞市 6 18 朝霞市 8 25
富士見市 11 11 富士見市 9 10 富士見市 8 20
秩父市 10 7 秩父市 13 5 秩父市 15 11
川口市 13 8 川口市 16 17 川口市 11 14
越谷市 4 7 越谷市 17 10 越谷市 6 11
新座市 12 4 新座市 8 11 新座市 9 8
熊谷市 11 3 熊谷市 8 10 熊谷市 8 8
志木市 3 6 志木市 7 7 志木市 8 7
和光市 9 9 和光市 6 10 和光市 6 8
深谷市 3 10 深谷市 5 4 深谷市 8 5
鴻巣市 3 5 鴻巣市 5 12 鴻巣市 9 3
戸田市 3 0 戸田市 1 3 戸田市 2 7
上尾市 11 6 上尾市 8 16 上尾市 5 3
桶川市 2 2 桶川市 8 1 桶川市 1 7
北本市 1 5 北本市 2 2 北本市 4 4
春日部市 2 4 春日部市 1 3 春日部市 5 2
三郷市 3 2 三郷市 5 1 三郷市 6 1
蓮田市 0 2 蓮田市 1 1 蓮田市 5 2
蕨市 2 3 蕨市 0 4 蕨市 2 4
行田市 4 2 行田市 1 9 行田市 3 2
草加市 7 3 草加市 6 7 草加市 1 4
久喜市 12 1 久喜市 5 4 久喜市 2 2
本庄市 1 0 本庄市 3 5 本庄市 1 2
吉川市 1 0 吉川市 1 2 吉川市 1 2
加須市 1 2 加須市 3 3 加須市 1 1
羽生市 2 6 羽生市 0 1 羽生市 1 1
八潮市 2 2 八潮市 4 0 八潮市 0 2
幸手市 4 2 幸手市 1 1 幸手市 1 1
白岡市 * 0 0 白岡市 0 0 白岡市 1 0
その他県内 125 96 その他県内 110 108 その他県内 124 78
県外総数 680 793 県外総数 675 697 県外総数 633 744
東京都 272 353 東京都 258 326 東京都 250 346
神奈川県 50 74 神奈川県 66 68 神奈川県 56 76
千葉県 52 45 千葉県 47 48 千葉県 49 53
その他の都道府県 306 321 その他の都道府県 304 255 その他の都道府県 278 269
*平成24（2012）年10月1日市制施行
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図表 日高市における市別流入超過数（左） 流入・流出数の前年差（右） 

（出典）住民基本台帳人口移動報告（埼玉県） 

 

 

 

  

単位：人
単位：人

都道府県
市区町村

平成24年 平成25年 平成26年
都道府県
市区町村

平成
25年

平成
26年

平成
25年

平成
26年

総数 ▲ 105 40 ▲ 122 総数 48 ▲ 147 ▲ 97 15
県内総数 8 62 ▲ 11 県内総数 53 ▲ 105 ▲ 1 ▲ 32
川越市 ▲ 50 ▲ 42 7 川越市 ▲ 9 18 ▲ 17 ▲ 31
飯能市 28 57 25 飯能市 9 ▲ 27 ▲ 20 5
入間市 ▲ 23 ▲ 8 ▲ 25 入間市 ▲ 13 ▲ 10 ▲ 28 7
狭山市 36 88 7 狭山市 47 ▲ 75 ▲ 5 6
坂戸市 ▲ 21 12 ▲ 7 坂戸市 25 ▲ 21 ▲ 8 ▲ 2
所沢市 ▲ 7 7 25 所沢市 3 11 ▲ 11 ▲ 7
鶴ヶ島市 ▲ 4 ▲ 18 ▲ 30 鶴ヶ島市 2 2 16 14
さいたま市 1 ▲ 1 ▲ 14 さいたま市 ▲ 1 ▲ 6 1 7
東松山市 4 ▲ 3 ▲ 8 東松山市 2 ▲ 3 9 2
ふじみ野市 ▲ 9 ▲ 5 ▲ 8 ふじみ野市 ▲ 3 4 ▲ 7 7
朝霞市 ▲ 1 ▲ 12 ▲ 17 朝霞市 ▲ 1 2 10 7
富士見市 0 ▲ 1 ▲ 12 富士見市 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 1 10
秩父市 3 8 4 秩父市 3 2 ▲ 2 6
川口市 5 ▲ 1 ▲ 3 川口市 3 ▲ 5 9 ▲ 3
越谷市 ▲ 3 7 ▲ 5 越谷市 13 ▲ 11 3 1
新座市 8 ▲ 3 1 新座市 ▲ 4 1 7 ▲ 3
熊谷市 8 ▲ 2 0 熊谷市 ▲ 3 0 7 ▲ 2
志木市 ▲ 3 0 1 志木市 4 1 1 0
和光市 0 ▲ 4 ▲ 2 和光市 ▲ 3 0 1 ▲ 2
深谷市 ▲ 7 1 3 深谷市 2 3 ▲ 6 1
鴻巣市 ▲ 2 ▲ 7 6 鴻巣市 2 4 7 ▲ 9
戸田市 3 ▲ 2 ▲ 5 戸田市 ▲ 2 1 3 4
上尾市 5 ▲ 8 2 上尾市 ▲ 3 ▲ 3 10 ▲ 13
桶川市 0 7 ▲ 6 桶川市 6 ▲ 7 ▲ 1 6
北本市 ▲ 4 0 0 北本市 1 2 ▲ 3 2
春日部市 ▲ 2 ▲ 2 3 春日部市 ▲ 1 4 ▲ 1 ▲ 1
三郷市 1 4 5 三郷市 2 1 ▲ 1 0
蓮田市 ▲ 2 0 3 蓮田市 1 4 ▲ 1 1
蕨市 ▲ 1 ▲ 4 ▲ 2 蕨市 ▲ 2 2 1 0
行田市 2 ▲ 8 1 行田市 ▲ 3 2 7 ▲ 7
草加市 4 ▲ 1 ▲ 3 草加市 ▲ 1 ▲ 5 4 ▲ 3
久喜市 11 1 0 久喜市 ▲ 7 ▲ 3 3 ▲ 2
本庄市 1 ▲ 2 ▲ 1 本庄市 2 ▲ 2 5 ▲ 3
吉川市 1 ▲ 1 ▲ 1 吉川市 0 0 2 0
加須市 ▲ 1 0 0 加須市 2 ▲ 2 1 ▲ 2
羽生市 ▲ 4 ▲ 1 0 羽生市 ▲ 2 1 ▲ 5 0
八潮市 0 4 ▲ 2 八潮市 2 ▲ 4 ▲ 2 2
幸手市 2 0 0 幸手市 ▲ 3 0 ▲ 1 0
白岡市 * 0 0 1 白岡市 0 1 0 0
その他県内 29 2 46 その他県内 ▲ 15 14 12 ▲ 30
県外総数 ▲ 113 ▲ 22 ▲ 111 県外総数 ▲ 5 ▲ 42 ▲ 96 47
東京都 ▲ 81 ▲ 68 ▲ 96 東京都 ▲ 14 ▲ 8 ▲ 27 20
神奈川県 ▲ 24 ▲ 2 ▲ 20 神奈川県 16 ▲ 10 ▲ 6 8
千葉県 7 ▲ 1 ▲ 4 千葉県 ▲ 5 2 3 5
その他の都道府県 ▲ 15 49 9 その他の都道府県 ▲ 2 ▲ 26 ▲ 66 14
*平成24（2012）年10月1日市制施行

流出数前年差流入数前年差
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（４）地区別人口の推移 

―高麗川・高萩北・高萩地区の３地区では、 

土地区画整理事業や規制緩和による人口流入効果が見られます― 

 市内のコミュニティ単位

としては、旧高麗村を中

心とした「高麗地区」、

旧高麗川村を中心とした

「高麗川地区」、旧高萩

村を中心とした「高萩地

区」の他、昭和40年代に

開発された日高団地を中

心とした「高萩北地区」、

昭和40年代に開発された

こま川団地及び東急こま

がわ団地を中心とした

「高根地区」、昭和50年

代に開発された東急こま

武蔵台団地及び昭和60年代に開発された西武飯能日高団地を中心とした「武蔵台・横手台

地区」に分けられ、それぞれ小学校、中学校、公民館などの施設を配置しています。 

 

＜武蔵台・横手台地区＞ 

 当該地区の総人口は平成27(2015)年１

月１日時点で 7,969人と市全体の

13.9％が居住しています。 

 平成27(2015)年１月１日時点で高齢化

率は35.6％と最も高く、近年加速度的

に上昇している状況にあります。この

うち75歳以上の後期高齢者の割合は

11.9％と特に高い状況にあります。 

 平成19(2007)年以降、人口は減少傾向

にあり、平成27(2015)年までに9.5％減

（▲836人）と６地区の中でも最も減少

幅が大きいといった特徴があります。 

＜これまでの開発状況＞ 

開発状況 入居時期 計画 

東急こま武蔵台第１団地 Ｓ51～55 1,907戸 

東急こま武蔵台第２団地 Ｓ63～Ｈ５ 440戸 

西武飯能日高団地 Ｓ60～ 1,124戸 

図表 市内６地区の分布状況 

高麗地区 

高麗川地区 

高萩地区 

高萩北地区 

高根地区 

武蔵台・横手台地区 

795 781 737 739 705 670 665 637 628

6,369 6,159 5,960 5,797 5,582 5,414 5,070 4,829 4,502

986 1,101 1,197 1,282
1,363 1,408

1,567 1,716
1,888

655 679 741 761 786 809 862 903 951

8,805 8,720 8,635 8,579 8,436 8,301 8,164 8,085 7,969
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65～74歳） 老年人口（75歳以上）［人］

［年］

図表 地区別・年齢階層別の人口推移 

（出典）日高市住民基本台帳（各年１月１日現在） 
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＜高麗地区＞ 

 当該地区の総人口は平成27(2015)年１

月１日時点で時点で5,317人と市全体

の9.3％が居住しています。 

 平成27(2015)年１月１日時点で高齢化

率は31.0％と６地区の中で２番目に高

い状況にあります。平成21年(2009)以

降は人口減少が続いており、平成

27(2015)年までに約2.6％減（▲140人）

となっています。 

 

 

 

 

 

＜高麗川地区＞ 

 当該地区の総人口は平成27(2015)年１

月１日時点で 16,228人と市全体の

28.3％が居住しています。高麗川駅周

辺の市街化区域が多いことなどから、

６地区の中では最も人口が多い地区で

す。 

 平成27(2015)年１月１日時点で高齢化

率は23.1％であり、６地区の中で最も

低くなっています。平成19(2007)年以

降、人口は緩やかに増加しており、平

成27年までに約8.1％増（＋1,214人）

となっています。 

＜これまでの開発状況＞ 

開発状況 入居時期 計画 

高麗川駅西口土地区画

整理事業 
Ｓ58～Ｈ25 4,030人 

明婦土地区画整理事業 Ｈ７～Ｈ16 570人 
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＜高根地区＞ 

 当該地区の総人口は平成27年(2015)１

月１日時点で 6,326人と市全体の

11.0％が居住しています。 

 平成27(2015)年１月１日時点で高齢化

率は29.8％と６地区の中で３番目に高

く、平成19（2007）年から13.8ポイン

ト増と伸び率は武蔵台・横手台地区に

次いで、２番目に高い状況にあります。 

 平成19(2007)年以降は人口減少が続い

ている状況にあり、平成27（2015）年

までに約10.9％減（▲771人）となって

います。 

＜これまでの開発状況＞ 

開発状況 入居時期 計画 

公団こま川団地 Ｓ47～Ｓ49 1,900戸 

東急こまがわ団地 Ｓ49～Ｓ57 730戸 

 

＜高萩地区＞ 

 当該地区の総人口は平成27(2015)年１

月１日時点で 10,938人と市全体の

19.1％が居住しています。高萩団地は、

高萩北地区の日高団地と並び、市内で

最も古い時期に開発された地区の一つ

です。 

 平成27(2015)年１月１日時点で高齢化

率は26.3％であり、平成19（2007）年

から7.6ポイント増と伸び率は３番目

に高くなっています。 

 武蔵高萩駅周辺の区画整理事業などに

伴い、平成19(2007)年以降は人口増加

が見られ、平成27(2015)年までに約

10.0％増（＋996人）となっています。 

＜これまでの開発状況＞ 

開発状況 入居時期 計画 

高萩団地 Ｓ41～Ｓ45 750戸 

寺脇土地区画整理事業 Ｈ８～Ｈ14 110人 
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＜高萩北地区＞ 

 当該地区の総人口は平成27(2015)年１

月１日時点で 10,471人と市全体の

18.3％が居住しています。日高団地は、

高萩地区の高萩団地と並び、市内で最

も古い時期に開発された地区の一つで

す。 

 平成27(2015)年１月１日時点で高齢化

率は25.2％であり、平成19（2007）年

から6.6ポイント増と、伸び率は最も低

い状況にあります。 

 平成18(2006)年４月に市内で最も店舗

面積の大きい商業施設が開店し、また

土地利用の規制緩和に伴って、若い世

代のファミリー層の流入が見られ、６

地区の中で近年最も人口が増加してい

る地区です。平成19(2007)年に比べて

約13％増（＋1,205人）となっています。 

＜これまでの開発状況＞ 

開発状況 入居時期 計画 

日高団地 Ｓ40～Ｓ46 1,000戸 

日高台団地 Ｓ46～Ｓ48 307戸 

むさしの団地 Ｓ54～Ｓ55 149戸 

武蔵高萩駅北土地区画

整理事業 
Ｈ５～ 4,140人 

 

図表 地区別人口の増加率 

（出典）日高市住民基本台帳（各年１月１日現在） 
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 年齢階級別の人口移動分析 ２－２．

―15～24歳までの進学・就職等による転出超過は緩和傾向にあるとともに、 

子どもがいる25～39歳までのファミリー層の流入が増加しています― 

 本市の男女別・５歳階級別の人口移動の状況を見ると、平成17（2005）年から平成22（2010）

年にかけての５年間では、特に平成17（2005）年時点で０～４歳、25～39歳の年齢層で転

入超過が著しい状況にあり、子どもがいるファミリー層が多く流入しているものと考えら

れます。その一方、平成17（2005）年時点で15～24歳の男性で転出超過が見られ、大学等

への進学や就職などにより市外に転出しているものと考えられます。 

 昭和55（1980）年～平成22（2010）年までの５歳階級別の純移動数（転入数－転出数）を

５年ごとに整理すると、男女ともに15～19歳の年齢層の人が20～24歳になるまでに、進学

や就職等により転出超過となる状況は、昭和55年以降長期的に続いてきましたが、平成17

（2005）年から平成22（2010）年の５年間ではその転出超過の規模は大幅に縮小していま

す。男女で比べると、特に女性に比べて男性の方が転出数が多い状況が見られます。 

 20歳～24歳の年齢層の人が25～29歳になるまでに転出超過となる状況は、平成２（1990）

年以降続いてきましたが、平成17（2005）年から平成22（2010）年の５年間にはその規模

が縮小しています。男女で比べると、平成２（1990）年から平成17（2005）年にかけては、

男性よりも女性の方が転出数が多い状況にあります。 

 25～39歳の人がそれぞれ30～44歳になるまでの各５年間では、転入超過となる傾向が見ら

れます。特に、30～34歳の人が35～39歳になるまでの年齢層で特に転入超過となっている

状況にあります。 

図表 平成22（2010）年における性別・年齢階級別の人口移動（純移動数）の状況 

（出典）総務省「平成22年国勢調査」 

 
注1) 5歳未満については、出生後にふだん住んでいた場所による。 

注2) 5年前の常住地「不詳」で、当地に現住している者を含む。 
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注3）純移動数は、（転入数）-（転出数）で算出 

 

図表 性別・年齢階級別の人口移動（純移動数）の長期的動向（昭和55年～平成22年） 

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-450

-400

-350

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0
～

4歳

→
5
～
9
歳

5
～

9歳

→
1
0～

1
4歳

1
0
～
1
4歳

→
1
5～

1
9歳

1
5
～
1
9歳

→
2
0～

2
4歳

2
0
～
2
4歳

→
2
5～

2
9歳

2
5
～
2
9歳

→
3
0～

3
4歳

3
0
～
3
4歳

→
3
5～

3
9歳

3
5
～
3
9歳

→
4
0～

4
4歳

4
0
～
4
4歳

→
4
5～

4
9歳

4
5
～
4
9歳

→
5
0～

5
4歳

5
0
～
5
4歳

→
5
5～

5
9歳

5
5
～
5
9歳

→
6
0～

6
4歳

6
0
～
6
4歳

→
6
5～

6
9歳

6
5
～
6
9歳

→
7
0～

7
4歳

7
0
～
7
4歳

→
7
5～

7
9歳

7
5
～
7
9歳

→
8
0～

8
4歳

8
0
～
8
4歳

→
8
5～

8
9歳

8
5
～
8
9歳

→
9
0歳

～

1980年→1985年 1985年→1990年 1990年→1995年 1995年→2000年 2000年→2005年 2005年→2010年［人］

男 性

-450

-400

-350

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0
～

4歳

→
5
～

9
歳

5
～

9歳

→
1
0～

1
4歳

1
0
～
1
4歳

→
1
5～

1
9歳

1
5
～
1
9歳

→
2
0～

2
4歳

2
0
～
2
4歳

→
2
5～

2
9歳

2
5
～
2
9歳

→
3
0～

3
4歳

3
0
～
3
4歳

→
3
5～

3
9歳

3
5
～
3
9歳

→
4
0～

4
4歳

4
0
～
4
4歳

→
4
5～

4
9歳

4
5
～
4
9歳

→
5
0～

5
4歳

5
0
～
5
4歳

→
5
5～

5
9歳

5
5
～
5
9歳

→
6
0～

6
4歳

6
0
～
6
4歳

→
6
5～

6
9歳

6
5
～
6
9歳

→
7
0～

7
4歳

7
0
～
7
4歳

→
7
5～

7
9歳

7
5
～
7
9歳

→
8
0～

8
4歳

8
0
～
8
4歳

→
8
5～

8
9歳

8
5
～
8
9歳

→
9
0歳

～

1980年→1985年 1985年→1990年 1990年→1995年 1995年→2000年 2000年→2005年 2005年→2010年［人］

女 性

（Ｓ55→Ｓ60） （Ｓ60→Ｈ２） （Ｈ２→Ｈ７） （Ｈ７→Ｈ12） （Ｈ12→Ｈ17） （Ｈ17→Ｈ22） 

（Ｓ55→Ｓ60） （Ｓ60→Ｈ２） （Ｈ２→Ｈ７） （Ｈ７→Ｈ12） （Ｈ12→Ｈ17） （Ｈ17→Ｈ22） 

Ｓ55→Ｈ２までは流入増 ◆男性で25～34歳と女性で20～34歳までが特に流入超過 

◆その子ども世代である０～４歳も同様に流入超過 

Ｈ17→Ｈ22に再び流入超過 

Ｈ２→Ｈ17までは流入縮小 ◆特に15～29歳が大幅に流出 

◆男性で25～34歳と女性で30～34歳が特に流入超過 

◆その子ども世代である０～４歳も同様に流入超過 

子どもがいるファミリー

層が大幅に流入 

この子ども世代が、15～29歳になり、

進学や就職等で大幅に流出 

再びこの子ども世代が 

今度は子どもを連れて 

ファミリーで流入 



 
 

66 
 

 外国人人口の動向分析 ２－３．

―市内の外国人住民数は平成11年～27年までに約1.6倍に拡大しています― 

 平成11（1999）年からの国籍別外国人住民数の推移を見ると、本市の外国人人口は平成20

年まで増加が続いており、平成11年の381人から平成20年には774人と約２倍に拡大してい

ます。平成25年時点の外国人住民数を国籍別に見ると、特に中国、ブラジル、ペルーが多

く、中でもペルー国籍の外国人住民数は急速に増えている状況にあります。 

 日本人を含めた本市の総人口に占める外国人住民の数について、平成11(1999)年から平成

27(2015)年までの推移を見ると、平成11(1999)年時点での0.78％に比べて平成27年には

1.21％と約1.6倍に拡大しています。 

 平成26(2014)年１月１日時点における外国人住民の対総人口比を県内40市で比べると29番

目、市平均の1.16％に比べて約0.5ポイント低い状況にあります。 

図表 国籍別外国人住民数の推移 

（出典）法務省「在留外国人統計」（平成24～25年）、同「登録外国人統計」（平成11～23年） 

 
注）1 平成24年及び25年は中長期在留者に特別永住者を加えた在留外国人の数。（平成24年7月9日から新しい在留管

理制度が導入され、外国人登録法が廃止されたため、従来の外国人登録者数とは、単純に比較できない。） 

  2 平成11年～23年は外国人登録電算記録に基づいて調査した結果による。 

  3 その他には無国籍を含む。 
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図表 日高市における外国人住民の対総人口比の推移 

（出典）統計ひだか（市民課） 

 
注） 平成11年～24年は外国人登録、平成25～27年は住民基本台帳による。 

 

図表 県内40市の外国人住民の対総人口比（平成26年1月1日現在） 

（出典）埼玉県「統計年鑑」 
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順
位

都市名
外国人住民の
対総人口比

［％］

外国人住民
［人］

総人口
［人］

順
位

都市名
外国人住民の
対総人口比

［％］

外国人住民
［人］

総人口
［人］

1 蕨市 5.06 3,658 72,249 21 幸手市 1.40 752 53,629

2 川口市 3.93 22,958 583,989 22 さいたま市 1.39 17,503 1,253,582

3 戸田市 3.41 4,447 130,338 23 熊谷市 1.28 2,594 202,154

4 八潮市 2.80 2,381 84,904 24 越谷市 1.25 4,173 331,565

5 和光市 2.49 1,980 79,361 春日部市 1.24 2,971 238,963

6 本庄市 2.47 1,980 79,883 久喜市 1.24 1,935 155,158

7 三郷市 2.02 2,747 135,610 27 狭山市 1.20 1,861 154,772

8 草加市 1.89 4,625 244,289 28 加須市 1.18 1,378 115,812

9 朝霞市 1.85 2,460 132,449 29 日高市 1.14 658 57,505

10 坂戸市 1.83 1,852 101,098 所沢市 1.13 3,901 342,925

11 羽生市 1.75 984 56,141 鶴ヶ島市 1.13 798 70,218

12 深谷市 1.65 2,413 145,999 32 鴻巣市 1.11 1,335 119,746

東松山市 1.63 1,457 89,349 33 上尾市 1.05 2,411 228,155

ふじみ野市 1.63 1,802 110,121 34 入間市 0.97 1,463 150,216

15 志木市 1.61 1,175 72,961 35 飯能市 0.95 776 81,266

16 吉川市 1.52 1,044 68,639 36 秩父市 0.83 557 66,942

17 富士見市 1.47 1,600 108,469 37 蓮田市 0.66 417 63,077

18 新座市 1.43 2,338 162,527 38 桶川市 0.63 476 75,266

19 川越市 1.42 4,960 348,595 北本市 0.59 413 68,933

20 行田市 1.41 1,208 85,243 白岡市 0.59 307 51,267

13

25

30

39
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平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年
実数（人） 41,208 42,530 44,190 45,601 52,860

増減率（％） - 3.2 3.9 3.2 15.9
実数（人） 53,108 54,884 53,758 53,512 57,473

増減率（％） - 3.3 ▲ 2.1 ▲ 0.5 7.4
77.6 77.5 82.2 85.2 92.0

昼間人口

夜間人口

昼夜間人口比率

 通勤・通学の動向分析 ２－４．

（１）流入・流出の状況 

―国際医療センターの開設などに伴い、昼間人口の増加が見られます― 

 本市の平成22(2010)年時点における昼間人口（常住人口から通勤・通学のための移動人口

を増減した人口）は52,860人であり、平成２(1990)年以降増加が続いています。特に、平

成17(2005)年から平成22(2010)年にかけての昼間人口の増減率は＋15.9％（7,259人増）と

大幅に増加しています。それに伴い、昼間人口と夜間人口の比率である昼間人口指数は、

平成２(1990)年の77.6から急速に上昇し、平成22(2010)年には14.4ポイント増の92.0とな

っています。 

 平成22(2010)年10月１日時点での昼間人口指数を、県内40市で比較すると13番目となるな

ど、他市に比べて高い状況にあります。 

図表 昼間人口及び昼間人口指数の推移 

（出典）総務省「平成22年国勢調査」（10月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）昼間人口指数＝昼間人口／夜間人口×100 
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図表 昼間人口の都市間比較 

（出典）総務省「平成22年国勢調査」（10月１日現在） 

 
注）昼夜間人口比率＝昼間人口／夜間人口×100 

 

 

 市内に在住する15歳以上の就業者・通学者のうち、市外に従業・通学している人数は、平

成17（2005）年で18,594人に対し、平成22（2010）年では17,185人と約840人減少（約５％

減）しています。特に、県内では飯能市やさいたま市、所沢市、和光市の他、県外では東

京都に流出する就業・通学者数の減少が目立ちます。 

 市内で従業・通学する15歳以上の就業者・通学者のうち、市外からの人数は、平成17（2005）

年時点では10,587人でしたが、平成22（2010）年には12,977人と約2,152人増（約23％増）

となっています。特に県内では、川越市や鶴ヶ島市、坂戸市、入間市などからの就業者・

通学者数の増加が目立ちます。 

 平成 17（2005）年から平成 22（2010）年にかけての就業者・通学者数の増加の背景として

は、埼玉医科大学日高キャンパス開設が大きく影響しているものと考えられます。同大学

では、平成 18（2006）年４月に新設学部の保健医療学部校舎を竣工、教育開始しており、

また平成 19（2007）年４月には、埼玉医科大学国際医療センターを開院しています。市内

の医療施設病床数は、同院の開院前の平成 18（2006）年には 447床であったのに対し、平

成 19年には 1,047床と約 2.3倍（600床増）と大幅に増えています。それとともに、看護

学科や理学療法学科をはじめとする保健医療学部の学生の流入（平成 26（2014）年度時点

で約 1,000人）、国際医療センターで働く職員の流入（約 1,400人）効果が得られたもの

と考えられます。  

1 本 庄 市 82,525 81,889 100.8 21 新 座 市 136,828 158,777 86.2
熊 谷 市 200,405 203,180 98.6 22 三 郷 市 112,541 131,415 85.6
東 松 山 市 88,847 90,099 98.6 23 草 加 市 208,533 243,855 85.5

4 八 潮 市 80,999 82,977 97.6 24 蕨 市 60,874 71,502 85.1
5 羽 生 市 54,772 56,204 97.5 25 和 光 市 68,447 80,745 84.8
6 川 越 市 332,876 342,670 97.1 幸 手 市 45,639 54,012 84.5
7 秩 父 市 64,661 66,955 96.6 桶 川 市 63,112 74,711 84.5
8 深 谷 市 137,372 144,618 95.0 28 朝 霞 市 109,103 129,691 84.1
9 狭 山 市 146,279 155,727 93.9 29 上 尾 市 187,765 223,926 83.9
10 戸 田 市 115,434 123,079 93.8 30 川 口 市 419,080 500,598 83.7
11 さ い た ま 市 1,133,978 1,222,434 92.8 31 ふ じ み 野 市 87,939 105,695 83.2
12 坂 戸 市 93,721 101,700 92.2 春 日 部 市 194,419 237,171 82.0
13 日 高 市 52,860 57,473 92.0 吉 川 市 53,513 65,298 82.0
14 加 須 市 104,242 115,002 90.6 34 蓮 田 市 51,078 63,309 80.7
15 飯 能 市 74,107 83,549 88.7 35 鴻 巣 市 95,694 119,639 80.0
16 行 田 市 75,919 85,786 88.5 36 北 本 市 54,674 68,888 79.4
17 久 喜 市 134,085 154,310 86.9 37 鶴 ヶ 島 市 55,072 69,990 78.7
18 越 谷 市 282,810 326,313 86.7 38 志 木 市 54,519 69,611 78.3
19 入 間 市 129,827 149,872 86.6 39 鳩 ヶ 谷 市 46,033 60,908 75.6
20 所 沢 市 295,595 341,924 86.5 40 富 士 見 市 77,311 106,736 72.4

市名
昼間人口

（人）
夜間人口

（人）
昼間人口

指数
昼間人口

指数
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図表 日高市における市町村別流入・流出人口（15歳以上の就業者・通学者） 

（出典）総務省「国勢調査」（各年10月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）さいたま市は、平成13年に合併した浦和市、大宮市、与野市、平成17年に編入した岩槻市の合算値 

熊谷市は、平成17年10月1日に合併した旧熊谷市、妻沼町、大里町、平成19年に編入した江南町の合算値 

ふじみ野市は、平成17年に合併した上福岡市、大井町の合算値 

鴻巣市は、平成17年に合併した旧鴻巣市、吹上町、川里町の合算値 

秩父市は、平成17年に合併した吉田町、大滝村、荒川村の合算値 

本庄市は、平成18年に合併した旧本庄市、児玉町の合算値 

深谷市は、平成18年に合併した旧深谷市、岡部町、川本町、花園町の合算値 

加須市は、平成22年に合併した旧加須市、騎西町・北川辺町・大利根町の合算値 

春日部市は、平成17年10月1日に合併した旧春日部市、庄和町の合算値 

久喜市は、平成22年に合併した旧久喜市、鷲宮町、栗橋町、菖蒲町の合算値 

 

 

 

単位：人

総　数 就業者 通学者 総　数 就業者 通学者 総　数 就業者 通学者 総　数 就業者 通学者
総　数 10,587 10,086 501 18,025 15,570 2,455 12,977 11,923 1,054 17,185 15,136 2,049 2,390 ▲ 840
県内総数 9,668 9,224 444 12,820 11,322 1,498 11,820 10,962 858 12,649 11,306 1,343 2,152 ▲ 171

さいたま市 170 150 20 603 463 140 218 164 54 556 458 98 48 ▲ 47
川越市 1,428 1,299 129 2,441 1,997 444 1,716 1,513 203 2,311 1,940 371 288 ▲ 130
熊谷市 55 54 1 51 42 9 74 65 9 58 53 5 19 7
川口市 22 18 4 37 36 1 21 15 6 33 33 - ▲ 1 ▲ 4
行田市 17 14 3 11 11 - 25 20 5 20 20 - 8 9
秩父市 95 91 4 38 35 3 144 123 21 41 41 - 49 3
所沢市 339 323 16 888 781 107 417 384 33 849 735 114 78 ▲ 39
飯能市 1,695 1,653 42 2,383 2,158 225 1,825 1,763 62 2,334 2,142 192 130 ▲ 49
加須市 9 5 4 8 6 2 19 12 7 2 2 - 10 ▲ 6
本庄市 6 4 2 7 7 - 15 11 4 13 10 3 9 6

東松山市 194 186 8 166 122 44 239 219 20 205 151 54 45 39
春日部市 7 4 3 11 9 2 18 11 7 8 8 - 11 ▲ 3

狭山市 1,043 1,013 30 2,183 2,057 126 1,128 1,077 51 2,189 2,082 107 85 6
羽生市 5 5 - 2 2 - 2 - 2 3 3 - ▲ 3 1
鴻巣市 40 37 3 24 16 8 46 37 9 20 19 1 6 ▲ 4
深谷市 31 27 4 29 28 1 41 32 9 27 25 2 10 ▲ 2
上尾市 48 48 - 51 39 12 83 61 22 58 48 10 35 7
草加市 4 4 - 10 6 4 9 6 3 18 12 6 5 8
越谷市 9 8 1 12 7 5 10 7 3 14 7 7 1 2

蕨市 6 4 2 7 6 1 6 6 - 9 8 1 0 2
戸田市 7 7 - 38 38 - 7 5 2 40 38 2 0 2
入間市 786 762 24 1,412 1,249 163 959 919 40 1,417 1,310 107 173 5

鳩ヶ谷市 4 4 - 4 4 - 6 5 1 6 6 - 2 2
朝霞市 40 36 4 77 76 1 34 27 7 82 76 6 ▲ 6 5
志木市 19 19 - 44 36 8 23 22 1 36 32 4 4 ▲ 8
和光市 14 14 - 80 66 14 14 9 5 48 41 7 0 ▲ 32
新座市 29 27 2 94 72 22 42 36 6 112 85 27 13 18
桶川市 27 26 1 9 9 - 30 27 3 15 15 - 3 6
久喜市 12 9 3 13 12 1 22 11 11 17 13 4 10 4
北本市 25 22 3 14 14 - 23 19 4 9 9 - ▲ 2 ▲ 5
八潮市 - - - 2 2 - 2 2 - 3 3 - 2 1

富士見市 46 44 2 60 60 - 56 48 8 56 56 - 10 ▲ 4
三郷市 - - - 1 1 - 6 5 1 5 5 - 6 4
蓮田市 6 6 - 6 6 - 10 5 5 2 2 - 4 ▲ 4
坂戸市 1,015 980 35 680 559 121 1,222 1,184 38 687 556 131 207 7
幸手市 1 1 - 4 4 - 5 - 5 4 4 - 4 0

鶴ヶ島市 897 837 60 696 685 11 1,169 1,125 44 698 670 28 272 2
吉川市 1 1 - 5 5 - 2 1 1 3 3 - 1 ▲ 2

ふじみ野市 73 69 4 146 138 8 115 97 18 149 140 9 42 3
その他県内 1,613 1,563 50 1,076 921 155 2,235 2,053 182 1,048 903 145 622 ▲ 28
県外総数 919 862 57 5,205 4,248 957 1,157 961 196 4,536 3,830 706 238 ▲ 669

東京都 747 716 31 4,842 3,963 879 905 813 92 4,237 3,587 650 158 ▲ 605
神奈川県 59 58 1 141 101 40 68 58 10 135 102 33 9 ▲ 6

その他の都道府県 113 88 25 222 184 38 184 90 94 164 141 23 71 ▲ 58

平成17年 平成22年
流入者数
の増減

流出者数
の増減

平成17→平成22
流　　　入 流　　　出 流　　　入市 町 村 名 流　　　出
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図表 市内の医療施設数及び病床数の推移（各年12月31日現在） 

（出典）統計ひだか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）狭山保健所データ 

 

 

（２）通勤時間の状況 

―平成25年時点で片道通勤時間は30.7分、 

県内40市中９番目に短い状況にあります― 

 埼玉県における家計を主に支える雇用者の通勤時間別主世帯数は、平成25年時点では片道

の通勤時間が30分未満の世帯が37.4％（52万300世帯）と最も高い割合を占めており、次い

で１時間以上２時間未満が30.5％（42万4,700世帯）、30分以上１時間未満が28.9％（40万

2,200世帯）と続いています。平成10年からの５年毎の通勤時間の中位数（注２）を見ると、

平成10年時点の56.0分に比べて短縮傾向が見られ、平成25年時点では43.7分と12分程度短

い状況にあります。 

 県内40市における家計を主に支える雇用者の片道通勤時間を比較すると、中位数が30分未

満は40市中８市あり、うち最も中位数が小さいのは秩父市の19.8分となっています。一方、

50分を超えるのは40市中10市あり、最も中位数が大きいのは志木市の53.7分が挙げられま

す。本市は30.7分と40市中９番目に小さく、埼玉県全体と比べても13.0分短い状況にあり

ます。 
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図表 埼玉県における家計を主に支える雇用者の通勤時間別主世帯数の推移 

（出典）埼玉県「住宅・土地統計調査 平成25年（確報）」 

 

注１）総数には不詳を含む 

注２）中位数とは、データを値の小さい方から順に並べた時にちょうど半分にデータを分ける値（中央値） 

注３）平成15年の中位数については、平均通勤時間として算出されたもの 

 

図表 県内40市における家計を主に支える雇用者の片道通勤時間 

（出典）埼玉県「住宅・土地統計調査 平成25年（確報）」 

 

 

  

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

平成10年 1,489,500 436,200 29.3 347,700 23.3 637,700 42.8 54,100 3.6 56.0
平成15年 1,376,600 410,600 29.8 337,300 24.5 558,100 40.5 46,100 3.3 48.6
平成20年 1,382,800 498,500 36.1 378,800 27.4 467,100 33.8 18,900 1.4 45.7
平成25年 1,391,900 520,300 37.4 402,200 28.9 424,700 30.5 21,300 1.5 43.7

総数注１） 30分未満
30分以上
１時間未

満

１時間以上
２時間未満

２時間
以上

中位数注２）

（分）

1 秩父市 19.8 22 久喜市 44.3
2 本庄市 23.5 23 桶川市 45.4
3 行田市 25.8 24 草加市 45.8
4 深谷市 26.0 25 川口市 46.1
5 羽生市 26.6 26 蓮田市 46.5
6 加須市 28.2 27 戸田市 47.2
7 熊谷市 28.3 28 上尾市 47.3
8 東松山市 29.2 29 春日部市 47.4
9 日高市 30.7 30 蕨市 48.9
10 八潮市 32.6 31 和光市 50.1
11 狭山市 33.0 32 白岡市 50.3
12 坂戸市 34.5 33 越谷市 50.9
13 飯能市 34.9 34 朝霞市 51.0
14 入間市 37.7 35 さいたま市 51.1
15 幸手市 37.8 36 所沢市 51.5
16 鶴ヶ島市 38.5 37 ふじみ野市 51.8
17 吉川市 39.9 38 富士見市 52.7
18 鴻巣市 41.8 39 新座市 52.9
19 川越市 42.3 40 志木市 53.7
20 北本市 43.5 ― 埼玉県 43.7
21 三郷市 44.1

順
位

市名
中位数
（分）

順
位

市名
中位数
（分）
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 雇用や就労等に関する分析 ２－５．

（１）事業所・従業者数 

―卸売・小売事業所数及び農家数は縮小傾向にある一方、 

工業では事業所及び従業者数、出荷額等ともに近年増加が見られます― 

 本市の産業としては、平成24（2012）年２月１日時点で、事業所数では卸売業,小売業が

20.4％（377事業所）と最も多く、次いで建設業が16.3％（301事業所）、製造業が15.4％

（285事業所）と続いています。一方、従業者数では製造業が31.8％（6,425人）と最も多

く、次いで卸売業・小売業が17.3％（3,491人）、宿泊業、飲食サービス業が9.8%(1,975人)、

医療、福祉が9.3%(1,873人)、運輸業・郵便業が7.9％（1,603人）、建設業が6.0％（1,214

人）と続いています。 

 産業大分類別の構成比を近隣11市と比べると、事業所数では、本市は建設業及び製造業の

占める割合がいずれも最も高い状況にあります。また、従業者数では、製造業で31.8％と

狭山市に次いで高い割合を占めています。 

図表 産業大分類別の事業所数及び従業者数の構成 

（出典）総務省統計局「経済センサス－活動調査」（平成24年２月１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

建 設 業
301

16.3%

製 造 業
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15.4%

情 報 通 信 業
15
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運輸業，郵便業
73

4.0%

卸売業，小売業
377

20.4%

不動産業，物品賃

貸業
92

5.0%

宿泊業，飲食サー

ビス業
191

10.3%

生活関連サービス

業，娯楽業
136

7.4%

教育，学習支援業
60

3.2%

医療，福祉
103

5.6%

サービス業

(他に分類されな

いもの)
116

6.3%

その他
98

5.3%

【事業所数】

建 設 業
1,214
6.0%

製 造 業
6,425
31.8%

情 報 通 信 業
340

1.7%
運輸業，郵便業

1,603
7.9%

卸売業，小売業
3,491
17.3%

不動産業，物品

賃貸業
350

1.7%

宿泊業，飲食サー

ビス業
1,975
9.8%

生活関連サービ

ス業，娯楽業
1,099
5.4%

教育，学習支援

業
410

2.0%

医療，福祉
1,873
9.3%

サービス業

(他に分類されな

いもの)
909

4.5%

その他
504

2.5%

【従業者数】

（単位：人）

【事業所数】

H24.2.1現在

1,847事業所

【従業者数】

H24.2.1現在

20,193人
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図表 産業大分類別の事業所数構成比の都市間比較 

（出典）総務省統計局「経済センサス－活動調査」（平成24年２月１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 産業大分類別の従業者数構成比の都市間比較 

（出典）総務省統計局「経済センサス－活動調査」（平成24年２月１日） 
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＜商工業＞ 

 本市の工業事業所数は、平成３(1991)年以降減少傾向をたどってきましたが、平成22(2010)

年度から徐々に増加が見られます。従業者数も同様に平成22(2010)年から増加が続き、平

成24(2012)年時点で5,914人と平成３(1991)年からの推移の中で最も多くなっています。製

造品出荷額等は、リーマンショック等を背景として平成21(2009)年に大幅に減少したもの

の、その後は大幅に増加し、平成24(2012)年時点で1,565億8,700万円と、従業者数と同様

に最も高くなっています。 

 １事業所あたりの製造品出荷額等を近隣11市と比べると、平成24(2012)年時点で本市は

101,024万円と11市中７番目に高い状況にあります。 
 

図表 工業関連の事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移（各年12月31日現在） 

（出典）統計ひだか（経済産業省「工業統計調査」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

注）「平成23年工業統計調査」は中止のため、「平成24年経済センサス－活動調査」で製造業に関する調査事項を把握し

ている。 
 

図表 １事業所あたり製造品出荷額の都市間比較（平成24年２月１日現在） 

（出典）埼玉県統計課ＨＰ「経済センサス-活動調査 製造業に関する調査結果」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順
位 市名 事業所数

従業者数
（人）

製造品出荷額
（万円）

1事業所当たり製造
品出荷額（万円）

1 狭山市 202 15,533 90,934,405 450,170
2 川越市 554 23,029 82,037,222 148,082
3 ふじみ野市 119 5,299 15,895,418 133,575
4 入間市 313 12,060 38,711,659 123,679
5 鶴ヶ島市 72 2,909 7,953,152 110,460
6 東松山市 139 6,146 14,978,264 107,757
7 日高市 155 5,914 15,658,662 101,024
8 坂戸市 127 5,148 11,723,877 92,314
9 飯能市 132 3,428 7,926,014 60,046
10 所沢市 309 8,571 14,944,093 48,363
11 富士見市 65 973 2,203,649 33,902
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注１）従業者４人以上の事業所について集計。 

注２）事業所とは、一般的に工場、製作所、製造所あるいは加工所などと呼ばれているような、一区画を占めて主として製

造又は加工を行っているものをいう。 

注３）製造品出荷額等は平成23年の１年間の金額（消費税等うち国消費税額を含む）。 

 

 

 本市の卸売業・小売業事業所数は、昭和63(1988)年の478事業所をピークに減少傾向にあり、

平成24(2012)年時点で291事業所となっています。一方、従業者数は、年により増減はある

ものの、平成24(2012)年時点で2,425人と、昭和51(1976)年に比べて約２倍に増えており、

１事業所あたりの規模が拡大している状況にあります。年間商品販売額は、平成３(1991)

年の556億円をから減少傾向にあったものの、平成16(2004)年以降増加を続け、平成

24(2012)年は586億9,400万円と過去最高となっています。 

 平成24(2012)年時点の事業所数、従業者数、年間商品販売額のいずれも、近隣11市に比べ

て最も低い状況にあります。 

 店舗面積1,000㎡を超える大規模小売店舗の立地状況を県内40市と比べると、平成27年４月

１日時点で本市は店舗数が５店舗で最も少なく、人口1,000人あたりの売り場面積では第35

位となっています。 

図表 卸売業・小売業事業所数、従業者数、年間商品販売額の推移 

（出典）統計ひだか（経済産業省「商業統計調査報告書」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）昭和54、57年の飲食店には、酒場等の飲み屋は含まれない。平成3年は、飲食店については行わなかった。 

注２）「平成21年商業統計調査」は中止のため、「平成24年経済センサス－活動調査」で商業に関する調査事項を把握し

ている。  
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図表 事業所数、従業者数、年間商品販売額の都市間比較（平成24年２月１日現在） 

（出典）経済産業省「経済センサス-活動調査 卸売業、小売業、産業編（市区町村代表）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

注１）管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所は含まない。 

注２）法人組織及び個人経営の事業所の合計で、事業所数及び従業者数は平成24年2月1日現在の数値。 

注３）年間商品販売額は、平成23年1月1日から平成23年12月31日までの1年間の当該事業所における有体商品の販売

額をいう。 

 

図表 大規模小売店舗市町村別出店状況（平成27年４月１日現在） 

（出典）埼玉県「大規模小売店舗名簿（平成26年４月）」 

 

 

  

店舗数 面積（㎡）

人口1,000人
あたり大規模
小売店舗面

積（㎡）

店舗数 面積（㎡）

人口1,000人
あたり大規模
小売店舗面

積（㎡）

1 東松山市 90,113 22 133,586 1,482 21 加須市 112,146 13 85,909 766
2 幸手市 52,529 19 71,398 1,359 22 川越市 349,920 54 256,927 734
3 三郷市 135,574 19 182,328 1,345 23 新座市 162,217 28 118,950 733
4 久喜市 151,910 28 203,738 1,341 24 蕨市 71,639 10 51,874 724
5 羽生市 55,011 6 69,722 1,267 25 行田市 82,400 18 57,176 694
6 入間市 148,584 29 183,536 1,235 26 深谷市 142,211 24 98,024 689
7 鶴ケ島市 70,223 17 80,937 1,153 27 吉川市 69,343 10 47,627 687
8 本庄市 79,492 13 87,105 1,096 28 川口市 573,166 82 377,862 659
9 ふじみ野市 111,024 19 120,508 1,085 29 草加市 246,219 33 160,187 651
10 北本市 67,136 17 65,897 982 30 戸田市 132,354 16 84,299 637
11 熊谷市 198,674 44 194,726 980 31 狭山市 152,373 17 92,748 609
12 越谷市 333,689 44 320,311 960 32 志木市 71,983 10 43,702 607
13 さいたま市 1,255,198 183 1,069,031 852 33 坂戸市 101,527 21 58,631 577
14 桶川市 73,906 12 62,342 844 34 所沢市 342,399 46 185,562 542
15 飯能市 81,275 12 67,299 828 35 日高市 56,779 5 28,468 501
16 春日部市 233,616 33 191,725 821 36 和光市 82,504 8 33,622 408
17 上尾市 224,917 35 184,562 821 37 八潮市 86,093 8 28,491 331
18 鴻巣市 117,936 19 95,285 808 38 白岡市 51,308 7 11,385 222
19 秩父市 63,537 14 50,729 798 39 富士見市 108,938 10 17,874 164
20 蓮田市 62,189 12 49,370 794 40 朝霞市 134,137 10 21,763 162

市名
推計人口
（H27.4.1）

大規模小売店舗大規模小売店舗

順
位

市名
推計人口
（H27.4.1）

順
位

順位 市名
事業所数
（事業所）

順位 市名
従業者数

（人）
順位 市名

年間商品
販売額

（百万円）

1 川越市 1,976 1 川越市 17,768 1 川越市 614,353
2 所沢市 1,636 2 所沢市 14,781 2 所沢市 440,385
3 入間市 855 3 入間市 7,842 3 入間市 197,082
4 狭山市 847 4 狭山市 7,267 4 狭山市 192,840
5 東松山市 696 5 東松山市 5,437 5 東松山市 126,422
6 飯能市 567 6 鶴ヶ島市 4,458 6 鶴ヶ島市 115,011
7 坂戸市 513 7 ふじみ野市 4,189 7 ふじみ野市 97,611
8 ふじみ野市 500 8 坂戸市 4,003 8 坂戸市 93,494
9 富士見市 457 9 飯能市 3,956 9 飯能市 80,931
10 鶴ヶ島市 381 10 富士見市 3,580 10 富士見市 63,166
11 日高市 291 11 日高市 2,425 11 日高市 58,694
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（単位：千人）

うち、観光農
業客

1 川 越 市 6,097 0 0 56 1,551 1,220 2,142 753 375 344 0
2 所 沢 市 5,163 0 106 0 384 619 834 2,119 37 37 1,065
3 日 高 市 4,299 268 309 3 603 0 88 287 2,742 0 0
4 飯 能 市 2,787 561 175 49 120 84 163 537 124 68 975
5 東 松 山 市 2,601 31 29 21 630 0 195 736 18 18 941
6 狭 山 市 1,451 8 126 4 34 439 579 191 71 71 0
7 入 間 市 1,293 64 0 6 94 552 263 284 0 0 29
8 坂 戸 市 793 0 20 0 22 0 321 378 53 0 0
9 富 士 見 市 612 0 0 36 87 6 168 313 3 3 0

10 ふ じ み 野 市 315 0 8 0 13 3 289 0 0 0 3
11 鶴 ヶ 島 市 101 0 22 0 13 0 65 1 0 0 0

産業観光客 その他観光客数
順
位

市名
ハイキング及

び登山客
花見客及び
紅葉狩り客

釣り客

寺社参拝及
び文化財・天
然記念物見

学客

遊園地客
各種行事・ま
つり見学客

スポーツ客

＜観光＞ 

 本市の入込観光客数総数は、平成26(2014)年時点で約356万2千人であり、目的別に見ると

特に買い物や食等の都市型観光が約６割（約221万9千人）と最も高い割合を占めています。

次いで、文化・歴史が16.1％（57万4千人）、自然が15.2％（54万3千人）、スポーツ・レ

クリエーションが3.5％（12万6千人）、行祭事・イベントが2.8％（9万8千人）と続いてい

ます。 

 近隣11市と比べると平成22(2010)年時点での観光客数は、川越市及び所沢市に次いで多く、

上位２市に比べて産業観光やハイキング・登山、花見・紅葉狩りなどが多いといった特徴

があります。産業観光としては、特に市内に立地する株式会社埼玉種畜牧場・サイボクハ

ム本店の敷地内に立地する体験施設や飲食などの集客効果が大きく、ハイキングや花見と

しては、巾着田や日和田山を中心とした集客効果によるものと考えられます。 

図表 目的別入込観光客数の推移 

（出典）日高市産業振興課「観光入込客数報告書」（平成23～25年）、 

同「月別 観光入込客 延べ人数」（平成26年） 

 

 

 

 

 

 

図表 利用別入込観光客数の都市間比較 

（出典）埼玉県「平成22年入込観光客『推計』調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千人）

自然 文化・歴史 温泉・健康
スポーツ・レ
クリエーショ

ン

都市型観光
－買物・食

等－
その他

平成23年 3,766 590 384 0 122 2,578 0 90
平成24年 3,680 605 409 0 108 2,475 0 81
平成25年 3,711 605 414 0 112 2,496 0 81
平成26年 3,562 543 574 0 126 2,219 0 98

年
行祭事・イ

ベント
観光客数

観光地点

図表 サイボクハムのエリアマップ 

（出典）株式会社 埼玉種畜牧場・サイボクハムホームページ 

図表 巾着田内の様子 

（出典）日高市巾着田管理事務所ホームページ 
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＜農業＞ 

 本市の平成22(2010)年時点での農家数は521戸、農家就業人口は787人であり、いずれも減

少傾向が続いています。昭和40(1965)年に比べると、農家数は約４分の１程度、農家就業

人口は約５分の１程度まで減少しています。 

 第２種兼業農家の占める割合が急速に増えており、平成22(2010)年時点で約６割を占めて

います。また、経営耕地面積の割合では、樹園地が大幅に減った一方、畑が占める割合は、

平成22(2010)年時点で約７割と大幅に増えています。 

図表 農家総数と就業人口（各年２月１日現在） 

（出典）統計ひだか（農林水産省「農林業センサス」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 農家数の内訳の推移（各年２月１日現在） 

（出典）統計ひだか（農林水産省「農林業センサス」） 
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図表 経営耕地面積の推移（各年２月１日現在） 

（出典）統計ひだか（農林水産省「農林業センサス」） 
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（２）男女別産業人口の状況 

―製造業や医療・福祉、建設業、運輸・郵便業は、 

県に比べて就業人口の構成比が高い状況にあります― 

 平成22（2010）年時点における本市の就業人口27,492人のうち、産業大分類別では製造業

の就業人口が21.9％（6,008人）と最も多く、次いで卸売業、小売業が14.1％（3,888人）、

医療・福祉が10.8％（2,957人）と続いています。男女別に見ると、男性では製造業や卸売

業・小売業、建設業、運輸業・郵便業が多いのに対し、女性では医療・福祉、卸売業・小

売業、製造業の順に多くなっています。 

 就業人口が多く、産業別特化係数（本市の産業別の就業人口比率／埼玉県の当該産業の就

業人口比率）が１を超えているものとしては、製造業及び医療・福祉では男女とも、建設

業及び運輸業・郵便業の男性が挙げられ、県に比べて就業人口の構成比が高い状況にあり

ます。 

 それらの就業人口を年齢別に見ると、男性の建設業、製造業、運輸業・郵便業では、30歳

～44歳と55歳～64歳の年齢層が最も多く、医療・福祉では25歳～39歳までが最も多い状況

にあります。また、女性の製造業では、男性と同様に30～44歳と55～64歳の年齢層が最も

多く、医療・福祉では20歳～39歳までが最も多い状況にあります。 

 

図表 日高市の産業別就業人口及び産業特化係数 

（出典）総務省「平成22年国勢調査」 
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図表 男女別・５歳階級別の産業別就業人口（平成 22 年） 

（出典）総務省「平成22年国勢調査」 

単位：［人］ 
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総　　　数 16,157 183 832 1,291 1,702 2,193 1,688 1,323 1,358 1,910 1,863 1,078 466 176 67 27
農業，林業 459 1 10 15 22 23 18 13 19 51 65 64 56 54 30 18
漁業 1 - - - - - - - 1 - - - - - - -
鉱業，採石業，砂利採取業 4 - - - - - 1 1 1 1 - - - - - -
建設業 1,739 22 54 118 188 280 202 127 110 191 255 123 52 11 5 1
製造業 4,179 38 219 366 475 591 490 383 392 530 397 201 74 15 5 3
電気・ガス・熱供給・水道業 97 - 5 4 8 18 11 13 15 11 7 4 1 - - -
情報通信業 393 2 15 55 55 56 50 32 30 43 32 19 2 2 - -
運輸業，郵便業 1,572 3 45 95 179 247 214 144 124 196 190 106 26 2 1 -
卸売業，小売業 1,809 40 154 186 201 266 168 123 123 191 174 107 48 17 10 1
金融業，保険業 231 - 9 16 10 27 19 32 26 43 36 10 3 - - -
不動産業，物品賃貸業 304 4 9 19 29 28 26 18 17 30 59 33 20 8 3 1
学術研究，専門・技術サービス業 505 - 9 27 38 54 47 43 57 64 91 52 16 7 - -
宿泊業，飲食サービス業 417 24 57 42 37 51 29 19 31 27 50 31 12 7 - -
生活関連サービス業，娯楽業 510 5 45 66 57 56 48 27 37 41 50 51 15 10 2 -
教育，学習支援業 580 11 21 30 34 41 38 64 75 128 92 30 11 5 - -
医療，福祉 702 6 49 86 108 110 54 55 48 48 66 44 23 3 2 -
複合サービス事業 71 - - 2 7 15 12 10 11 5 9 - - - - -
サービス業（他に分類されないもの） 1,002 4 32 52 88 110 96 75 65 120 157 118 67 15 3 -
公務（他に分類されるものを除く） 828 - 25 41 69 111 86 103 121 136 83 29 18 5 1 -
分類不能の産業 754 23 74 71 97 109 79 41 55 54 50 56 22 15 5 3
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総　　　数 11,335 194 977 1,120 1,176 1,343 1,148 999 1,018 1,331 1,139 541 207 81 40 21
農業，林業 259 - 4 4 9 8 12 9 19 35 39 48 25 20 18 9
漁業 - - - - - - - - - - - - - - - -
鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - - - -
建設業 311 2 8 23 29 39 31 34 23 42 40 32 5 2 1 -
製造業 1,829 19 77 147 195 272 226 160 176 242 209 65 30 10 1 -
電気・ガス・熱供給・水道業 13 - - - - 6 1 2 1 1 1 - 1 - - -
情報通信業 135 1 25 34 22 14 10 10 8 5 3 3 - - - -
運輸業，郵便業 361 2 13 11 45 50 47 40 35 54 44 16 3 1 - -
卸売業，小売業 2,079 69 244 227 224 228 194 181 182 240 171 68 30 11 7 3
金融業，保険業 276 2 18 58 23 28 31 32 26 31 16 10 1 - - -
不動産業，物品賃貸業 154 - 10 22 11 17 11 8 12 15 20 15 8 3 2 -
学術研究，専門・技術サービス業 209 1 11 30 28 42 17 24 14 11 22 9 - - - -
宿泊業，飲食サービス業 834 49 82 60 69 80 78 48 66 114 115 52 14 3 1 3
生活関連サービス業，娯楽業 727 9 68 48 64 62 75 57 55 100 113 48 19 5 2 2
教育，学習支援業 628 4 57 58 50 67 65 82 85 86 48 14 7 3 2 -
医療，福祉 2,255 13 252 285 285 274 221 211 221 226 167 69 26 5 - -
複合サービス事業 58 - 4 8 10 6 9 5 9 4 2 1 - - - -
サービス業（他に分類されないもの） 436 2 19 27 31 53 39 37 35 61 66 44 15 7 - -
公務（他に分類されるものを除く） 249 - 10 15 14 35 36 22 32 33 26 17 7 2 - -
分類不能の産業 522 21 75 63 67 62 45 37 19 31 37 30 16 9 6 4
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図表 日高市の年齢階級別産業人口（平成22年） 

（出典）国勢調査 
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金融業，保険業【男性】

金融業，保険業【女性】

不動産業，物品賃貸業【男性】

不動産業，物品賃貸業【女性】

学術研究，専門・技術サービス業【男性】

学術研究，専門・技術サービス業【女性】

宿泊業，飲食サービス業【男性】

宿泊業，飲食サービス業【女性】

生活関連サービス業，娯楽業【男性】

生活関連サービス業，娯楽業【女性】

教育，学習支援業【男性】
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医療，福祉【男性】

医療，福祉【女性】
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サービス業（他に分類されないもの）【男性】

サービス業（他に分類されないもの）【女性】

公務（他に分類されるものを除く）【男性】
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（３）本市における企業誘致の動き 

―積極的な企業誘致の展開により、 

15年間で約100件の企業の呼び込みにつながっています― 

 本市では平成10(1998)年から企業誘致担当を設置し、積極的に企業誘致を進めてきました。

平成26(2014)年12月１日時点で102件の開発許可を行っています。 

図表 平成10(1998)年以降の開発許可件数の推移 

（平成10年４月からの開発許可件数102件、約72.3ヘクタール)平成26年12月1日現在 

対象エリア 種別 件数 

高萩北部周辺地域（57件） 工場 38件 

倉庫 14件 

事務所 3件 

店舗 2件 

狭山日高インターチェンジ周辺地域（40件） 工場 14件 

倉庫 26件 

上鹿山地域（1件） 倉庫 1件 

その他地域（4件） 工場 4件 

 

 市東部には首都圏中央連絡自動車道（圏央道）が通り、圏央鶴ヶ島インターチェンジ（関

越自動車道練馬インターチェンジから19分）、狭山日高インターチェンジ（中央自動車道

八王子ジャンクションから24分、東名高速道路海老名ジャンクションから46分）に近接し

ており、国道407号や県道、都市計画道路等の交通網が充実し、企業活動を行う上で交通ア

クセスに優れています。また、圏央道は、関越自動車道・中央自動車道・東名高速道路間

が結ばれており、さらに平成27(2015)年度には、東北自動車道にも接続が完了され、新た

な企業の呼び込みに向けた活動を推進しています。 
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図表 日高市の土地利用方針図 

（出典）日高市「日高市都市計画マスタープラン」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①高萩北部周辺地域 

圏央道の圏央鶴ヶ島インターチェンジに近接する地

域（約225ヘクタール）です。この地域では、先端技

術産業系の工場や小規模な小売業を営む店舗の

立地等による産業系新市街地地域としての整備を

進めています。 都市計画道路原宿旭ヶ丘線の全線

開通等により賑わいが感じられるまちになってきて

います。 

②狭山日高インターチェンジ周辺地域 

圏央道の狭山日高インターチェンジに近接する地域

（約150ヘクタール）です。この地域では、インターチ

ェンジ周辺という立地条件を生かして、大規模流通

業務施設や製造業等の企業立地による工業系地

域としての整備を進めています。 

③上鹿山地域 

圏央道の狭山日高インターチェンジから県道日高

狭山線1本(約3キロメートル)でアクセスできる地域

（八高線以東約50ヘクタール）です。この地域では、

既存工場周辺への大規模流通業務施設等の企業

立地による工業系地域としての整備を進めます。 
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 土地利用の動向分析 ２－６．

（１）利用区分別の土地利用の状況 

―山林や畑などの豊かな緑に囲まれたまちである一方、 

田・畑など農地の宅地化も進んでいます― 

 本市の平成27(2015)年度における利用区分別の土地面積の構成は、山林が25.7％（面積

1,219.3ha）で最も多く、次いで畑が21.5％（1,023.0ha）、宅地が18.9％（901.4ha）と続

いています。平成17年と平成27年の土地利用分類ごとの構成比を比較すると、宅地が16.1％

から18.9％に2.8ポイント（135.1ha）増加しているのに対して、畑は24.0％から21.5％に

3.5ポイント（114.8ha）減小するなど、農用地から宅地への土地利用転換も見られます。 

図表 日高市の土地利用比率（カッコ内は面積（ha）） 

（出典）統計ひだか（日高市税務課） 
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（２）用途地域等の指定状況 

―市街化区域は市域全体の約13％にとどまり、 

そのうち「住居系用途」が８割を占めています― 

 平成25(2013)年８月９日現在の市街化区域は、市域全体の13.48％（面積640.0ha）にとど

まります。 

 住宅、商業、工業など市街地の土地利用を定め、それぞれの目的に応じて建築することが

できる建物の種類と規模が決められている用途地域の構成では、第一種低層住居専用地域2

が5.71％（271.3ha）と最も大きな割合を占めています。さらに第一種住居地域3が2.19％

（103.8ha）、第一種中高層住居専用地域4が1.86％（88.1ha）と住居系用途が多くを占める

中、次いで工業専用地域5が1.18％（55.8ha）と続いています。 

 用途地域の指定状況について近隣11市と比べると、市街化区域面積に占める用途地域の構

成比は、それぞれ割合の高い方から見て、住居系の割合は80.3％で第７位、商業系の割合

は2.8％で第10位、工業系が16.9％で第５位となっており、工業系用途が狭山市、飯能市、

坂戸市及び鶴ヶ島市に次いで高い状況にあります。 

 

図表 用途地域等の指定状況 

（出典）統計ひだか（日高市都市計画課）平成25年８月９日 

 
 
 

 
 

                                                

 
2 低層住宅の良好な環境を守るための地域であり、小規模な店舗や事務所を兼ねた住宅、小・中学校等が建築できる。 
3 住居の環境を保護するため定める地域であり、店舗や事務所、学校や図書館、病院、老人ホーム等が建築できる。 
4 中高層住宅の良好な環境を守るための地域であり、病院や大学、延床面積500㎡までの一定の店舗等が建築できる。 
5 工業の業務の利便の増進を図る地域であり、住居の建設ができない。 

面積
（ha)

対総面積
構成比
（％）

4,748 100.0
640.0 13.48

4,108.0 86.52
第一種低層住居専用地域 271.3 5.71
第二種低層住居専用地域 4.0 0.08
第一種中高層住居専用地域 88.1 1.86
第二種中高層住居専用地域 27.1 0.57
第一種住居地域 103.8 2.19
第二種住居地域 7.5 0.16
準住居地域 10.6 0.22

512.4 10.79
近隣商業地域 12.2 0.26
商業地域 5.7 0.12

商業系用途地域 17.9 0.38
準工業地域 15.3 0.32
工業地域 37.0 0.78
工業専用地域 55.8 1.18

工業系用途地域 108.1 2.28
1.1 0.2無指定地域

都市計画区域
区域
区分

市街化区域
市街化調整区域

地域
区分

住居系用途地域
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図表 市街化区域面積に占める用途地域の構成比の都市間比較 

（出典）国土交通省「平成24年度都市計画現状調査」（平成24年３月31日現在） 
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（３）地価の動向 

―近隣市に比べて地価が安く、近年ではさらに地価下落が目立ちます― 

 平成16(2004)年から平成25(2013)年における住宅地及び商業地の地価の推移を見ると、住

宅地では平成16年の8.1万円／㎡から減少を続けており、平成25(2013)年には5.4万円／㎡

と約７割程度まで落ち込んでいます。一方、商業地の地価は平成20年まではほぼ一定で推

移していたものの、平成21年以降減少が続いており、平成20(2008)年の9.4万円／㎡から平

成25(2013)年には7.8万円／㎡と約８割程度まで落ち込んでいる状況にあります。 

 平成25(2013)年時点における本市の住宅地及び商業地の地価を近隣11市と比べると、住宅

地では、近隣11市中第10位であり、最も高いふじみ野市の16.5万円／㎡の３分の１程度と

なっています。商業地では最も低く、最も高い富士見市の45.9万円／㎡の６分の１程度に

とどまります。 

 

図表 日高市の住宅地及び商業地の平均価格の推移 

（出典）埼玉県開発指導課「埼玉県地価調査」（各年７月１日現在） 

 

 

  

81
78 77 76 76

72
69

66
64

54

94 94 93 94 94

89

86

82
79

78

30

40

50

60

70

80

90

100

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

住宅地 商業地
（千円/㎡）



 
 

90 
 

図表 住宅地平均価格（平成25年７月１日現在）の都市間比較 

（出典）埼玉県土地水政策課「埼玉県地価調査」 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 商業地平均価格（平成25年７月１日現在）の都市間比較 

（出典）埼玉県土地水政策課「埼玉県地価調査」 
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（４）市街地開発事業の実施状況 

―宅地の利用増進や都市機能の充実を図るため、 

土地区画整理事業を推進しています― 

 本市では、高麗川駅及び武蔵高萩駅周辺の土地利用を促進するとともに、周辺市街地の住

みよい住環境整備を目的として、市内４地区において土地区画整理事業を施行しています。

平成27年現在、「武蔵高萩駅北土地区画整理事業」を除く３地区の事業が完了しており、

「武蔵高萩駅北土地区画整理事業」について、未利用地の有効活用を促進しています。 

 

図表 日高市における土地区画整理事業実施箇所 

（出典）日高市 
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図表 日高市における土地区画整理事業一覧 

（出典）日高市 

事業名 

①川越都市計画事業高麗

川駅西口土地区画整理

事業 

②川越都市計画事業武

蔵高萩駅北土地区画

整理事業 

③川越都市計画事業明

婦土地区画整理事業 

④寺脇土地区画整理事

業 

施行者 日高市 日高市 
日高市明婦土地区画 

整理組合 

日高市寺脇土地区画 

整理組合 

施行面積 約40.3ｈａ 約41.4ｈａ 約6.4ｈａ 約1.4ｈａ 

都市計画

決定 

昭和58年１月25日（当初）、

昭和60年11月15日（変更）

平成10年10月16日（変更） 

平成４年11月27日 平成7年１月10日 ― 

計画人口 4,030人 4,140人 570人 110人 

用途地域

等 

第一種住居地域、第二種住

居地域、準住居地域、近隣

商業地域、商業地域 

第一種低層住居専用地

域、第一種中高層住居専

用地域、第一種住居地

域、準住居地域、近隣商

業地域 

第一種低層住居専用地

域、準住居地域 

第一種低層住居専用地

域 

防火地域 防火地域、準防火地域 準防火地域 ― ― 

地区計画 

建築物等の用途の制限、建

築物の敷地面積の最低限

度、壁面の位置、建築物等

の高さの最高限度、かき又

はさくの構造の制限 

建築物等の用途の制限、

建築物の延べ面積の敷

地面積に対する割合の最

高限度、建築物の敷地面

積の最低限度、建築物の

建築面積に対する割合の

最高限度、壁面の位置の

制限、かき又はさくの構造

の制限 

建築物等の用途の制限、

建築物の敷地面積の最

低限度、壁面の位置の制

限、かき又はさくの構造の

制限、建築物の形態又は

意匠の制限 

建築物等の用途の制限、

建築物の敷地面積の最

低限度、壁面の位置の制

限、かき又はさくの構造の

制限 

公園 5カ所、約12,200㎡ 6カ所、約12,420㎡ 2カ所 １箇所 

都市計画

道路 

3･4･26高萩猿田線（幅員

16m、延長約143m）、3･4･32

高 麗 川 駅 前 通 線 （ 幅 員

18m、延長約406m、高麗川

駅西口駅前交通広場 面積

2,100㎡）、3･5･37上鹿山山

根 線 （ 幅 員 15m 、 延 長 約

771m）、3･5･41高麗川中央

通 線 （ 幅 員 12m 、 延 長 約

635m）、3 ･5･42新堀通線

（幅員12m、延長約298m） 

3･4･35高萩駅北通線（幅

員18m、延長約624m、武

蔵高萩駅北駅前交通広

場面積 3000㎡）、3･4･36

高 萩 日 高 団 地線 （幅 員

16m、延長約246m）、3･4･

49別所通線（幅員16m、延

長約589m）、3･4･50旭ヶ

丘南通線（幅員16m、延長

約323m） 

3･4･26高萩猿田線（幅員

16m、延長約143m） 
無 

事業施行

期間 
昭和58年度～平成25年度 平成5年度～平成30年度 平成7年度～平成15年度 平成8年度～平成13年度 

保留地処

分の状況 
100％（付保留地を含む） 11.0% 100%（付保留地を含む） 一般(100%) 
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第３節 将来人口の推計 

地方創生に向けた今後のまちづくりのあり方を検討する上で、基本的な前提条件の１つとして、

国から提供されるデータとワークシートの活用等によって、４つのパターンによる将来人口の推計

値を整理します。 

パターン１は、国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠したもの。パターン２は、日本創成

会議の推計に準拠したもの。パターン３は、埼玉県の提供する人口推計ツールを活用したもので、

国勢調査に基づく推計値です。パターン４は、住民基本台帳に基づく本市の独自推計です。 

本市では、平成15年から平成21年にかけて市街化調整区域における規制緩和や土地区画整理事業

などの影響により転入超過の状況にあったことから、平成17年から平成22年の人口は大幅に増加し

ています。この期間を起点とする国勢調査に基づく推計では、将来の純移動率等の設定に当たり、

過去の人口急増期の影響を加味しなければなりません。そのため、本市ではパターン４として、開

発等による転入超過が落ち着いた平成22年から平成27年の人口を基に独自推計を行い、過去の開発

による人口急増の影響を除外し、今後新たな開発を行わない場合に、どの程度の人口が将来見込め

るかを把握することとします。 

 

図表 推計パターンの概要 

（資料）「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口推計について 

（平成26年10月20日、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局） 

推計パターン 基準年 推計年 

パターン１：国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠 

 ○主に平成17（2005）年～22（2010）年の人口の動向を勘案し、将来

の人口を推計。 

○移動率は、今後、全域的に縮小すると仮定 

＜出生に関する仮定＞ 

・原則として、平成22（2010）年の全国の子ども女性比（15～49歳女

性人口に対する０～４歳人口の比）と、各市町村の子ども女性比と

の比をとり、その比が平成27（2015）年以降72（2060）年まで一定

として市町村ごとに仮定。 

＜死亡に関する仮定＞ 

・原則として、55～59歳⇒60～64歳以下では、全国と都道府県の

平成17（2005）年⇒22（2010）年の生残率の比から算出される生

残率を都道府県内市町村に対して一律に適用。 

・60～64歳⇒65～69歳以上では、上述に加えて、都道府県と市町

村の平成12（2000）年⇒17（2005）年の生残率の比から算出され

る生残率を市町村別に適用 

＜移動率に関する仮定＞ 

・原則として、平成17（2005）年～22（2010）年の国勢調査（実績）に

基づいて算出された移動率が、平成27（2015）年～32（2020）年ま

でに定率で0.5倍に縮小し、その後はその値を平成47（2035）年

～72（2060）年まで一定と仮定。 

 

 

 

 

平成22

（2010）年 

平成27（2015）年 

32（2020）年 

37（2025）年 

42（2030）年 

47（2035）年 

52（2040）年 

57（2045）年 

62（2050）年 

67（2055）年 

70（2060）年 
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推計パターン 基準年 推計年 

パターン２：日本創成会議の推計に準拠 

 ○国立社会保障・人口問題研究所の推計をベースに、移動に関し

て異なる仮定を設定。 

＜出生・死亡に関する仮定＞ 

・パターン１と同様。 

＜移動率に関する仮定＞ 

・全国の移動総数が、国立社会保障・人口問題研究所の平成22

（2010）年～27（2015）年の推計値から縮小せずに、平成47

（2035）年～52（2040）年までおおむね同水準で推移すると仮定。

（国立社会保障・人口問題研究所の推計に比べて、純移動率（の

絶対値）が大きな値となる。 

 

平成22

（2010）年 

平成27（2015）年 

32（2020）年 

37（2025）年 

42（2030）年 

47（2035）年 

52（2040）年 

パターン３：埼玉県の提供する人口推計ツールを活用 

 ○国立社会保障・人口問題研究所の推計をベースに、移動に関し

て異なる仮定を設定。 

＜出生・死亡に関する仮定＞ 

・パターン１と同様。 

＜移動率に関する仮定＞ 

・平成17（2005）年～22（2010）年における純移動率が平成37

（2025）年まで同水準で推移すると仮定。 

・ただし、本市の場合、当該期間は大幅な転入超過にあったことか

ら、パターン１及びパターン２に比べて推計値が大きな値となる。

そのため参考値として取り扱う。 

 

平成22

（2010）年 

平成27（2015）年 

32（2020）年 

37（2025）年 

パターン４：独自推計 

 ○住民基本台帳人口をベースとして、日高市で独自に出生や移動

の仮定を設けた推計。 

 

平成27

（2015）年 

平成27（2015）年 

32（2020）年 

37（2025）年 

42（2030）年 

47（2035）年 

52（2040）年 

57（2045）年 

62（2050）年 

67（2055）年 

70（2060）年 
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 住民基本台帳人口に基づく独自推計［パターン４］ ３－１．

（１）推計方法 

 人口増減の要因には、出生・死亡による自然動態と、転入・転出による社会動態があり、

地域の特性や社会経済環境などの変化により、人口が変動します。そのため、人口増減の

要因を明らかにするためには、自然増減と社会増減に分けて整理分析することが必要です。

将来人口の推計は、自然動態と社会動態を個別に分析し、総合的に実施する必要がありま

す。 

 本推計では、全数調査を基本とする住民基本台帳データに基づき、修正コーホート要因法

による推計を基本としながら、出生率及び社会動態に関して、いくつかの条件設定を行い、

将来人口の推計を行います。 

 

＜修正コーホート要因法とは＞ 

 コーホート要因法とは、ある期間において、コーホート（同じ年（又は同じ期間）に生ま

れた人々の集団）が、期間の始めと終わりで集団規模が変化する要因を、自然動態（出生・

死亡による増減）と社会動態（転入・転出による増減）のそれぞれ要因別に分けて推計し、

将来の人口を推計する方法です。 

 具体的には、人口を男女別・年齢別に区分し、別途設定された男女別・年齢別の生残率に

よって、翌年の１歳年長の人口を求め、同じ操作を繰り返すことにより、将来人口を推計

します。 

 新たに出生する人口は、女性の年齢別出生率と出生性比を年齢別の女性人口に乗じて、男

女別出生数を求めた上で、出生時人口から０歳時人口への生残率を乗じて０歳人口を算出

します。 

 推計で使用する生残率等の数値は、国立社会保障・人口問題研究所が国勢調査の実施年に

合わせて発表する５年間ごとの数値であるため、本推計では、コーホート要因法を５年間

の推計に適合するように修正した「修正コーホート要因法」を利用します。 

 修正コーホート要因法により人口を推計するためには、基準年の年齢別人口のほか、本市

における将来の男女別・５歳階級別の生残率、女性の５歳階級別出生率等の多くの副次的

調査や要因分析が必要となるため、本調査では、近似値として以下の数値を使用します。 
 

 将来の女性５歳階級別出生率：国立社会保障・人口問題研究所が発表している全国の

合計特殊出生率仮定値（平成 24年１月推計）を過去の全国と本市の合計特殊出生率増

減率で補正した値 
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図表 将来人口の推計フロー（修正コーホート要因法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①日高市の基準年人口
（男女別・５歳階級別人口）

男女別・５歳階級別の推計人口

男女別・年齢別の
推計人口

②男女別・年齢別の将来生残率

③男女別・５歳階級別の純移動率

15～49歳女性の推計人口

④女性の５歳階級別出生率

⑤出生性比

０歳の男女別推計人口

推計の仮定値

推計結果

（男女別・各歳別人口） 

男女別・各歳別の純移動率 

男女別・各歳別の推計人口 
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生残率・男
H22→
H27

H27→
H32

H32→
H37

H37→
H42

H42→
H47

H47→
H52

0～4歳→5～9歳 0.99924 0.99935 0.99942 0.99948 0.99953 0.99957
5～9歳→10～14歳 0.99962 0.99967 0.99970 0.99972 0.99974 0.99976
10～4歳→15～19歳 0.99911 0.99920 0.99927 0.99932 0.99937 0.99941
15～19歳→20～24歳 0.99779 0.99795 0.99808 0.99818 0.99826 0.99834
20～24歳→25～29歳 0.99716 0.99729 0.99739 0.99748 0.99755 0.99762
25～29歳→30～34歳 0.99676 0.99690 0.99701 0.99710 0.99719 0.99726
30～34歳→35～39歳 0.99582 0.99603 0.99620 0.99635 0.99647 0.99659
35～39歳→40～44歳 0.99402 0.99433 0.99458 0.99479 0.99499 0.99515
40～44歳→45～49歳 0.99087 0.99137 0.99176 0.99210 0.99240 0.99265
45～49歳→50～54歳 0.98593 0.98666 0.98723 0.98772 0.98814 0.98849
50～54歳→55～59歳 0.97789 0.97902 0.97990 0.98064 0.98127 0.98182
55～59歳→60～64歳 0.96408 0.96592 0.96735 0.96859 0.96968 0.97063
60～64歳→65～69歳 0.95089 0.95368 0.95587 0.95779 0.95950 0.96103
65～69歳→70～74歳 0.92002 0.92444 0.92786 0.93082 0.93341 0.93568
70～74歳→75～79歳 0.85897 0.86741 0.87409 0.87986 0.88488 0.88928
75～79歳→80～84歳 0.75693 0.77088 0.78211 0.79205 0.80091 0.80885
80～84歳→85～89歳 0.63410 0.65405 0.67007 0.68441 0.69731 0.70896
85歳以上→90歳以上 0.42588 0.44425 0.45942 0.47320 0.48575 0.49720

生残率・女
H22→
H27

H27→
H32

H32→
H37

H37→
H42

H42→
H47

H47→
H52

0～4歳→5～9歳 0.99922 0.99932 0.99938 0.99944 0.99949 0.99954
5～9歳→10～14歳 0.99962 0.99966 0.99969 0.99972 0.99974 0.99976
10～4歳→15～19歳 0.99946 0.99950 0.99953 0.99956 0.99958 0.99960
15～19歳→20～24歳 0.99895 0.99900 0.99904 0.99908 0.99911 0.99914
20～24歳→25～29歳 0.99858 0.99865 0.99870 0.99876 0.99880 0.99885
25～29歳→30～34歳 0.99820 0.99831 0.99839 0.99847 0.99854 0.99860
30～34歳→35～39歳 0.99749 0.99765 0.99777 0.99788 0.99798 0.99808
35～39歳→40～44歳 0.99648 0.99668 0.99685 0.99700 0.99712 0.99724
40～44歳→45～49歳 0.99482 0.99512 0.99537 0.99558 0.99577 0.99594
45～49歳→50～54歳 0.99218 0.99263 0.99299 0.99330 0.99359 0.99384
50～54歳→55～59歳 0.98868 0.98930 0.98980 0.99024 0.99063 0.99097
55～59歳→60～64歳 0.98407 0.98492 0.98559 0.98619 0.98671 0.98718
60～64歳→65～69歳 0.97863 0.97991 0.98092 0.98180 0.98258 0.98328
65～69歳→70～74歳 0.96790 0.97028 0.97220 0.97389 0.97539 0.97674
70～74歳→75～79歳 0.93162 0.93637 0.94021 0.94358 0.94657 0.94925
75～79歳→80～84歳 0.87197 0.88136 0.88895 0.89565 0.90164 0.90703
80～84歳→85～89歳 0.80036 0.81788 0.83198 0.84442 0.85548 0.86538
85歳以上→90歳以上 0.50094 0.51802 0.53202 0.54460 0.55595 0.56622

（２）推計の諸条件設定 

①将来生残率の設定 

 国勢調査に基づき、国立社会保障・人口問題研究所が推計した、日本の地域別将来推計人

口（平成25年３月推計）から、本市の男女別・５歳階級別の将来生残率仮定値を、男女別・

５歳階級別に組み換えて本推計に用いるものとします。 

図表 日高市男女別・５歳階級別生残率仮定値 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「将来の生残率、純移動率、 

子ども女性比と０-４歳性比-『日本の地域別将来推計人口』」（平成25年３月推計） 
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②純移動率の設定 

 推計の基準年である平成27年１月１日時点までの直近５年間における５歳階級別の社会動

態を「純移動率」として算定するものとします。 
 

図表 男女別各歳別純移動率 

 

 

出生 1 ▲ 0.05208 0.00000 45 50 0.02524 ▲ 0.00952

出生 2 0.08794 0.39474 46 51 0.00351 0.02198
出生 3 0.14184 0.11111 47 52 0.01465 0.01091

出生 4 0.08333 0.16544 48 53 0.01075 0.00997

0 5 0.09615 0.08772 49 54 0.01767 0.03237

1 6 0.18828 0.05344 50 55 0.02256 ▲ 0.00980
2 7 0.06716 0.10788 51 56 0.02932 ▲ 0.03509
3 8 0.04437 0.03896 52 57 0.02564 ▲ 0.00690

4 9 0.04797 0.06589 53 58 0.06709 0.02432

5 10 ▲ 0.00775 0.00678 54 59 0.01609 0.01202

6 11 ▲ 0.00357 0.03187 55 60 0.03526 0.02651
7 12 0.00000 ▲ 0.00717 56 61 0.03090 0.03580
8 13 ▲ 0.00365 ▲ 0.01717 57 62 0.03972 0.00620

9 14 0.01056 0.01931 58 63 0.03162 0.04440

10 15 ▲ 0.01901 0.01376 59 64 0.05179 0.00676

11 16 0.00352 0.03557 60 65 0.02152 0.01951
12 17 ▲ 0.00781 0.03286 61 66 0.03333 0.01111
13 18 0.01695 ▲ 0.00727 62 67 0.02448 0.00000

14 19 ▲ 0.06000 0.04622 63 68 0.01500 0.01826

15 20 ▲ 0.01938 ▲ 0.01860 64 69 0.03523 0.00529

16 21 0.00000 ▲ 0.01132 65 70 0.05287 ▲ 0.00219
17 22 ▲ 0.04215 0.08943 66 71 0.01674 0.02479
18 23 ▲ 0.08300 ▲ 0.10196 67 72 0.01232 0.02009

19 24 ▲ 0.11552 ▲ 0.05098 68 73 ▲ 0.01293 0.00723

20 25 ▲ 0.14047 ▲ 0.10417 69 74 0.05612 ▲ 0.00777

21 26 ▲ 0.10140 ▲ 0.11783 70 75 ▲ 0.00313 0.01434
22 27 ▲ 0.14377 ▲ 0.15238 71 76 0.02888 0.03484
23 28 ▲ 0.15260 ▲ 0.30128 72 77 0.00000 ▲ 0.00358

24 29 ▲ 0.15060 ▲ 0.07000 73 78 0.00797 0.02308

25 30 ▲ 0.04308 ▲ 0.14907 74 79 0.03382 0.00000

26 31 ▲ 0.11966 ▲ 0.12085 75 80 0.01613 0.01000
27 32 ▲ 0.08587 ▲ 0.00629 76 81 ▲ 0.00649 ▲ 0.01493
28 33 ▲ 0.03636 ▲ 0.10227 77 82 0.00000 ▲ 0.00541

29 34 ▲ 0.05660 ▲ 0.15512 78 83 ▲ 0.02256 0.01818

30 35 0.03857 ▲ 0.01479 79 84 ▲ 0.05983 ▲ 0.05422

31 36 0.01985 ▲ 0.06888 80 85 ▲ 0.04819 0.02963
32 37 ▲ 0.04087 ▲ 0.05185 81 86 ▲ 0.12658 0.02500
33 38 0.02055 ▲ 0.00240 82 87 ▲ 0.01493 ▲ 0.06618

34 39 0.04367 ▲ 0.00696 83 88 ▲ 0.29032 ▲ 0.07377

35 40 0.00000 0.01014 84 89 ▲ 0.16327 ▲ 0.12397

36 41 0.04208 0.01313 85歳以上 90歳以上 ▲ 0.25735 ▲ 0.01695

37 42 0.05675 ▲ 0.01319
38 43 0.03326 0.05528

39 44 ▲ 0.03696 ▲ 0.00243

40 45 0.03667 ▲ 0.04457
41 46 0.00234 0.06422
42 47 ▲ 0.01415 0.02500
43 48 0.03101 0.00365

44 49 0.00293 0.03636

男性純移動率 女性純移動率
期首
年齢

期末
年齢

男性純移動率 女性純移動率
期首
年齢

期末
年齢
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③合計特殊出生率、出産可能年齢５歳階級別の出生率構成比の設定 

 国勢調査に基づき国立社会保障・人口問題研究所が平成24年１月に推計した、全国の合計

特殊出生率仮定値を基本として、本市の合計特殊出生率に全国の合計特殊出生率仮定値（中

位）の増減率の補正値を乗じた値を、将来の合計特殊出生率仮定値として用います。 

 なお、女性５歳階級別出生率は、平成25年時点における本市の母親の年齢階級別出生率に

準じるものとします。ただし、近年の本市の出生率は、市外で出産して転入してくる傾向

にあることから、実質ベースでの合計特殊出生率6として1.31を仮定し、推計の基礎に用い

るものとします。 

図表 埼玉県と日高市の合計特殊出生率の比較 

（出典）埼玉県「平成26年保健統計年報」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）合計特殊出生率は、出生率計算の際の分母の人口数を、出産可能年齢（15～49歳）の女性に限定し、 

各年齢の出生率を足し合わせ、一人の女性が生涯、何人の子どもを産むのかを推計したもの。 

 

図表 日高市の出産可能年齢５歳階級別出生率（平成25年） 

（出典）埼玉県「埼玉県の合計特殊出生率」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                

 
6 市外で生まれて転入してきた子どもも、市内で生まれたものと仮定した場合の実質ベースによる合計特殊出生率 

日高市
母親の年齢階級

別出生率
15～19歳 0.0329
20～24歳 0.1358
25～29歳 0.3016
30～34歳 0.3898
35～39歳 0.1940
40～44歳 0.0556
45～49歳 0.0032

合計特殊出生率 1.11302
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④男児比の設定 

 本推計では平成17年度から平成22年度までの本市における新生児の男児比の平均値が、将

来も続くものと仮定し、男児比を0.508と設定します。 

図表 日高市出生者推移と男児比 

（出典）日高市市民生活部市民課 

 

 

 

 

 

 

 

⑤開発に伴う社会増の設定 

 本市では駅周辺において土地区画整理事業を推進し、宅地の利用増進を図っていることか

ら、これらの事業推進により今後見込まれる転入者数を推計結果に加算することとします。

推計方法は次のとおりです。 

図表 土地区画整理事業に伴う転入人口の算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①市内の土地区画整理事業にお
ける計画人口

②土地区画整備事業エリア内にお
ける既存人口（H27.1.1時点）

③土地区画整理事業に伴う新規
増加人口

⑤土地区画整理事業に伴う市外
からの転入人口

④市外からの転入率（50％と
仮定）
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（３）独自推計による推計値 

 本市の人口は、平成23年をピークに減少傾向が続いており、平成27年以降もこの減少傾向

は続くものと見込まれます。平成27年時点の総人口は57,249人、10年後の平成37年には対

平成27年比で1.4％減（▲815人）の56,434人、20年後の平成47年には同11.2％減（▲6,423

人）の50,826人、平成57年には同22.3％減（▲12,735人）の44,514人、平成67年には同32.3％

減（▲18,490人）の38,759人に減少するものと見込まれます。 

 年齢区分別の内訳を見ると、生産年齢人口及び年少人口は減少が続くものと見込まれます。

平成27年時点における生産年齢人口の割合は59.6％であるのに対し、平成72年には46.2％

と13.4ポイント減少し、実数ベースでは半数以下に縮小するものと推計されます。また、

年少人口の割合は、平成27年時点で13.1％であるのに対し、平成72年には9.5％と3.6ポイ

ント減少し、実数ベースでは約４割程度に縮小するものと見込まれます。 

 一方、老年人口のうち65歳から74歳までの人口は、平成29年をピークに減少するものと見

込まれますが、本市の人口ボリュームゾーンを形成している団塊世代が後期高齢期に入る

とともに、75歳以上の人口は急増し、平成43年をピークに減少に転じると見込まれます。

75歳以上の老年人口の割合は、平成27年時点で10.2％程度であるのに対し、平成72年時点

では31.6％を占めるものと見込まれます。 

 社会保障制度が変わらないものと仮定した場合、平成27年時点では65歳以上の高齢者１人

に対し、15歳から64歳までの生産年齢世代２人で支えている状態であるのに対し、平成72

年時点では生産年齢世代１人が高齢者１人を支える肩車型構造となるものと考えられます。 

 

図表 平成72年までの年齢４区分別将来人口の見込み 
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図表 平成72年までの年齢４区分別将来人口の見込み 各年詳細 

 
 

  

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年

総数 57,666 57,881 57,817 57,554 57,505 57,249 57,235 57,214 57,183 57,421 57,462 57,366 57,266
0～14歳 7,703 7,704 7,738 7,715 7,583 7,475 7,381 7,323 7,224 7,144 7,010 6,816 6,638
15～64歳 37,779 37,564 37,026 35,937 35,142 34,141 33,541 32,964 32,555 32,443 32,195 31,993 31,892
65歳～74歳 7,693 7,931 8,136 8,669 9,251 9,819 10,068 10,203 10,169 10,029 9,995 10,014 9,859
75歳以上 4,491 4,682 4,917 5,233 5,529 5,814 6,245 6,724 7,235 7,805 8,263 8,543 8,877
0～14歳 13.4% 13.3% 13.4% 13.4% 13.2% 13.1% 12.9% 12.8% 12.6% 12.4% 12.2% 11.9% 11.6%
15～64歳 65.5% 64.9% 64.0% 62.4% 61.1% 59.6% 58.6% 57.6% 56.9% 56.5% 56.0% 55.8% 55.7%
65歳～74歳 13.3% 13.7% 14.1% 15.1% 16.1% 17.2% 17.6% 17.8% 17.8% 17.5% 17.4% 17.5% 17.2%
75歳以上 7.8% 8.1% 8.5% 9.1% 9.6% 10.2% 10.9% 11.8% 12.7% 13.6% 14.4% 14.9% 15.5%
総数 ― 0.4% -0.1% -0.5% -0.1% -0.4% 0.0% 0.0% -0.1% 0.4% 0.1% -0.2% -0.2%
0～14歳 ― 0.0% 0.4% -0.3% -1.7% -1.4% -1.3% -0.8% -1.4% -1.1% -1.9% -2.8% -2.6%
15～64歳 ― -0.6% -1.4% -2.9% -2.2% -2.8% -1.8% -1.7% -1.2% -0.3% -0.8% -0.6% -0.3%
65歳～74歳 ― 3.1% 2.6% 6.6% 6.7% 6.1% 2.5% 1.3% -0.3% -1.4% -0.3% 0.2% -1.5%
75歳以上 ― 4.3% 5.0% 6.4% 5.7% 5.2% 7.4% 7.7% 7.6% 7.9% 5.9% 3.4% 3.9%

平成35年 平成36年 平成37年 平成38年 平成39年 平成40年 平成41年 平成42年 平成43年 平成44年 平成45年 平成46年 平成47年

総数 57,160 56,806 56,434 55,865 55,349 54,861 54,358 53,852 53,182 52,592 51,992 51,422 50,826
0～14歳 6,450 6,216 6,067 5,857 5,659 5,475 5,354 5,297 5,121 5,005 4,874 4,804 4,756
15～64歳 31,876 31,673 31,447 31,241 30,988 30,806 30,547 30,150 29,784 29,513 29,032 28,533 27,992
65歳～74歳 9,299 8,736 8,115 7,557 7,137 6,775 6,525 6,342 6,211 6,090 6,263 6,371 6,564
75歳以上 9,536 10,182 10,804 11,210 11,565 11,805 11,931 12,063 12,067 11,984 11,824 11,715 11,513
0～14歳 11.3% 10.9% 10.8% 10.5% 10.2% 10.0% 9.8% 9.8% 9.6% 9.5% 9.4% 9.3% 9.4%
15～64歳 55.8% 55.8% 55.7% 55.9% 56.0% 56.2% 56.2% 56.0% 56.0% 56.1% 55.8% 55.5% 55.1%
65歳～74歳 16.3% 15.4% 14.4% 13.5% 12.9% 12.3% 12.0% 11.8% 11.7% 11.6% 12.0% 12.4% 12.9%
75歳以上 16.7% 17.9% 19.1% 20.1% 20.9% 21.5% 21.9% 22.4% 22.7% 22.8% 22.7% 22.8% 22.7%
総数 -0.2% -0.6% -0.7% -1.0% -0.9% -0.9% -0.9% -0.9% -1.2% -1.1% -1.1% -1.1% -1.2%
0～14歳 -2.8% -3.6% -2.4% -3.5% -3.4% -3.3% -2.2% -1.1% -3.3% -2.3% -2.6% -1.4% -1.0%
15～64歳 0.0% -0.6% -0.7% -0.7% -0.8% -0.6% -0.8% -1.3% -1.2% -0.9% -1.6% -1.7% -1.9%
65歳～74歳 -5.7% -6.1% -7.1% -6.9% -5.6% -5.1% -3.7% -2.8% -2.1% -1.9% 2.8% 1.7% 3.0%
75歳以上 7.4% 6.8% 6.1% 3.8% 3.2% 2.1% 1.1% 1.1% 0.0% -0.7% -1.3% -0.9% -1.7%

平成48年 平成49年 平成50年 平成51年 平成52年 平成53年 平成54年 平成55年 平成56年 平成57年 平成58年 平成59年 平成60年

総数 50,105 49,488 48,851 48,247 47,614 46,903 46,300 45,715 45,118 44,514 43,849 43,295 42,754
0～14歳 4,672 4,637 4,579 4,565 4,563 4,513 4,493 4,447 4,433 4,420 4,352 4,313 4,246
15～64歳 27,358 26,615 25,862 25,073 24,209 23,508 22,741 22,161 21,502 20,971 20,514 20,003 19,608
65歳～74歳 6,837 7,187 7,611 8,048 8,465 8,654 9,030 9,059 9,138 9,100 8,870 8,627 8,291
75歳以上 11,238 11,049 10,799 10,562 10,378 10,229 10,035 10,047 10,045 10,023 10,113 10,352 10,608
0～14歳 9.3% 9.4% 9.4% 9.5% 9.6% 9.6% 9.7% 9.7% 9.8% 9.9% 9.9% 10.0% 9.9%
15～64歳 54.6% 53.8% 52.9% 52.0% 50.8% 50.1% 49.1% 48.5% 47.7% 47.1% 46.8% 46.2% 45.9%
65歳～74歳 13.6% 14.5% 15.6% 16.7% 17.8% 18.5% 19.5% 19.8% 20.3% 20.4% 20.2% 19.9% 19.4%
75歳以上 22.4% 22.3% 22.1% 21.9% 21.8% 21.8% 21.7% 22.0% 22.3% 22.5% 23.1% 23.9% 24.8%
総数 -1.4% -1.2% -1.3% -1.2% -1.3% -1.5% -1.3% -1.3% -1.3% -1.3% -1.5% -1.3% -1.2%
0～14歳 -1.8% -0.7% -1.2% -0.3% 0.0% -1.1% -0.4% -1.0% -0.3% -0.3% -1.5% -0.9% -1.6%
15～64歳 -2.3% -2.7% -2.8% -3.1% -3.4% -2.9% -3.3% -2.6% -3.0% -2.5% -2.2% -2.5% -2.0%
65歳～74歳 4.2% 5.1% 5.9% 5.7% 5.2% 2.2% 4.3% 0.3% 0.9% -0.4% -2.5% -2.7% -3.9%
75歳以上 -2.4% -1.7% -2.3% -2.2% -1.7% -1.4% -1.9% 0.1% 0.0% -0.2% 0.9% 2.4% 2.5%

平成61年 平成62年 平成63年 平成64年 平成65年 平成66年 平成67年 平成68年 平成69年 平成70年 平成71年 平成72年

総数 42,202 41,646 41,000 40,445 39,880 39,326 38,759 38,074 37,472 36,853 36,256 35,634
0～14歳 4,198 4,155 4,066 3,998 3,899 3,827 3,766 3,669 3,597 3,502 3,437 3,384
15～64歳 19,197 18,798 18,508 18,226 17,968 17,709 17,438 17,255 17,095 16,900 16,671 16,473
65歳～74歳 7,909 7,494 7,078 6,645 6,347 5,979 5,751 5,455 5,123 4,911 4,723 4,515
75歳以上 10,898 11,198 11,348 11,577 11,666 11,811 11,804 11,695 11,657 11,540 11,425 11,263
0～14歳 9.9% 10.0% 9.9% 9.9% 9.8% 9.7% 9.7% 9.6% 9.6% 9.5% 9.5% 9.5%
15～64歳 45.5% 45.1% 45.1% 45.1% 45.1% 45.0% 45.0% 45.3% 45.6% 45.9% 46.0% 46.2%
65歳～74歳 18.7% 18.0% 17.3% 16.4% 15.9% 15.2% 14.8% 14.3% 13.7% 13.3% 13.0% 12.7%
75歳以上 25.8% 26.9% 27.7% 28.6% 29.3% 30.0% 30.5% 30.7% 31.1% 31.3% 31.5% 31.6%
総数 -1.3% -1.3% -1.6% -1.4% -1.4% -1.4% -1.4% -1.8% -1.6% -1.7% -1.6% -1.7%
0～14歳 -1.1% -1.0% -2.1% -1.7% -2.5% -1.8% -1.6% -2.6% -2.0% -2.6% -1.9% -1.5%
15～64歳 -2.1% -2.1% -1.5% -1.5% -1.4% -1.4% -1.5% -1.1% -0.9% -1.1% -1.4% -1.2%
65歳～74歳 -4.6% -5.2% -5.6% -6.1% -4.5% -5.8% -3.8% -5.2% -6.1% -4.1% -3.8% -4.4%
75歳以上 2.7% 2.8% 1.3% 2.0% 0.8% 1.2% -0.1% -0.9% -0.3% -1.0% -1.0% -1.4%
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 推計手法別の人口推計結果の比較 ３－２．

パターン１及びパターン２では、本市の人口は平成22(2010)年以降減少が続くものと見込まれ、

パターン１では平成52（2040）年時点で46,480人（対平成22(2010)年比▲19.1％、10,992人減）、

パターン２では平成52（2040）年時点で45,002人（▲21.7％、12,470人減）となるものと見込ま

れます。パターン１によると、平成72（2060）年時点では35,704人（対平成22(2010)年比▲37.9％、

21,768人減）と、平成22(2010)年の人口に比べて約４割減少するものと見込まれます。 

一方、パターン４では、本市の人口は平成32（2020）年に長期の減少傾向に推移するものと見

込まれます。平成52（2040）年時点で47,614人（対平成32（2020）年比▲17.1％、9,848人減）、

平成72（2060）年時点には35,634人（対平成32(2020)年比▲38.0％、21,828人減）となり、平成

32（2020）年に比べて約４割減となるものと推計されます。 

 

図表 パターン別の推計結果の比較 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１）推計パターンとしては、「パターン１（国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠）」、「パターン２（日本創生会議

の推計に準拠）」、「パターン３（埼玉県の提供する人口推計ツールを活用）」、「パターン４（独自推計）」の４つ。各パタ

ーンの詳細は、「第２節 将来人口の推計 ＜図表 推計パターンの概要＞」を参照。 

注２）パターン１から３までは、基準となる人口に国勢調査（平成22年）を採用。一方、本市の場合、平成24年以降に人口

が減少に転じたことから、パターン４として、基準となる人口に住民基本台帳人口（平成27年１月１日時点）を用いて独

自に推計を行った。 
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 人口の減少段階 ３－３．

日本における人口減少は、大きく分けて３段階を経て進行するとされています。 

第１段階は「老年人口の増加と生産・年少人口の減少」、第２段階は「老年人口の維持・微減

と生産・年少人口の減少」、第３段階は「老年・生産・年少人口の減少」という３つのプロセス

を経て人口が減少していくことが予測されています。全国では平成52（2040）年から第２段階に

移行すると予測されています。 

本市では、パターン４（独自推計）に基づく人口減少段階を整理すると、平成37(2025)年まで

は老年人口が急速に増える第１段階にありますが、その後、第２段階に移行して概ね横ばいとな

ったのち、平成57(2045)年以降には減少に転じるものと見込まれます。 

生産年齢人口及び年少人口は、ともに減少が続くものと推計されますが、平成37(2025)年から

平成57（2045）年にかけては、年少人口の減少速度が生産年齢人口の減少速度を上回るものと予

想されます。平成72(2060)年時点の年少人口及び生産年齢人口は、平成22(2010)年時点に比べて

約56％の減となります。 

図表 日高市における人口減少段階 

 
 

  

注）平成22（2010）年の人口を100とし、各年の人口を指数化して表示。  
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第４節 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

 自然増減、社会増減の影響度の分析 ４－１．

前項で整理した将来人口の推計パターンのうち、パターン４（独自推計）をベースとして、以

下に示すシミュレーションにより、将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度を分析します。 

シミュレーション１は、人口移動に関する仮定をパターン４と同じとして、出生に関する仮定

のみを変えているもので、シミュレーション１による平成52（2040）年、平成72（2060）年の総

人口を、パターン４による平成52（2040）年、平成72（2060）年の総人口で除して得られる数値

は、仮に出生率が人口置換水準まで上昇したとした場合、20年後又は40年後の人口がどの程度増

加したものになるのかを表し、この値が大きいほど出生の影響度が大きい（現在の出生率が低い）

ことを意味します。 

シミュレーション２は、出生の仮定をシミュレーション１と同じとして、人口移動に関する仮

定のみを変えているものであり、シミュレーション２による平成52（2040）年、平成72（2060）

年の総人口を、シミュレーション１による平成52（2040）年、平成72（2060）年の総人口で除し

て得られる数値は、仮に人口移動が均衡（移動がない場合と同じ）となった場合、20年後又は40

年後の人口がどの程度増減したものになるのかを表し、この値が大きいほど人口移動の影響度が

大きい（現在の転出超過が大きい）ことを意味します。 

図表 シミュレーションの概要 

（資料）「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口推計について 

（平成26年10月20日、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局） 

シミュレーションの概要 基準年 推計年 

シミュレーション１ 

 ○合計特殊出生率が平成42（2030）年までに人口置換水

準の2.07まで上昇すると仮定。 
平成22（2010）年 平成23（2011）年

～72（2060）年 

シミュレーション２ 

 ○合計特殊出生率が平成42（2030）年までに人口置換水

準の2.07まで上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ（均

衡）で推移すると仮定。 

平成22（2010）年 平成23（2011）年

～72（2060）年 

 

＜自然増減の影響度＞ 

・シミュレーション１の平成52（2040）年及び平成72（2060）年の総人口／パターン４の平成52

（2040）年及び平成72（2060）年の総人口の数値に応じて、以下の５段階に整理 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、「４」＝110～115％、 

「５」＝115％以上の増加  

 

＜社会増減の影響度＞ 

・シミュレーション２の平成52（2040）年及び平成72（2060）年の総人口／シミュレーション１

の平成52（2040）年及び平成72（2060）年の総人口の数値に応じて、以下の５段階に整理 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、「４」＝120～130％、 

「５」＝130％以上の増加 
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 本市の自然増減及び社会増減の影響度を見ると、社会増減の影響度は平成52（2040）年及

び平成72（2060）年ともに「２」であるのに対し、自然増減の影響度は平成52（2040）年

では「３」から平成72（2060）年には「５」まで上昇するものと見込まれます。 

 本市の場合、出生率の増加対策等は人口抑制により大きく効いてくるものと見込まれ、そ

の効果は特に、平成52（2040）年時点よりも後年度になるほど、大きく影響してくるもの

と考えられます。 

 

図表 平成52（2040）年におけるパターン４の自然増減・社会増減の影響度の分析 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の

影響度 

 シミュレーション１の平成 52 年推計人口＝51,338 人 

 パターン４の平成 52 年推計人口＝47,614 人 

⇒51,338 人／47,614 人＝107.8％ 

３ 

社会増減の

影響度 

 シミュレーション２の平成 52 年推計人口＝53,416 人 

 シミュレーション１の平成 52 年推計人口＝51,338 人 

⇒53,416 人／51,338 人＝104.0％ 

２ 

図表 平成72（2060）年におけるパターン４の自然増減・社会増減の影響度の分析 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の

影響度 

 シミュレーション１の平成 72 年推計人口＝43,608 人 

 パターン４の平成 72 年推計人口＝35,634 人 

⇒43,608 人／35,634 人＝122.4％ 

５ 

社会増減の

影響度 

 シミュレーション２の平成 72 年推計人口＝47,946 人 

 シミュレーション１の平成 72 年推計人口＝43,608 人 

⇒47,946 人／43,608 人＝109.9％ 

２ 
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図表 自然増減と社会増減の影響（将来） 

（出典）ＲＥＳＡＳ－地域経済分析システム、国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）自然増減の影響度：シミュレーション１の総人口／パターン１の総人口の数値に応じて、以下の5段階に整理。 

「１」＝100%未満、「２」＝100～105%、「３」＝105～110%、「４」＝110～115%、115%以上 

社会増減の影響度：シミュレーション２の総人口／シミュレーション１の総人口の数値に応じて、以下の5段階に整理。

「１」＝100%未満、「２」＝100～110%、「３」＝110～120%、「４」＝120～130%、130%以上。 

  

Ｈ52
（2040） 
日高市 

Ｈ72
（2060） 
日高市 
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 総人口の分析 ４－２．

パターン４の出生率が2.07まで上昇すると仮定したシミュレーション１では、平成52(2040)

年時点の人口で約3,700人、平成72(2060)年時点で約8,000人程度の人口減少の抑制が図れるもの

と見込まれます。さらに、転入・転出が起こらないものと仮定したシミュレーション２では、平

成52(2040)年時点で約5,800人、平成72(2060)年時点で約12,300人程度の人口減少を抑制する効果

があるものと考えられます。 

 

図表 総人口の推移 
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 人口構造の分析 ４－３．

パターン４の年齢階層別の人口動態を見ると、出生率を人口置換水準の2.07に引き上げたシミ

ュレーション１では、０～14歳人口の平成22(2010)年に対する減少率を、平成52（2040）年時点

で約９分の１程度に、平成72（2060）年時点で約７分の１程度まで抑えることができるものと考

えられます。 

社会移動が均衡するものと仮定したシミュレーション２では、平成52(2040)年時点の０～14

歳人口は平成22(2010)年に比べて2.4％増、うち０～４歳人口では6.1％増となるものと見込まれ

ます。この０～４歳人口は、平成72（2060）年時点でも3.6％増とプラスで推移するものと見込ま

れます。また、15～64歳人口は、パターン４及びシミュレーション１と同様に、平成22(2010)年

に比べてマイナスとなりますが、その減少率はパターン４に比べて平成52(2040)年時点で7.9ポイ

ント低く、平成72（2060）年時点では22.4ポイント低くなるものと見込まれ、減少率の大幅な抑

制につながると考えられます。この背景として、20～39歳女性人口の減少抑制が大きく寄与する

ものと考えられます。 

 

図表 パターン別・年齢区分別の推計結果（単位：人） 

 
 

図表 平成22（2010）年に対する人口増減率の年齢区分別比較（単位：％） 

 

 

  

うち0～4歳
人口

うち75歳以
上人口

現状値 7,703 2,499 37,779 12,184 4,491 7,455

パターン４ 4,563 1,424 24,209 18,843 10,378 4,165

シミュレーション１ 7,363 2,361 25,133 18,843 10,378 4,328

シミュレーション２ 7,890 2,651 27,215 18,311 10,582 4,921

パターン４ 3,384 958 16,473 15,778 11,263 2,776

シミュレーション１ 7,115 2,276 20,716 15,778 11,263 4,318

シミュレーション２ 7,445 2,589 24,919 15,582 10,810 5,162

将来推計

平成52
（2040）年

平成72
（2060）年

平成22（2010）年

住民基本台帳ベース
0～14歳人口

15～64
歳人口

65歳以上人口 20～39
歳女性
人口

うち0～4歳
人口

うち75歳以
上人口

パターン４ ▲ 40.8 ▲ 43.0 ▲ 35.9 54.6 131.1 ▲ 44.1

シミュレーション１ ▲ 4.4 ▲ 5.5 ▲ 33.5 54.6 131.1 ▲ 41.9

シミュレーション２ 2.4 6.1 ▲ 28.0 50.3 135.6 ▲ 34.0

パターン４ ▲ 56.1 ▲ 61.7 ▲ 56.4 29.5 150.8 ▲ 62.8

シミュレーション１ ▲ 7.6 ▲ 8.9 ▲ 45.2 29.5 150.8 ▲ 42.1

シミュレーション２ ▲ 3.4 3.6 ▲ 34.0 27.9 140.7 ▲ 30.8

将来推計

平成52
（2040）年

平成72
（2060）年

0～14歳人口
15～64
歳人口

65歳以上人口 20～39
歳女性
人口

住民基本台帳ベース
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 老年人口比率の変化 ４－４．

パターン４をベースとして老年人口比率の推移を見ると、平成22(2010)年の21.1％から平成

32(2020)年には31.8％と10年間で10.7ポイント増と急速に増加した後、平成47(2035)年までは微

増が続きます。その後再び増加を続け、平成67(2055)年の45.3％をピークに減少に転じるものと

見込まれます。 

シミュレーション１では出生率の上昇により老年人口比率が全体的に下がるとともに、ピーク

は平成62(2050)年の39.5％とパターン４よりも約５年早まるものと見込まれます。また、シミュ

レーション２では、社会動態がゼロとなることで老年人口比率はさらに下がり、ピークは平成

57(2045)年と10年早まるものと見込まれます。 

 

図表 老年人口比率の長期推計 
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パターン４ シミュレーション１ シミュレーション２
（％）

（年）

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年 平成57年 平成62年 平成67年 平成72年

総人口（人） 57,666 57,249 57,462 56,434 53,852 50,826 47,614 44,514 41,646 38,759 35,634

年少人口比率（％） 13.4 13.1 12.2 10.8 9.8 9.4 9.6 9.9 10.0 9.7 9.5
生産年齢人口比率（％） 65.5 59.6 56.0 55.7 56.0 55.1 50.8 47.1 45.1 45.0 46.2
老年人口比率（％） 21.1 27.3 31.8 33.5 34.2 35.6 39.6 43.0 44.9 45.3 44.3

75歳以上人口比率（％） 7.8 10.2 14.4 19.1 22.4 22.7 21.8 22.5 26.9 30.5 31.6
総人口（人） 57,666 57,249 57,751 57,313 55,566 53,541 51,338 49,232 47,367 45,555 43,608

年少人口比率（％） 13.4 13.1 12.6 12.1 12.6 13.4 14.3 15.1 15.3 15.7 16.3
生産年齢人口比率（％） 65.5 59.6 55.7 54.9 54.3 52.9 49.0 46.1 45.2 45.8 47.5
老年人口比率（％） 21.1 27.3 31.6 33.0 33.1 33.8 36.7 38.8 39.5 38.5 36.2

75歳以上人口比率（％） 7.8 10.2 14.3 18.9 21.7 21.5 20.2 20.4 23.6 25.9 25.8
総人口（人） 57,666 57,249 57,838 57,682 56,470 55,045 53,416 51,701 50,225 49,008 47,946

年少人口比率（％） 13.4 13.1 12.3 11.7 12.5 13.7 14.8 15.2 15.0 15.0 15.5
生産年齢人口比率（％） 65.5 59.6 56.3 55.9 55.3 54.0 50.9 49.5 49.9 51.0 52.0
老年人口比率（％） 21.1 27.3 31.4 32.5 32.2 32.2 34.3 35.3 35.0 34.0 32.5

75歳以上人口比率（％） 7.8 10.2 14.5 18.9 21.6 21.2 19.8 19.5 21.7 23.0 22.5

パターン４

シミュレー
ション１

シミュレー
ション２
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第５節 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 

 人口変化に伴う市の財政への影響 ５－１．

現状の傾向のままで人口が推移した場合、地域の経済社会を支える中心的な世代ともいえる生

産年齢人口の減少や、医療・福祉等の公共サービスの主たる受益者である老年人口の増加といっ

た人口構造の変化により、個人市民税や扶助費がどのように推移していくのかを整理します。 

本市の平成26(2014)年度時点における普通会計の歳入総額は200億6,000万円であり、平成

18(2006)年度から増加傾向にあります。主に国庫支出金や市債発行額の増加などの依存財源の増

加が影響しているものと考えられます。 

市税は平成16(2004)年度から平成19(2007)年度にかけて、担税世代の流入などを背景として増

加が見られましたが、平成19(2007)年度以降はほぼ横ばいで推移しており、今後は生産年齢人口

の減少により、市税収入も縮小することが懸念されます。 

図表 普通会計による歳入決算額の推移 

（出典）統計ひだか（日高市財政課） 
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本市の平成26(2014)年度時点における普通会計の歳出総額は189億4,300万円であり、平成

18(2006)年度から増加傾向にありますが、特に扶助費の増加が大きく影響しています。本市の扶

助費は平成18(2006)年度時点で18億900万円でしたが、平成26(2014)年度には約2.3倍の41億1,700

万円まで大幅に拡大しています。 

今後は高齢化のさらなる進行に伴い、社会保障関連にかかる費用負担が拡大していくものと見

込まれる中、財政規律を保てるよう、より一層の行財政改革や財源確保への取組が望まれます。 

図表 普通会計による歳出決算額の推移 

（出典）統計ひだか（日高市財政課） 
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 人口減少及び人口構成の変化に伴う公共施設の需給バランスの変化 ５－２．

 本市は、昭和40年代半ばから50年代にかけての人口急増を背景として、公営住宅や小学校・

中学校などの学校教育施設、市民文化施設などの公共建築物、道路や橋りょう、上下水道

などのインフラなど多くの公共施設を集中的に整備し、市民の暮らしの利便性や快適性の

確保に努めてきました。 

 こうした公共施設は物理的な劣化の進行は避けられないことから、安全に利用できるよう

施設機能を維持していくためには、劣化の進行状況を見ながら、適宜大規模改修や建て替

えなどを行っていく必要があります。平成25年度に本市と一般財団法人地方自治研究機構

でまとめた「将来推計と市民ニーズを踏まえた公共施設管理に関する調査研究」によると、

本市の公共施設等の年間更新費用は、直近５年間の平均投資額と比較して、今後は約３倍

が必要になるものと見込んでいます。 

 今後のさらなる少子化・高齢化、人口減少により、税収の縮減、さらには高齢者の暮らし

を支える社会保障にかかる負担の拡大が見込まれ、厳しい財政運営を行っていかなければ

ならなくなります。そうした中、現在保有する全ての公共施設を、老朽化に対応した理想

的な水準で維持更新していくことは、財政上困難になるものと予想されます。平成44年以

降、主に学校の建て替えなどに伴う更新費用のピークを迎えることとなりますが、市民サ

ービスを可能な限り維持しつつ施設総量を減らしていくという、いまだかつて自治体が経

験したことのない取組を、今後進めていくことが必要となります。 

 公共施設を集中整備してきた時期に比べ、人口構造は大きく変化していくものと見込まれ

ます。人口減少や年齢構成の変化によって、公共施設に求められるニーズは変化するもの

と考えられます。今後は、地域によっては児童数・生徒数が大幅に減り、教室数に余裕が

出てくる地域があったり、一方でファミリー層の転入で子どもが増えた地域では、教室数

が不足したりなど、公共施設の需要と供給のバランスの変化にも対応していくことが必要

となります。 

図表 公共施設の更新費用の見込み 

（出典）日高市、一般財団法人地方自治研究機構「将来推計と市民ニーズを踏まえた 

公共施設管理に関する調査研究（平成26年３月）」 
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 人口減少に伴う空き家の増加 ５－３．

 適切な管理が行われていない空き家は、防災、衛生、景観等の観点で周辺住民の生活環境

に悪影響を及ぼす恐れがあることから、本市では空き家等が管理不全な状態となることを

防止するとともに、生活環境の保全及び防犯のまちづくりの推進に寄与することを目的と

して、平成25年(2013)年11月に「日高市空き家等の適正管理に関する条例」を施行しまし

た。その後、国では平成27(2015)年２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」を施

行しました。これにより、保安上著しく危険ないし衛生上有害な特定空き家等に対して、

立入調査や除却、修繕等の措置の指導・助言・勧告・命令、さらには行政代執行（所有者

が命令に従わない場合や所有者が不明な場合）の措置をとることができるようになりまし

た。 

 総務省の住宅・土地統計調査によると、全国の空き家は昭和40年代以降、増加し続けてい

ます。平成25（2013）年時点での空き家戸数は820万戸に上り、５年前に比べて8.3％（63

万戸）増加しています。総住宅数に占める空き家の割合（以下、空き家率）も、昭和38（1963）

年の2.5％から一貫して上昇を続け、平成25（2013）年には13.5％まで増加しています。 

図表 全国の総住宅数、空き家数及び空き家率の推移 

（出典）総務省｢平成25年住宅・土地統計調査｣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市における空き家数は、平成25（2013）年10月１日時点で2,310戸、空き家率は9.9％で

あり、県内40市の平均値を下回り、26番目となっています。しかしながら、空き家率は平

成20(2008)年時点の7.8％から５年間で2.1ポイント増加しており、空き家の増減率は県内

40市中５番目に高い状況にあります。 

 一時居住用や販売用等を除いた「その他の住宅」を対象とした空き家率は平成25(2013)年

時点で4.8％であり、県内40市中11番目に高い状況にあります。また、平成20(2008)年時点

の3.4％に比べて1.4ポイント増加しており、その他の住宅の空き家率の増加は、同じく県

内40市中11番目に高くなっています。 
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 今後の高齢化の進行や人口減少を背景として、空き家数はさらに増加することが予想され

ることから、利活用等を含めた対策を今後も引き続き講じていくことが必要です。 

 

図表 空き家及び空き家率の比較（空き家率増減の高位順） 

（出典）総務省｢住宅・土地統計調査（各年10月１日現在）｣ 

 
注）川口市は、平成平成23年に合併した旧川口市、鳩ヶ谷市の合算値 

加須市は、平成22年に合併した旧加須市、騎西町・北川辺町・大利根町の合算値 

久喜市は、平成22年に合併した旧久喜市、鷲宮町、栗橋町、菖蒲町の合算値 

白岡市は、平成24年10月１日より白岡町から市制施行 

 

  

増減率
（％）

増減
（ポイント）

増減率
（％）

1 和光市 37,660 44,700 18.7 3,130 5,940 89.8 8.3 13.3 5.0 蕨市 2.1 6.0 3.9
2 深谷市 53,760 60,460 12.5 4,870 8,320 70.8 9.1 13.8 4.7 深谷市 2.9 6.8 3.9
3 ふじみ野市 46,570 51,080 9.7 5,290 7,580 43.3 11.4 14.8 3.5 3 本庄市 4.7 7.2 2.5
4 羽生市 20,700 22,610 9.2 2,170 2,880 32.7 10.5 12.7 2.3 4 和光市 2.6 5.0 2.4
5 日高市 21,470 23,240 8.2 1,670 2,310 38.3 7.8 9.9 2.2 5 飯能市 3.4 5.7 2.2

桶川市 28,590 31,890 11.5 2,400 3,290 37.1 8.4 10.3 1.9 6 白岡市 2.1 4.1 2.0
鴻巣市 47,000 50,760 8.0 4,360 5,650 29.6 9.3 11.1 1.9 7 幸手市 2.4 4.3 1.9
蓮田市 24,810 26,190 5.6 2,200 2,800 27.3 8.9 10.7 1.8 8 富士見市 1.9 3.7 1.8
北本市 27,200 28,740 5.7 2,070 2,700 30.4 7.6 9.4 1.8 9 熊谷市 5.0 6.7 1.7

10 熊谷市 84,020 88,850 5.7 10,550 12,660 20.0 12.6 14.2 1.7 10 蓮田市 3.6 5.2 1.6
11 蕨市 34,460 38,300 11.1 4,180 5,240 25.4 12.1 13.7 1.6 11 日高市 3.4 4.8 1.4

坂戸市 44,980 50,880 13.1 5,480 6,970 27.2 12.2 13.7 1.5 12 羽生市 3.8 5.0 1.2
東松山市 37,720 41,510 10.0 4,230 5,270 24.6 11.2 12.7 1.5 13 八潮市 2.1 3.2 1.1
本庄市 34,680 39,150 12.9 4,910 5,970 21.6 14.2 15.2 1.1 14 朝霞市 1.4 2.4 1.0
川口市 251,170 275,640 9.7 25,710 31,170 21.2 10.2 11.3 1.1 上尾市 2.1 3.0 0.9

16 朝霞市 58,750 66,760 13.6 5,230 6,640 27.0 8.9 9.9 1.0 狭山市 3.2 4.0 0.9
17 幸手市 21,400 22,630 5.7 1,760 2,060 17.0 8.2 9.1 0.9 志木市 2.8 3.7 0.9

志木市 31,120 33,010 6.1 2,970 3,420 15.2 9.5 10.4 0.8 鴻巣市 3.4 4.2 0.8
越谷市 136,570 148,710 8.9 14,240 16,680 17.1 10.4 11.2 0.8 桶川市 2.9 3.8 0.8
上尾市 93,300 96,600 3.5 7,850 8,710 11.0 8.4 9.0 0.6 吉川市 2.2 2.6 0.4

鶴ヶ島市 30,860 33,030 7.0 3,420 3,850 12.6 11.1 11.7 0.6 所沢市 2.3 2.7 0.4
八潮市 31,380 37,040 18.0 2,550 3,210 25.9 8.1 8.7 0.5 北本市 3.1 3.5 0.4
狭山市 66,410 69,640 4.9 7,320 7,990 9.2 11.0 11.5 0.5 久喜市 3.1 3.5 0.4
三郷市 54,820 58,850 7.4 4,840 5,460 12.8 8.8 9.3 0.4 秩父市 8.0 8.4 0.3
新座市 67,490 72,850 7.9 6,030 6,820 13.1 8.9 9.4 0.4 川口市 1.9 2.1 0.3

26 吉川市 24,050 26,050 8.3 1,680 1,840 9.5 7.0 7.1 0.1 加須市 4.4 4.7 0.3
27 戸田市 55,510 62,630 12.8 6,160 6,820 10.7 11.1 10.9 ▲ 0.2 三郷市 1.7 1.9 0.2

行田市 34,560 35,220 1.9 4,380 4,370 ▲ 0.2 12.7 12.4 ▲ 0.3 坂戸市 2.4 2.7 0.2
所沢市 150,910 160,850 6.6 15,000 15,440 2.9 9.9 9.6 ▲ 0.3 29 行田市 4.9 5.0 0.1
白岡市 18,340 19,810 8.0 1,520 1,550 2.0 8.3 7.8 ▲ 0.5 30 さいたま市 2.8 2.8 ▲ 0.0
加須市 33,310 44,680 34.1 3,480 4,440 27.6 10.4 9.9 ▲ 0.5 31 新座市 2.9 2.8 ▲ 0.1
飯能市 33,130 34,090 2.9 3,870 3,760 ▲ 2.8 11.7 11.0 ▲ 0.7 32 草加市 3.0 2.5 ▲ 0.5

春日部市 99,570 104,820 5.3 11,210 11,020 ▲ 1.7 11.3 10.5 ▲ 0.7 越谷市 4.0 3.2 ▲ 0.8
34 さいたま市 524,620 569,560 8.6 56,540 56,280 ▲ 0.5 10.8 9.9 ▲ 0.9 鶴ヶ島市 3.0 2.2 ▲ 0.8
35 久喜市 61,990 64,060 3.3 6,060 5,630 ▲ 7.1 9.8 8.8 ▲ 1.0 春日部市 3.9 3.1 ▲ 0.8
36 草加市 111,450 115,910 4.0 13,200 12,470 ▲ 5.5 11.8 10.8 ▲ 1.1 36 戸田市 2.5 1.6 ▲ 0.9
37 秩父市 29,230 29,330 0.3 5,470 5,110 ▲ 6.6 18.7 17.4 ▲ 1.3 37 東松山市 4.6 3.5 ▲ 1.1
38 富士見市 48,550 51,370 5.8 5,380 4,900 ▲ 8.9 11.1 9.5 ▲ 1.5 38 ふじみ野市 4.8 3.4 ▲ 1.3
39 川越市 138,980 159,000 14.4 17,510 17,500 ▲ 0.1 12.6 11.0 ▲ 1.6 39 入間市 4.7 3.0 ▲ 1.7
40 入間市 62,420 62,320 ▲ 0.2 7,500 4,640 ▲ 38.1 12.0 7.4 ▲ 4.6 40 川越市 3.9 1.2 ▲ 2.8
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年

市名
順
位

その他の住宅

順
位

市名

空き家率（％）

平成20
年

平成25
年
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 本市のまちづくりに対する市民意向 ５－４．

本市のまちづくりに関する市民の意向を把握し、「第５次日高市総合計画後期基本計画」及び

「日高市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に向けて、重要な基礎情報として活用するこ

とを目的に平成26(2014)年６月に市民意向調査を実施しました。この調査では20歳以上の市民の

中から無作為抽出した2,000人を対象に、郵送による配布・回収により実施し、有効回収数は1,129

票、回収率56.5％となっています。 

 

（１）回答者の基本属性 

 回答者の性別は、男性と女性がそれぞれ半数程度となっています。 

 年齢は、「60歳代」が30.9％と最も多く、次いで「70歳以上」が22.1％、「50歳代」が14.5％

と続いており、これらを合計した「50歳以上」が回答者全体の約７割を占めています。 

 居住年数は、「20年以上」が67.6％と最も多く、９割は５年以上本市に居住しています。 

 居住地区は、「武蔵台・横手台地区」、「高麗地区」、「高麗川地区」、「高根地区（高

麗川南）」、「高萩北地区」、「高萩地区」の６地区の区分により調査し、それぞれおお

むね同程度の割合で回答が得られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

武蔵台・

横手台

地区

18.5%

高麗地区

16.5%

高麗川

地区

18.6%

高根地区

(高麗川南)

12.0%

高萩北

地区

13.8%

高萩地区

19.1%

無回答

1.4%

N=1,129

５年未満

8.0%

５年以上

10年未満

11.0%

10年以上

20年未満

12.3%

20年以上

67.6%

無回答

1.2%

N=1,129

男性

47.7%女性

51.6%

無回答

0.7%

N=1,129

20歳代

6.1%

30歳代

11.5%

40歳代

14.0%

50歳代

14.5%

60歳代

30.9%

70歳以上

22.1%

無回答

0.8%

N=1,129

【性別】 【年齢】 

【居住地区】 【居住年数】 
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（２）まちへの愛着度 

－「自分のまち」としての愛着を感じている人の割合は約７割に及ぶ－ 
 

 本市に対する「自分のまち」としての愛着度を見ると、「とても愛着を感じている（24.3％）」、

「どちらかというと愛着を感じている（46.1％）」を合わせた“愛着を感じている”とい

う人が全体の約７割を占めています。一方、「愛着を感じていない（2.9％）」、「あまり

愛着を感じていない（8.1％）」を合わせた“愛着を感じていない”という人は１割程度に

とどまっており、本市に対して愛着を感じている人の割合の方が高い状況にあります。 

 平成21(2009)年度調査と比較すると、“愛着を感じている”という人の割合は、平成21年

度が69.2％であったのに対し、今回の調査では70.4％と1.2ポイント微増しています。さら

に、“愛着を感じていない”という人の割合は、平成21(2009)年度が13.9％であったのに

対し、今回の調査では11.0％と2.9ポイント減少しています。 

 年齢別で“愛着を感じている”という人の割合を見ると、60歳代が75.6％と最も高く、次

いで30歳代の73.9％、20歳代の72.5％の順で高い割合を占めています。その一方、40歳代

～50歳代は、“愛着を感じている”という人の割合がそれぞれ約60％程度にとどまってお

り、年代の高い60歳代以上と、年代の低い30歳代以前の愛着度が高い状況にあります。 

図表 まちへの愛着度 
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26.7 

24.3 

24.1 

14.5 

17.7 

24.1 

20.7 

26.9 

28.8 

46.1 

42.5 

47.7 

44.8 

58.0 

56.2 

40.5 

39.6 

48.7 

42.4 

16.3 

15.1 

13.5 

18.9 

15.9 

13.1 

17.7 

25.6 

12.0 

17.2 

8.1 

9.8 

8.2 

8.2 

8.7 

9.2 

10.8 

7.9 

6.9 

7.6 

2.9 

4.1 

3.5 

2.4 

2.9 

3.1 

5.7 

5.5 

1.7 

1.2 

2.2 

1.8 

2.8 

1.5 

0.8 

1.3 

0.6 

3.7 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度[1129]

平成21年度[ 998]

男性[ 539]

女性[ 582]

20歳代[  69]

30歳代[ 130]

40歳代[ 158]

50歳代[ 164]

60歳代[ 349]

70歳以上[ 250]

とても愛着を

感じている

どちらかというと

愛着を感じている

どちらとも

いえない

あまり愛着を

感じていない

愛着を

感じていない
無回答

［ Ｎ ］

〔
年
齢
〕

〔
性
別
〕
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（３）本市の魅力 

－約８割が本市の魅力を「自然が豊かである」ところだと感じている－ 
 

 本市の魅力としては、「自然が豊かである」が84.1％と突出して高い状況にあります。次

いで「上下水道やごみ処理施設などの生活環境施設が整っている（28.0％）」、「歴史文

化や伝統芸能が伝承されている（25.2％）」という回答が多くなっています。 

 平成21(2009)年度調査と比較すると、本市の魅力と感じるところの上位８位までは順位が

変わらず、また各項目の回答率にも大幅な差異は見られません。平成21(2009)年度に比べ

て回答率が最も増えた項目は、「歴史文化や伝統芸能が伝承されている」で＋1.9ポイント、

次いで「福祉サービスが整っている」が＋1.3ポイントとなっています。一方、回答率が最

も減った項目は「買物の便がよい」で▲3.4ポイント、次いで「道路・交通の便がよい」が

▲1.4ポイントとなっています。 

図表 日高市の魅力 

 

 

  84.1

28.0

25.2

15.9

10.5

6.6

5.9

5.0

3.6

2.9

2.5

2.0

0.6

0.4

0.4

4.2
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27.6 

23.3 

15.2 

13.9 
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6.1 

5.5 

2.3 

2.5 

2.4 

2.4 

0.4 

0.5 

0.9 

3.9 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然が豊かである

生活環境施設が整っている

歴史文化や伝統芸能が伝承されている

人情味や地域の連帯感がある

買物の便がよい

道路・交通の便がよい

消防・防災・防犯体制が整っている

保健・医療環境が整っている

福祉サービスが整っている

文化・スポーツ環境が整っている

活力ある産業や特産品がある

子育て・教育環境が整っている

働く場が整っている

情報通信網が整っている

行政サービスが充実している

その他

無回答

平成26年度（N=1,129）

平成21年度（N=998）
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（４）まちに対する不満 

－道路・交通や買物の利便性など、 

日常生活を支えるまちの基盤に対する不満が高い状況－ 
 

 本市で生活している中での不満と

しては、「道路・交通の便が悪い」

が47.9％で最も高く、次いで「買

物の便が悪い」が35.6％、「産業

の活力が不十分」が23.3％、「働

く場が不十分」が20.8％と続いて

います。 

 年齢別で見ると、「道路・交通の

便が悪い」という点を不満に感じ

ている人の割合は、 20歳代が

62.3％と最も高く、次いで50歳代

が50.6％とそれぞれ５割を超え

る高い割合を占めています。また、

「買物の便が悪い」という点では、

20歳代が最も高く43.5％、次いで70歳代が41.6％と、特に不満に感じています。 

図表 まちに対する不満（回答者の属性別） 

 
注）上段：回答数、下段：比率（％） 
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1,129 2,582 541 402 263 235 197 154 142 112 105 101 75 56 34 19 15 64 67
100.0 228.7 47.9 35.6 23.3 20.8 17.4 13.6 12.6 9.9 9.3 8.9 6.6 5.0 3.0 1.7 1.3 5.7 5.9

539 1,254 246 180 156 120 95 60 77 59 60 42 35 29 21 10 7 31 26
100.0 232.7 45.6 33.4 28.9 22.3 17.6 11.1 14.3 10.9 11.1 7.8 6.5 5.4 3.9 1.9 1.3 5.8 4.8

582 1,312 291 218 105 114 102 94 65 52 45 59 40 26 13 9 8 32 39
100.0 225.4 50.0 37.5 18.0 19.6 17.5 16.2 11.2 8.9 7.7 10.1 6.9 4.5 2.2 1.5 1.4 5.5 6.7

8 16 4 4 2 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 2
100.0 200.0 50.0 50.0 25.0 12.5 - - - 12.5 - - - 12.5 - - - 12.5 25.0

69 144 43 30 14 19 3 7 5 6 3 1 4 3 0 1 0 1 4
100.0 208.7 62.3 43.5 20.3 27.5 4.3 10.1 7.2 8.7 4.3 1.4 5.8 4.3 - 1.4 - 1.449 5.8

130 290 57 34 13 33 18 31 17 12 9 34 2 8 3 1 1 8 9
100.0 223.1 43.8 26.2 10.0 25.4 13.8 23.8 13.1 9.2 6.9 26.2 1.5 6.2 2.3 0.8 0.8 6.2 6.9

158 350 70 45 35 32 26 22 14 19 10 26 8 9 5 5 3 10 11
100.0 221.5 44.3 28.5 22.2 20.3 16.5 13.9 8.9 12.0 6.3 16.5 5.1 5.7 3.2 3.2 1.9 6.3 7.0

164 383 83 61 36 30 35 22 30 15 18 9 7 7 10 0 2 12 6
100.0 233.5 50.6 37.2 22.0 18.3 21.3 13.4 18.3 9.1 11.0 5.5 4.3 4.3 6.1 - 1.2 7.3 3.7

349 807 169 124 95 73 72 43 39 38 36 22 21 17 8 7 3 17 23
100.0 231.2 48.4 35.5 27.2 20.9 20.6 12.3 11.2 10.9 10.3 6.3 6.0 4.9 2.3 2.0 0.9 4.9 6.6

250 590 115 104 67 46 43 29 37 21 29 9 33 11 8 5 6 15 12
100.0 236.0 46.0 41.6 26.8 18.4 17.2 11.6 14.8 8.4 11.6 3.6 13.2 4.4 3.2 2.0 2.4 6.0 4.8

9 18 4 4 3 2 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 2
100.0 200.0 44.4 44.4 33.3 22.2 - - - 11.1 - - - 11.1 - - - 11.1 22.2

60歳代

70歳以上

無回答

〔
年
齢

〕

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

 全  体

〔
性
別

〕

男性

女性

無回答

47.9

35.6

23.3

20.8

17.4

13.6

12.6

9.9

9.3

8.9

6.6

5.0

3.0

1.7

1.3

5.7

5.9

0% 20% 40% 60%

道路・交通の便が悪い

買物の便が悪い

産業の活力が不十分

働く場が不十分

生活環境施設が不十分

保健・医療環境が不十分

行政サービスが不十分

文化・スポーツ環境が不十分

福祉サービスが不十分

子育て・教育環境が不十分

人情味や地域の連帯感が不十分

情報通信網が不十分

消防・防災・防犯体制が不十分

歴史文化や伝統芸能の伝承が不十分

自然環境が悪い

その他

無回答

N= 1,129

MA= 2,582

図表 まちに対する不満 
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（５）今後の定住意向 

－30歳代以降は約６割が“住みたい”としている一方、 

                    20歳代では約４割にとどまる－ 

 これからも本市に「住みたい（34.6％）」、「どちらかといえば住みたい（28.6％）」と、

６割を超える人が今後も本市に住みたいと回答しています。 

 平成21(2009)年度調査と比較すると、「住みたい」という人の割合は、平成21年度が40.2％

であったのに対し、今回の調査では34.6％と5.6ポイント減少しています。その一方、「ど

ちらかといえば住みたくない」と「住みたくない」を合わせた“住みたくない”という人

の割合が、平成21年度は14.1％であったのに対し、今回の調査では8.2％と5.9ポイント減

少しました。積極的に住みたい、またはその逆に住みたくないと感じている人が減り、ど

ちらかといえば住みたいもしくはどちらともいえないという人が増えている状況にありま

す。 

 年齢別で見ると、「住みたい」と「どちらかといえば住みたい」を合わせた“住みたい”

という人の割合は、60歳代が69.9％と最も高く、次いで30歳代が66.2％、70歳以上が64.4％

の順で高い状況にあります。しかし、30歳代以上はそれぞれ約６割が“住みたい”と回答

しているのに対し、20歳代では43.4％にとどまっています。 

図表 今後の定住意向（回答者の属性別） 
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（６）今後のまちづくりの重点方向に対する意向 

－「健やかで安全に暮らせる、自然環境に恵まれたまちづくり」 

に対する期待が最も高い－ 
 

 全体では、「人にやさしい保健・医療・福祉の充実した健康・福祉のまち」が41.3％で最

も高く、次いで「快適で安心・安全な住環境の整備を優先する快適住環境のまち」の33.7％、

「自然の保護や環境の保全・創造を優先する環境保全のまち」の31.9％の順となっていま

す。 

 平成21(2009)年度調査と比較すると、「市民と行政が協力してまちづくりを行う市民参画・

協働のまち」を除いて順位は変わらないものの、上位３位はいずれも回答率が下がってお

り、第１位の「人にやさしい保健・医療・福祉の充実した健康・福祉のまち」では5.5ポイ

ント減と最も減少しています。 

図表 今後のまちづくりの重点方向 
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企業立地による商工業のまち

地域資源を活用し、観光や交流事業
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が活発な生涯学習・文化のまち
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市民と行政が協力してまちづくりを
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その他

無回答

平成26年度（N=1,129）

平成21年度（N=998）
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 性別で見ても、全体と同様に男女ともに第１位は「人にやさしい保健・医療・福祉の充実

した健康・福祉のまち」、第２位は「快適で安心・安全な住環境の整備を優先する快適住

環境のまち」となっています。 

 年齢別で第１位を見ると、20歳代では「自然の保護や環境の保全・創造を優先する環境保

全のまち」と「快適で安心・安全な住環境の整備を優先する快適住環境のまち」、30歳代

では「子育て環境や子どもの保育・教育環境が充実した子育て・教育のまち」となってい

ます。また、40歳代以上は全体と同様に「人にやさしい保健・医療・福祉の充実した健康・

福祉のまち」が第１位となっています。 

図表 今後のまちづくりの重点方向（回答者の属性別） 

 

注）上段：回答数、下段：比率（％） 
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1,129 2,141 466 380 360 256 165 131 111 85 77 68 10 32
100.0 189.6 41.3 33.7 31.9 22.7 14.6 11.6 9.8 7.5 6.8 6.0 0.9 2.8

539 1,020 194 188 174 110 92 65 55 44 40 34 6 18
100.0 189.2 36.0 34.9 32.3 20.4 17.1 12.1 10.2 8.2 7.4 6.3 1.1 3.3

582 1,107 271 190 184 144 70 66 56 41 35 33 4 13
100.0 190.2 46.6 32.6 31.6 24.7 12.0 11.3 9.6 7.0 6.0 5.7 0.7 2.2

8 14 1 2 2 2 3 0 0 0 2 1 0 1
100.0 175.0 12.5 25.0 25.0 25.0 37.5 - - - 25.0 12.5 - 12.5

69 134 16 28 28 23 6 8 11 4 8 2 0 0
100.0 194.2 23.2 40.6 40.6 33.3 8.7 11.6 15.9 5.8 11.6 2.9 - - 
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（７）土地利用の問題 

－「遊休農地や耕作放棄地などが目立つ」が32.1％で最も高い－ 
 

 土地利用の問題としては、「遊休農地や耕作放棄地などが目立つ」が32.1％で最も高く、

「市街地に古い住宅や狭い道路が目立つ」が24.4％でこれに次いでいます。 

 平成21(2009)年度調査と比較すると、「特に問題は感じない」という回答が6.9ポイント増

と最も増加しています。次いで、上位２位の「遊休農地や耕作放棄地などが目立つ」、「市

街地に古い住宅や狭い道路が目立つ」が、それぞれ2.7ポイント増と増加幅が大きい状況に

あります。一方、「宅地などの無秩序な開発が進んでいる」が6.0ポイント減と最も減少し

ており、次いで「不法投棄が目立つ場所がある」が5.6ポイント減と続いています。 

図表 土地利用の問題 
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